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■ 序 論 

 

1 計画策定の趣旨 

  

  本市は、昭和 45年度(1970 年度)に最初の総合計画となる「広島町総合開発計画」を策定して

以来、「自然と創造の調和した豊かな都市」をめざして今日までまちづくりを進めてきました。 

平成 23 年度(2011 年度)から令和 2 年度(2020 年度)までを計画期間とする北広島市総合計画

(第 5次)では、めざす都市像を「希望都市」「交流都市」「成長都市」と定め、本市の特性を生か

した活力ある都市づくりを計画的に進めてきました。 

  現在、我が国の社会経済情勢は、人口減少や少子高齢化の進行、ＡＩ(人工知能)を始めとした

技術革新の進展、自然災害に対する安全意識の高揚など、あらゆる価値観などが目まぐるしく変

化しており、地方自治体においても、経済環境の変化や地方分権改革、地方創生の更なる推進な

ど大きな転換期にあり、これまで以上に地域の自主性や自立性が強く求められています。 

令和 3年度(2021 年度)からスタートするこの総合計画は、時代の潮流を見極め、複雑化・多様

化する市民ニーズを的確に把握し、より政策効果を高めた事業展開が図られるよう、めざす将来

像を明らかにするとともに、その実現に向けたまちづくりの指針となるものです。 

  なお、この計画の策定に当たっては、以下の点に留意しています。 

 

(1) 社会経済情勢の変化に柔軟に対応できる計画 
 

  

 

 

 

 

 

 

(2) 市民参加の推進 
 

 

 

 

(3) 施策の重点化 
 

 

 

 

(4) 目標値の設定 
 

 

 

 

 

 

人口減少、少子高齢化の進行、災害への対応や環境問題などのほか、国が進める「Ｓｏｃｉ

ｅｔｙ5.0」、国土強靭化、地方創生、ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)、多文化共生や働き方改

革の取組など私たちを取り巻く社会や諸政策は様々な分野で転換期を迎えています。更に本市

では、令和 5年(2023 年)に北海道及び本市に新たな価値と機会をもたらすボールパークの開業

が予定されています。このような社会経済情勢が変化する中にあっても、柔軟に対応できる計

画とします。 

計画の企画・立案など、計画策定の各段階から多様な市民参加の手法を取り入れるなど、広

く市民に開かれた、市民との協働による計画とします。 

まちづくりの最上位計画として、政策・施策全般を掲げる総花的な計画とならないよう、重

点的に取り組む施策を明確にした計画とします。 
 

計画実施の成果を分かりやすく検証し、進行管理ができるよう、出来る限り定量的な指標を

用いた目標を設定します。 
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2 時代の潮流 

 

(1) 人口減少、少子高齢化の進行 
 

 

我が国では、少子高齢化の急速な進行などにより、平成 20 年(2008 年)をピークに総人口が減

少に転じています。国立社会保障・人口問題研究所の将来推計によると、令和 45 年(2053 年)に

は日本の総人口は 1億人を下回ると推計されています。 

人口構成も変化しており、平成 9 年(1997 年)には 65 歳以上の老年人口の割合が 15 歳未満の

年少人口の割合を上回り、平成 29年(2017 年)には 3,515 万人(総人口に占める割合は 27.7％)と

増加しています。他方、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は、平成 29年の 7,596 万人(総人口

に占める割合は 60.0％)が、令和 22 年(2040 年)には 5,978 万人(53.9％)まで減少すると推計さ

れています。 

少子高齢化を伴う人口の減少は、税収入の減少による行政サービスの低下、地域公共交通の維

持、地域コミュニティの機能低下、経済・産業活動の縮小、空き家、空き店舗や耕作放棄地等の

増加など地域の様々な分野に影響を与えるとされています。 

将来にわたって自立したまちづくりを進めるためには、人口減少という現状を直視し、その克

服に向けた対策を先送りすることなく、人口減少問題に対する認識を地域で共有し、共に知恵を

出し合い、一体となってこの難局に立ち向かっていかなければなりません。 
 

 

(2)働き方の多様化、共生社会の推進 
 

 

人口減少、少子高齢化が進行する中、女性や高齢者が就業する機会が増加しています。一般労

働者の総実労働時間は、緩やかな減少傾向で推移していますが、子育て世帯を中心に依然として

長時間労働者の割合が高い状況が続いています。女性の就業機会が拡大し、共働き世帯が増加す

るなど働き方をめぐる環境が変化していることから、多様な働き方を選択できる社会を実現し、

より良い将来展望を持てる社会をめざしていく必要があります。｢働き過ぎ」を防ぎながら、｢ワ

ーク・ライフ・バランス」と「多様で柔軟な働き方」を実現するような取組が求められています。 
日本に在住する外国人は、平成30年(2018 年)6 月末で過去最高の約264 万人となっており、

20 年前と比較して100 万人以上増加しています。また、外国人材の受入を拡大するための改正

出入国管理法が平成31年(2019 年)4 月1 日から施行されており、今後、ますます増加していく

ことが見込まれています。外国人であることはもとより、障がいがあること、高齢であること

などに関わらず、多様な文化、特性、価値観を持つ人々が、ともに安心して暮らしていくため

には、すべての人が互いを尊重し、支え合う共生社会の実現が求められています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

4



 

 

(3) 地域の安全・安心の確保 
 

 

近年、集中豪雨、暴風雪や大規模地震など、気候変動の影響等による気象の急激な変化や自然

災害が頻発しています。これらの災害は、人知を超えた猛威をふるい人々の生命・財産を脅かし

ています。自然災害の発生を未然に防ぐことは不可能ですが、効果的な災害対策を講じるととも

に、市民一人一人の防災意識を高めることによって、被害を少しでも軽減できるよう、防災体制

の強化を図っていく必要があります。 
我が国の刑法犯認知件数は、平成 14年(2002 年)に戦後最多となって以降、毎年減少していま

すが、世間を震撼させるような凶悪犯罪や特殊詐欺、薬物犯罪など犯罪が多様化・複雑化してい

ます。 
また、我が国の交通事故による死亡者数は、平成4年(1992年)以降減少傾向にありますが、い

まだに交通事故による死傷者数が60万人を超え、交通事故件数は依然として高い状態で推移し

ており、事故そのものを減少させることが求められています。 

地域の安全・安心を確保するために、市民、関係機関、行政などが情報を共有し合い、それぞ

れの役割を認識しながら、相互に連携して対策に取り組んでいかなければなりません。 
 

 

 

平成 30 年(2018 年)に国が策定した第 5次環境基本計画では、地域資源を持続可能な形で最大

限活用し、地域間で補完し支え合うことで、人口減少や少子高齢化の下でも環境・経済・社会の

統合的向上を図り、新たな成長につなげようとする「地域循環共生圏」の概念が提示されました。 

「地域循環共生圏」の概念は、各地域が美しい自然景観等の地域資源を最大限活用しながら自

立・分散型の社会を形成し、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、地域の活力

が最大限に発揮されることを目指しています。平成 27 年(2015 年)9 月に国連総会で採択された

ＳＤＧｓ(持続可能な開発目標)や同年 12 月に採択されたパリ協定という国際動向も踏まえた課

題解決の考え方だと言えます。 

近年、環境問題の性質は大きく変容し、気候変動やプラスチックごみによる海洋汚染など、

地球規模の危機であると同時に地域課題とも密接に関わる問題が生じています。これらの問題

は一人一人が影響を受けるとともに、その原因者ともなっているため、市民、企業、行政が一

体となって環境で地方を元気にするとともに、持続可能な循環共生型の社会の構築に向けた取

組を推進していく必要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 環境の保全 
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 (5) 社会資本の維持管理 
 

 

国民生活やあらゆる社会経済活動は、道路・鉄道等の産業基盤や上下水道・公園・学校等の生

活基盤、治山治水といった国土保全のための基盤、その他の国土、都市や農山村を形成する社会

資本(インフラ)によって支えられています。我が国では、高度経済成長期に社会資本が集中的に
整備され、建設から長期間経過していることから、今後急速に老朽化が進行すると想定され、維

持管理費の増大が見込まれます。維持管理費の不足により、適切な維持管理が行われないことに

なれば、社会資本の機能不全により、人々の生活に影響を及ぼすおそれや、老朽化による事故や

災害等を引き起こす可能性が懸念されます。 
地域の安全・安心を支えるという社会資本の最も重要な役割を果たすためには、老朽化した社

会資本を効率的かつ適切に維持管理することが求められます。 
今後の社会資本の維持管理に当たっては、人口減少、少子高齢化、環境問題やエネルギー制約

といった社会情勢の中で、求められる機能や地域ニーズも時代とともに変化していくことを前提

に行わなければなりません。厳しい財政状況の中、時代の要請に合った適切な社会資本の維持管

理を行っていくためには、老朽化の程度やコストを把握するとともに、今後の需要を把握し、計

画的・効果的に行っていく必要があります。 
 

 

(6) 情報通信技術の急速な進化 
 

 

世界を取り巻く環境は大きな変革期にあるといえます。経済発展が進む中、人々の生活は便利

で豊かになり、エネルギーや食料の需要が増加し、寿命が延び、高齢化が進んでいます。また、

経済のグローバル化が進み、国際間競争の激化、富の集中や地域間の格差といった課題も生じて

きています。 

世界が大きく変化する一方で、ＩｏＴ(Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ：モノのインタ

ーネット)、ロボット、ＡＩ(人工知能)、ビッグデータといった社会の在り方に影響を及ぼす新

たな技術が進展しており(第 4次産業革命)、これらの技術革新をあらゆる産業や社会生活に取り

入れることにより、様々な社会課題の解決を図れるよう、我が国では、狩猟・農耕・工業・情報

に続く「第 5の社会」を意味するＳｏｃｉｅｔｙ 5.0 の実現をめざしています。 

Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0 で実現する社会は、ＩｏＴで全ての人とモノがつながり、様々な知識や

情報が共有され、今までにない新たな価値を生み出すことで、これらの課題や困難を克服するこ

とを想定しており、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し

合あえる社会、一人一人が快適で活躍できる持続可能な地域社会となることが期待されています。 

 

※「Ｓｏｃｉｅｔｙ 5.0」とは 

サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社

会的課題の解決を両立する人間中心の社会のこと。例えば、大量な情報の中から必要な情報だけを AI(人口

知能)が判別し、人間に提供するなど。 
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3 市の現状、市民意識 

 

(1) 市の現状と特色 
 

 

① 市の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 人口・世帯  

令和元年(2019 年)12 月末現在の住民

基本台帳における本市の人口は、58,265

人となっており、平成 23 年(2011 年)3

月末の人口 60,465 人と比較すると

2,200 人、約 3.6%の減少となっていま

す。 

世帯数は、27,728 世帯で、平成 23 年

(2011 年)3 月末の 25,996 世帯と比較す

ると 1,732 世帯増加しています。1世帯

あたりの人員は、平成 23 年(2011 年)3

月末の 2.33 人から 2.10 人と 0.23 人減

少し、世帯の少人数化が進んでいます。 

年齢構成は、15 歳未満の年少人口が

6,528 人(総人口の 11.2%)、15 歳から 64

歳の生産年齢人口が 32,999 人(同

56.6%)、65 歳以上の老年人口が 18,738

人(同 32.2％)となっており、ほぼ 3 人

に 1人が 65 歳以上となっています。 
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資料：北広島市「住民基本台帳」(各年度末 R1のみ12月末)

人口・世帯数
人口 世帯数

15.2% 14.3% 13.4% 12.2% 11.2%

69.6% 67.4% 64.1%
58.7% 56.6%

15.1% 18.3% 22.5%
29.0% 32.2%
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資料：H12～H27 総務省「国勢調査」
R1 北広島市「住民基本台帳」(12月末)

年齢３区分別人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

札幌市と新千歳空港の中間に位置する本市は、国道 36 号や 274 号を中心とした広域幹線道

路網、道央自動車道、ＪＲ千歳線などの交通網が充実した高い利便性を有しています。このよ

うな利便性の良さから、宅地開発や工業団地の造成、都市基盤の整備が着実に進められてきま

した。 

大都市・札幌市に隣接しながらも、なだらかな野幌丘陵に広がる特別天然記念物野幌原始林

を含む森林など豊かな自然に囲まれており、公園や森林などの緑地面積は、全市面積の約 64％

を占めています。公園・緑地の計画的な整備により、市街地まで多彩な緑が見られます。 

森林の中に整備された札幌恵庭自転車道線や、輪厚川等を中心とした親水空間は、市民をは

じめ近隣の住民からも親しまれており、身近に触れ合える自然や心なごむ景観が数多くありま

す。 

豊かに息づく緑の環境、ゆとりの土地空間、美しく潤いのある景観、整備された都市機能な

ど、自然と都市機能が調和したまちが形成され、充実した生活環境が市民生活を支えています。 
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市内に居住する外国人

は、年々増加しており、令

和元年 12 月末現在 376 人

になっています。国籍別で

は、「中国」が最も多く 100

人（全体の約 26.5％）、次

いで「ベトナム」が 77 人

（約 20.4％）、「ミャンマ

ー」が 43人（約 11.4％）、

「アフガニスタン」が34人

（約 9.0％）、「韓国」が 20

人（約 5.3％）などとなっ

ています。 

 

 
人口動態については、

出生と死亡の差である自

然動態では、平成 19 年

(2007 年)以降、死亡者数

が出生者数を上回ってお

り、平成 30 年(2018 年)

では 368 人の自然減とな

っています。市内への転

入と市外への転出の差で

ある社会動態では、平成

20 年(2008 年)以降転出超

過傾向となっていました

が、平成 28 年(2016 年)

以降には再び転入超過と

なっており、平成 30 年

(2018 年)では 87 人の社

会増となっています。 

 

 
 
 
 

148 160 144 154
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H27
(2015)

H28
(2016)
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R1
(2019)

人

資料：北広島市「住民基本台帳(各年度末 R1のみ12月末)

外国人人口
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420
379 391

344 353
309 300

346
296

333
299
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資料：北広島市「住民基本台帳」(各年度計)

自然動態（出生・死亡）
出生 死亡

2,767

2,636
2,566

2,395
2,427

2,353
2,425

2,403
2,475 2,3922,380

2,346

2,669

2,770

2,540

2,505
2,475

2,558 2,547

2,377

2,598
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2,300 2,2592,200
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資料：北広島市「住民基本台帳」(各年度計)

社会動態（転入・転出）
転入者数 転出者数
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③ 産業・経済  

 

平成 27 年の国勢調査に

おける本市の産業別人口

は、第3次産業が20,189人

と約 8割を占めており、次

いで第 2 次産業の 4,482

人、第 1次産業の 559 人と

なっています。 

平成 17 年の国勢調査結

果と比べると、第 1次産業

の割合は 0.6 ポイント、第

2 次産業は 2.4 ポイント減

少し、第 3次産業は 1.5 ポ

イントの増加となってい

ます。 

 
＜産業別人口＞ 

 
 
 
 
 
 
 

＜農業就業人口と認定農業者数＞ 

 

＜農業産出額＞ 

 

 

 

 

 

 

758 704 734 602 559
5,833 5,545 5,284 4,547 4,482

17,723 19,418 20,380 20,177 20,189

110
384 634 1,352 1,036計24,424

計26,051 計27,032 計26,678 計26,266

0

5,000

10,000
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20,000

25,000

30,000

H7
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H12
(2000)

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

分類不能の産業 第3次産業 第2次産業 第1次産業
人

資料：総務省「国勢調査」
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資料：北広島市調べ

認定農業者数：人

150 139 118 114

255 195 154 119

0
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H12
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H17
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H22
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H27
(2015)

65歳以上 15~64歳

資料：農林水産省「農林業センサス」

計405
計334

計272 計233

農業従事者数：人

13 15 15 15
7 7 6 896 103 104 97

537 575 565 613

3
4 4 5

0
100
200
300
400
500
600
700
800

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

米 いも類 野菜 畜産 その他農業算出額：千万円

計704 計694 計738
計656

資料：農林水産省「市町村別農業算出額（推計）」

農業については、後継者不足や高齢農業者の引退などにより農家戸数や耕地面積が減少して

います。一方で、地球温暖化の防止や生物多様性に配慮した環境保全型農業の推進により付加

価値の高い野菜栽培や観光農園、六次産業化の取組なども進められています。 

農業産出額は、平成 29 年では 73.8 億円となっています。畜産品が 61.3 億円で最も高く、

次いで野菜が 9.7 億円となっています。 
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＜製造品出荷額と従業者数＞ 

 

＜商業販売額と購買力流入出率＞ 
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資料：経済産業省「工業統計調査」

製造品出荷額：億円

2,031 1,979 2,139 2,229
3,248

2,696 3,006

0
1,000
2,000
3,000
4,000
従業者数：人

1,366
1,653

1,895
2,184

0

500
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1,500
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2,500

H19
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H24
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H26
(2014年)

H28
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商業販売額（卸売業・小売業）：億円

※H19及びH26は、経済産業省「商業統計」年間商品販売額、
H24及びH28は、総務省・経済産業省「経済センサス」売上（収入）金額

0.70
0.93 1.05 1.02

0.00

0.50

1.00

1.50

購買力流出入比率
購買力流入傾向

購買力流出傾向

工業については、本市の特性や地理的優位性などの立地環境を生かした工業団地の造成など

により製造業を中心とした企業進出がなされています。製造品出荷額や従業者数は、一時的に

減少した年もありましたが、近年は増加傾向にあり、平成 29 年(2017 年)の製造品出荷額は、

平成 23 年(2011 年)の約 1.4 倍の 888 億円、従業者数は、約 1.5 倍の 3,006 人となっています。

 

商業については、卸売業と小売業を合計した事業所数及び従業者数は、平成 19 年(2007 年)

以降増加傾向にあります。平成 28 年(2016 年)の卸売業と小売業の販売額を合計した商業販売

額は、平成 19 年(2007 年)の約 1.6 倍の 2,184 億円となっています。 

購買力の市内外への流入・流出状況は、平成 26年以降流入傾向に転じています。 

 

※ 購買力流入出比率とは、市町村における購買力の流入・流出状況を表す指標であり、1 より大き

ければ購買力が流入傾向、1 より小さければ購買力が流出傾向にあることを示す。例として、0.70

であれば地域の購買力の 3割が市外へ流出していることとなる。 
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④ 歴史・文化  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市は、石狩平野を通り日本海と太平洋をつなぐルート上に位置し、安政4年(1857年)には

「札幌越新道」と呼ばれる陸路（月寒～千歳間は、現在の国道36号をほぼなぞる道順）が開

削され、人々の往来、交流が行われてきました。 

明治6年(1873年)、大阪府出身の中山久蔵が島松川右岸（恵庭市域）から同左岸（北広島市

域）に移住し、この年、久蔵は道南以北では難しいとされていた寒冷地での米作りに成功

し、二石三斗の収穫を得ました。その後も志望者には耐寒品種「赤毛」を無償で配布するな

ど、全道に米作りが広がる基礎を築いた功績によって「寒地稲作の祖」と呼ばれています。 

また、久蔵が4代目駅逓所取扱人を務めた島松駅逓所は、交通の要衝として多くの旅人に利

用され、明治10年(1877年)に札幌農学校（現北海道大学）初代教頭のW・S・クラークは、現

在の旧島松駅逓所付近（当時の中山久蔵宅）で学生や職員らと別れる際に「ボーイズ ビー 

アンビシャス」の言葉を残しました。この言葉と精神は今も北広島市民に受け継がれていま

す。 

本市の本格的なまちづくりが始まったのは、明治17年(1884年)、和田郁次郎を中心とする

広島県人らが一村創建を目指し、輪厚川周辺（現東部地区）に入植したことによります。明

治15年(1882年)、北海道開拓を志し適地を求めて道内各地を探索した郁次郎は、翌年6月に現

在の北広島地域に良好な原野を見つけ、ここを入植地と定めました。25戸103人とともに入植

したこの地は「広島開墾地」と呼ばれ、移住初年から10年後には500戸を超える一大集落とな

りました。明治27年(1894年)には、広島開墾地は大曲方面とあわせ一村として月寒村から独

立し、広島村が誕生しました。その後、昭和43年(1968年)の町制施行による広島町時代を経

て、平成8年(1996年)北広島市となり現在に至っています。 

和田郁次郎ら広島県人の移住によりはじまった広島県とのつながりは現代でも続いてお

り、東広島市とは毎年姉妹都市交流が行われています。また、広島市の「広島平和記念公

園」にある「平和の灯（ともしび）」を分火し、世界の平和と友好を願い、北広島市平和の

灯（ひ）公園に「平和の灯」をともしてその意志を表明するなど、広く世界に向けて平和の

願いを次世代の人々へ伝えています。 
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(2) 市民の意識 
 

市民のまちづくりに対する考え方や意見を把握するため、平成 30 年 10 月に市民 3,000 人を対象

とした市民意識調査を実施しました。1,237 件の回答が寄せられ、回収率は 41.2％でした。 

 

① 住みやすさ  

本市の住みやすさに関しては、住み良い（「住み良い」＋「どちらかといえば住み良い」）とする市

民が 75.4％を占めました。住み良い理由としては、「居住環境が良い」が 64.1％、「自然環境が良い」

が 55.3％などとなっています。一方、住みにくい理由は、「交通の便が悪い」が 71.3％、「買い物や

娯楽の場が少ない」が 60.0％などとなっています。 

＜住みやすさ＞ 

 

＜住み良い理由＞ 

 

 

 

＜住みにくい理由＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住み良い

27.1%

どちらかと言えば住み良い

48.3%

どちらかと言えば住みにくい

16.3%

住みにくい

3.1%

わからない

1.5%

無回答

3.6% 64.1

55.3

32.7

20.6

16.8

14.8

13.3
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居住環境が良い

自然環境が良い

交通の便が良い

災害や交通事故等の危険が少ない

勤務地、通学地が近い

買い物や娯楽の場が充実している

人間関係が良い

子育て環境が整っている

福祉・医療環境が整っている

公共施設が充実している

安心して老後の生活を送れる

進学や風紀など教育上の理由から

雇用環境が良い

商売や事業経営に適している

その他

無回答

%

今回
H30

前回
H26

前々回
H20

住み良い 75.4% 76.8% 73.5%

(理由)

　居住環境が良い 64.1% 65.0% 65.1%

　自然環境が良い 55.3% 51.3% 63.1%

住みにくい 19.4% 19.6% 21.0%

(理由)

　交通の便が悪い 71.3% 65.3% 69.4%

　買い物や娯楽の場が少ない 60.0% 62.5% 53.7%

71.3

60.0

28.3

23.8

20.4

14.2

10.4

9.2
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3.8
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交通の便が悪い

買い物や娯楽の場が少ない

福祉・医療環境に不安がある

老後の生活が不安

勤務地、通学地が遠い

公共施設が十分に整備されていない

雇用環境が悪い

居住環境が悪い

人間関係に不安がある

災害や交通事故等の危険が多い

子育て環境に不安がある

商売や事業経営に不利

自然環境が悪い

進学や風紀など教育上の理由から

その他

無回答

%
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② 定住意識  

これからも北広島市に住み続

けたい（「今の場所に住み続けた

い」＋「市内の別のところに移り

たい」）とする市民は 59.6％(前

回(平成 26 年実施)61.3%、前々

回(平成 20 年実施)59.6％)とな

っています。年齢別にみると、30

歳未満は「北広島市に住み続け

たい」とする割合が 4 割程度、

30 歳代～50 歳代は 6割程度、60

歳以上は 7 割程度となっていま

す。 

＜今後の市内在住希望＞ 

 

 

③ 施策の満足度・重要度  

重点的に取り組むべき施策を

抽出するため、施策項目ごとに満

足度、重要度の偏差値を算出しま

した。満足度が低く、重要度が高

い項目として区分されたものは、

右記のとおりとなっています。こ

れらの項目については、重要な課

題と捉え、特に取組の必要が高い

ものとしてあげられます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今の場所に住み

続けたい

54.0%

市内の別のところに移りたい

5.6%

札幌市に移りたい

10.4%

札幌市以外の道内に移りたい

1.2%

道外に移りたい

1.1%

わからない

15.6%

無回答

12.0%

分野 項目

除雪や排雪の充実

利便性の高い公共交通の充実

災害に強い安全なまちの形成

街路灯など防犯設備・体制の充実

医療環境の充実

緊急時の救急医療体制の充実

高齢者が安心して暮らせる社会の形成

障がい者が地域で自立した生活ができる社会の形成

子育てと仕事が両立可能な社会環境の充実

安定した雇用の場の確保

日常の買い物環境の充実

品揃えの豊富な小売店の充実

教育･文化･ｽﾎﾟｰﾂ 豊かな学校生活を支える施設・設備の充実

市民参加･交流 市民の意見の収集と市政への反映

生活環境

保健･医療･福祉

産業･雇用
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④ 市民が考えるめざすべき姿  

市民が考える将来の北広島市のめざすべき姿としては、「道路や公共交通機関などが充実し、

どこでも気軽に行き来ができるまち」（20.7％）が最も多く、次いで、「空気や水がきれいで豊か

な自然環境が守られているまち」（17.6％）となっています。 

年齢別では、60 歳未満は「道路や公共交通機関などが充実し、どこでも気軽に行き来ができる

まち」、60 歳代以上では「福祉や医療サービスが充実し、お年寄りや障がい者が大切にされるま

ち」、「空気や水がきれいで、豊かな自然環境が守られているまち」が最も多くあげられています。 

地区別では、北広島団地地区、東部地区は、「空気や水がきれいで、豊かな自然環境が守られてい

るまち」、西の里地区、大曲地区、西部地区では「道路や公共交通機関などが充実し、どこでも気

軽に行き来ができるまち」が最も多くあげられています。 

平成 20 年、平成 26 年調査と比較して、今回調査で特に回答割合が高くなったものは、「道路

や公共交通機関などが充実し、どこでも気軽に行き来ができるまち」です。また、「住宅や公園、

下水道などが整備され、快適な生活環境の中で暮らせるまち」、「教育環境が整い、子どもたちを

伸び伸びと育てることができるまち」、「災害に強いまち＋犯罪がない安心・安全なまち」につい

ても、過去 2回の調査と比較して、その回答割合が増加しています。公共交通機関の充実、快適

な生活環境、教育環境の整備をはじめ、防災・防犯対策への期待の高まりがうかがえます。 
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0.8

1.9

0.7

3.2

0 10 20 30

空気や水がきれいで、豊かな

自然環境が守られているまち

住宅や公園、下水道などが整備され、

快適な生活環境の中で暮らせるまち

道路や公共交通機関などが充実し、

どこでも気軽に行き来ができるまち

産業が盛んで、働く場に恵まれているまち

福祉や医療サービスが充実し、

お年寄りや障がい者が大切にされるまち

災害に強いまち（平成26年）

災害に強いまち（平成30年）

災害や犯罪がない安心・安全なまち（平成20年）

犯罪がない安心・安全なまち（平成26年）

犯罪がない安心・安全なまち（平成30年）

教育環境が整い、子どもたちを

伸び伸びと育てることができるまち

芸術や文化活動が盛んなまち

地域や隣人が互いに助け合うまち

来訪者が多く、にぎわいのあるまち

趣味やスポーツを楽しむことができるまち

住宅地を拡大し、多くの人口を

受け入れられるまち

無回答

%

＜市民が考える将来の北広島市の目指すべき姿＞

平成20年(N=1,399)

平成26年(N=1,279)

平成30年(N=1,237)
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4 計画の概要 

 

(1) 計画の名称 
 

 

 

(2) 計画の構成と期間 
 

 

① 基本構想 ＜計画期間：10 年＞ 

 

 

 

 

② 基本計画 ＜計画期間：前期 5年、後期 5年＞ 

 

 

 

 

 

 

③ 推進計画 ＜計画期間：3年＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 
西暦(年度) 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

和暦(年度) 令和 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

10 年間 

前期 5年間 後期 5年間 

3 年間 

3 年間 

3 年間 

3 年間(毎年度ローリング) 

 基本構想 

基本計画 

推進計画 

基本構想は、市の将来像とそれを実現する基本的方向を明らかにし、総合的かつ計画的な行

政運営の指針となるものです。 

計画期間は、令和 3年度(2021 年度)から令和 12年度(2030 年度)までの 10 年とします。 

基本構想に掲げるめざす都市像の方向性などに基づき、基本構想の実現に向けた政策・施策

を体系的に示すものです。社会情勢の変化などに応じて柔軟に対応できる計画とします。 

計画期間は、次のとおりとします。 

前期 5年：令和 3年度(2021 年度)から令和 7年度(2025 年度)まで 

後期 5年：令和 8年度(2026 年度)から令和 12年度(2030 年度)まで 

基本構想及び基本計画に基づき、目標達成に向けた具体的な事業を示すものです。 

計画期間は 3年間とし、ローリング方式により毎年度見直しを行い、予算編成に反映させる

こととします。 

 

※ ローリング方式…推進計画の内容と実績のずれを埋めることや社会経済情勢等の変化に

合わせて見直すなど部分的な修正を定期的に行う手法です。 

この計画の名称は、「北広島市総合計画(第 6次)」とします。 
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■ 基本構想 

 

 

 

この基本構想は、本市がめざすまちづくりの基本的方向を明らかにし、総合的で計画的な行政運

営を進めていくための指針であるとともに、市民と行政がまちづくりの方向、将来像などを共有し、

市全体として取り組んでいくことを目的としています。 

 

2 まちづくりのテーマ 

 

自然と創造の調和した豊かな都市 
 

 

 

 

 

 

 

3 めざす都市像 

 

 

 

希望都市 

だれもが希望を持って、輝けるまち 

子どもからお年寄りまで多世代の方々が趣味、仕事、家族、友人など

それぞれの楽しみや喜びを持った生活を営み、すべての市民が希望を持

ち、人が輝くまちをめざします。 

交流都市 

多様な交流が生まれ、にぎわいと活力にあふれるまち 

観光、産業、教育、スポーツ、文化芸術などあらゆる分野において、国

内外を問わず、多くの人々が行き交い、市民との多様な交流を創出する

ことにより、にぎわいと活力にあふれるまちをめざします。 

成長都市 

未来に向かって、着実に成長するまち 

緑豊かな充実した生活環境を維持・向上させるとともに、本市の歴史

や様々な魅力に市民が誇りと愛着を持てるまちづくりを実践し、未来に

向かって、着実に成長するまちをめざします。 

 

1 基本構想の目的 

本市は、昭和 45 年度(1970 年度)に広島町総合開発計画を策定して以来、「自然と創造の調

和した豊かな都市」をまちづくりのテーマに掲げ、自然に囲まれた美しいまちなみの中に、市

民が住みよさを実感しながら、いきいきと活動するまちをめざしてきました。 

これからも、このテーマを継承し、「豊かな自然」、「利便性の高い都市機能」、「交通の要衝」

などといった本市の個性を生かし、快適な生活環境の形成に努めるとともに、将来にわたって

着実に成長する魅力あるまちづくりを進めていきます。 

 将来にわたるまちづくりのテーマ「自然と創造の調和した豊かな都市」の実現に向けて、今

後 10 年間の計画期間においてめざす都市像を、次のとおり設定します。 
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4 基本目標 

 

 

 

基本目標(1) ともに歩み笑顔が輝くまち 

 

 

 

 

基本目標(2) 学び合い心を育むまち 

 

 

 

 

基本目標(3) だれもが安全に暮らせるまち 

 

 

 

 

基本目標(4) 住みよい環境にかこまれたまち 

 

 

 

 

基本目標(5) 活力みなぎる産業と交流のまち 

 

 

 

 

基本目標(6) つながり成長するまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

めざす都市像の実現に向けて、まちづくりの基本目標を設定し、分野別の施策を推進しま

す。 

世代を超えて手を取り合い、ともに歩みながら、安心して子どもを産み育て、だれもが健

康でいきいきと生活できる環境のあるまちをつくります。 
 

生きる力や豊かな心を育む教育を実践し、スポーツや文化を身近に触れることができ、市

民同士の学びが循環するまちをつくります。 

災害に強く、安全・安心な生活が確保されるとともに、すべての市民が平等で、お互いに

尊重し協力し合う暮らしやすいまちをつくります。 

快適な生活を支える都市基盤を整備するとともに、豊かな自然環境の中で持続可能な暮ら

しができるまちをつくります。 

力強い産業活動が展開され、働く人々が充実し、多くの人々が笑顔で交流し合うまちをつ

くります。 

広域的な連携や市民との協働による魅力あるまちづくりを実践し、だれもが地域に誇りや

愛着を持って成長を実感できるまちをつくります。 
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国立社会保障・人口問題研究所(社人研)が平成 30 年(2018 年)に公表した本市の推計人口は、平

成 27 年(2015 年)の 59,064 人から、令和 2 年(2020 年)には 57,339 人、令和 12 年(2030 年)には

52,264 人になると推計されています。 

北広島市総合計画(第 5次)では、計画期間の最終年である令和2年(2020年)の目標人口を60,000

人と定め、様々な定住施策に取り組んできたこともあり、人口は減少傾向にあるものの、同研究所

の令和 2年(2020 年)の推計を上回ると予測されます。 

人口減少は、税収減による行政サービスの低下、地域コミュニティの衰退など市民生活に影響を

及ぼす可能性があります。そのため、新たな総合計画では、計画最終年度の令和 12 年度(2030 年

度)の目標人口を、第 5次に引き続き 60,000 人と設定し、持続可能なまちづくりに取り組んでいき

ます。 

居住環境の充実、新たな産業集積、就業機会の拡大、子育て環境の充実、学校教育の充実、利便

性の高い公共交通網の構築、地区の特性に応じた都市機能の整備など定住促進に向け、本市の価値

や魅力を高める取組を展開するとともに、ボールパーク構想と連携した各種政策を推進していきま

す。 

また、本市は交通網が充実した高い利便性を有しており、大型商業施設や観光施設には、近隣は

もとより国内外から大勢の観光客や買い物客が訪れています。また、市内に立地する企業や大学、

専門学校、高校などの教育機関へは、市外から多くの人々が通勤・通学しています。このような本

市との交流や関係を持つ人々を創出・拡大し、関わりを深めていくことにより、将来的な定住人口

の増加につながるよう裾野の拡大を図ります。 

 

 

 
 

 
 
 
 

59,064 58,964
58,462

59,064

57,339

54,990

52,264

目標人口
60,000人

51,000

53,000

55,000

57,000

59,000

61,000

H27
10月末

(2015年)

H29
3月末

(2017年)

H31
3月末

(2019年)

R2

(2020年)

R7

(2025年)

R12

(2030年)

※H27は国勢調査、H29、H31は住民基本台帳

実績 社人研 目標

5 将来目標人口 
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6 
ボールパーク構想と連携した新たな価値の創造 

～北で広がる夢がある～ 

 

プロ野球「北海道日本ハムファイターズ」が、令和 5年(2023 年)のボールパーク開業に向け整備

を進めています。このボールパークは、プロスポーツの試合観戦という役割だけではなく、多くの

人々がこのまちに集い、交流を育むとともに、今後のまちづくりにおいて重要な役割を担うことと

なるエリアでもあります。 

本市は、札幌市と新千歳空港の中間に位置し、大都市へのアクセスの良さを持ちながら、豊かな

緑の環境を保持しており、自然と利便性の高い都市機能が調和する魅力的な住環境を有する一方で、

急速な少子高齢化の進行、地域活力の低下などの課題を抱えています。 

  官民連携プロジェクトであるボールパーク構想を推進することにより、子どもたちが未来に夢や

希望を抱き、市民がこのまちに誇りと愛着を感じるとともに、まちづくりの様々な分野に波及効果

を生み出すものと考えられます。 

 本市では、持続可能なまちづくりと地域課題の解決に向けて、ボールパーク構想と連携した取組

を推進していきます。 
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本市の持つ地理的、経済的条件などを踏まえ、活力ある産業の振興や魅力的で快適な生活環境

の向上を図ります。また、人口減少や少子高齢化の進展などに対し、持続可能な都市経営や自然

環境の保全の観点から、既存の都市基盤を有効活用した集約型の都市構造への誘導を図るととも

に、都市の質的な向上・再生や防災機能の強化などを進めます。 

コンパクトなまちづくりを基調とするため、既成の市街化区域を基本とした市街地の形成を図り

ます。しかしながら、大きな社会情勢の変化等が生じた場合には、既成市街地との一体性や周辺環

境との調和、適正な規模など慎重な判断の下で、土地利用について検討します。 

市街化調整区域では、無秩序な都市的土地利用は認めないこととし、農地や森林などの保全に努

めるほか、地域が有する自然や歴史、文化などの固有の魅力や価値を生かした土地利用を図ります。 

自然と共生したまちづくりを進めるため、都市機能の集約する市街地と森林・農業地域とがバラ

ンスを保つよう、計画的な土地利用の誘導を図ります。 

 

8 地区のまちづくり 
 
本市は、国道 36 号や国道 274 号、道道江別恵庭線や羊ヶ丘通等の広域幹線道路、道央自動車道、

ＪＲ千歳線の沿線など交通の利便性が高い地域に位置しており、丘陵地帯に広がる野幌原始林など

の森林を取り囲む形で市街地が形成されています。これらの市街地を中心とした生活圏を形成する

5 つの地区(東部地区、西部地区、大曲地区、西の里地区、北広島団地地区)について、それぞれが

持つ特性や機能性を考慮しながら計画的なまちづくりを進めていくために、各地区のまちづくりの

基本的方向を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7 土地利用 
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 (1) 東部地区                             

 

地区の特性(現況と課題)                             

 

■多くの人々が交流する広域交流拠点の整備 

東部地区は、明治 17 年(1884 年)の広島県人の集団入植によって開拓が始まった本市発祥の地

であり、昭和初期には、現在の道道江別恵庭線の沿道に集落が形成されていました。また、ＪＲ

千歳線や道道江別恵庭線が整備され、市役所などの公共施設、商業施設や業務施設、高校や大学、

芸術文化ホールなどの文教施設、更には北広島レクリエーションの森などが集積し、多世代の住

民が集う地区となっています。今後は、ボールパークの建設により地区内外の人々の多様な交流

が活発に行われるよう機能の充実が必要となっています。 

 

 

■環境を守る森林や農地の保全・有効活用 

市街地の近くには、国有林をはじめとする豊かな森林が広がっており、自然景観や眺望に恵ま

れた場所に宿泊施設や温泉施設が立地しているほか、市街地内には輪厚川が流れており、親水空

間化されています。稲作、野菜生産、酪農・畜産が行われている農地や森林、河川の適正な保全

と有効な活用を図り、地区をとりまく豊かな環境を守る必要があります。 

 

 

■水害対策の推進 

昭和 25 年(1950 年)の豪雨により輪厚川、昭和 56 年(1981 年)の豪雨により島松川が決壊し、

地区内の東側にある低地帯は大水害に遭い、住民や生活基盤に大きな被害をもたらしました。こ

の後、島松川や輪厚川などの河川改修事業を継続的に実施してきました。また、千歳川流域は千

歳川放水路の整備に替わる計画として、千歳川河川整備計画に基づいて、北広島市東の里地区遊

水地の整備のほか、千歳川などの改修が進められています。水害を未然に防ぐため、森林のもつ

保水機能を重視した治山対策とともに、自然環境に配慮した治水対策を進める必要があります。 

 

 

■ボールパークによる新たなまちづくり 

平成 30 年(2018 年)10 月 31 日に、きたひろしま総合運動公園予定地にボールパークの建設が

正式に決定しました。令和 5 年(2023 年)にボールパークの開業が予定されていることから、交

通機能の強化や住環境の保全を図り、自然との調和による魅力あるまちを形成する必要がありま

す。 
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(1) 東部地区                                        

 

 

地区の基本的方向                                   

 

① 公共施設、商業施設、文教施設などの活用により、広域的な交流と世代間の交流によるにぎ

わいが創出され、市の中心的な役割を担う地域にふさわしい魅力と機能性を有する地区をつく

ります。 

 

 

② 国道 274 号、道道江別恵庭線、道道栗山北広島線などの幹線道路やＪＲ駅の利便性を生かし

た産業機能の集積を図るとともに、良好な景観が保たれた活力みなぎる地区をつくります。 

 

 

③ 地区内外の移動に係る利便性向上や交流の活性化を図り、地区内での快適な生活を確保する

とともに、他地区や近隣市との往来がしやすく、交通環境が充実した地区をつくります。 

 

 

④ 季節感を演出する広大な森林などの自然環境や地区の東側に集積する農地を保全し、これら

の地域資源を生かしたレクリエーション空間の創出などにより、生活の身近なところで緑にふ

れられる地区をつくります。 

 

 

⑤ 森林や河川の整備などによる治山・治水対策により、災害に強く、安全に安心して暮らせる

地区をつくります。 

 

 

⑥ ＪＲ北広島駅周辺とＪＲ新駅を含めたボールパーク周辺の連担性を持ったまちづくりを推進

するとともに、生活利便性が高く、良好な住環境とにぎわいが調和した地区をつくります。 
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(2) 西部地区                             

 

地区の特性(現況と課題)                                  

 

■貴重な文化財である旧島松駅逓所周辺の整備 

西部地区は、明治初期からの開拓の歴史をもつ地区であり、旧島松駅逓所、クラーク記念碑、

寒地稲作発祥の地の碑など北海道の開拓史上、重要な史跡が保存されています。特に旧島松駅逓

所は、道内に残る最古の駅逓所として昭和 59 年(1984 年)に国指定史跡となっています。これら

の貴重な歴史・文化財を守り、継承するとともに、より多くの人の目にふれることができるよう

に周辺環境の整備が必要となっています。 

 

 

■道路や公園などの都市基盤施設の整備促進 

明治 6年(1873 年)に開通した札幌本道(現在の国道 36 号)の沿道に集落が形成されました。ま

た、民間の宅地開発などにより住宅地の整備が進み、人口が急増しました。人口の増加に対応し、

道路、公園、下水道などの都市基盤施設の整備を進めてきました。 

今後は、他の地区との連携を図るため、幹線道路の機能強化とともに、羊ヶ丘通の恵庭市への

延伸に向けた検討も必要となっています。 

 

 

■産業の活性化を図る新たな土地利用の検討 

地区を南北に道央自動車道、国道 36号が通っており、羊ヶ丘通においては、国道 36号まで整

備されています。広域幹線道路の国道 36 号や羊ヶ丘通沿道は、交通の利便性を生かした土地利

用の検討が必要となっています。 

また、輪厚パーキングエリア周辺は、スマートＩＣ機能を生かした土地利用の検討を進める必

要があります。 

 

 

■小中学校周辺におけるコミュニティ地区の形成 

西部小学校の移転、西部プールの建設による公共施設の整備により、拠点としての重要度が高

まったことから、今後は、地区のコミュニティ中心地としての機能の充実を図る必要があります。 

 

 

■豊かな自然環境による、スポーツ・レクリエーション施設の充実 

西部地区は、島松に入植した中山久蔵が初めて寒冷地でも育つ稲作に成功し、種もみを全道に

広めた寒地稲作発祥の地です。近年では、畑作と酪農地帯としての役割を担っているほか、豊か

な自然にいだかれた地区として、スキー場、ゴルフ場、キャンプ場などのスポーツ・レジャー施

設があり、多くの人が訪れています。今後は、豊かな自然とこれらの施設を地域の資源として活

用した交流空間の創出が必要となっています。 
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(2) 西部地区                                        

 

 

地区の基本的方向                             

 

① 国指定史跡旧島松駅逓所とその周辺地域の一体的な有効活用により、貴重な文化財を守ると

ともに、歴史を後世に継承し、人が学び憩える魅力ある交流空間が形成された地区をつくりま

す。 

 

 

② 国道 36 号や道央自動車道などが通っている交通の要衝としての機能を生かした産業機能の

集積を図るとともに、良好な景観が保たれた活力みなぎる地区をつくります。 

 

 

③ 通勤、通学、買い物など日常的な移動が円滑にできる公共交通や道路などのネットワークの

形成を推進し、地区内で快適な生活を確保するとともに、他地区や近隣市との往来がしやすい

交通環境が充実した地区をつくります。 

 

 

④ 輪厚パーキングエリア周辺などの有効な土地利用の検討を含め、住民の生活利便性の向上等

に向けた都市機能・交流機能の充実を図り、地区がにぎわい、地域コミュニティが活発な地区

をつくります。 

 

 

⑤ 豊かで広大な自然を生かしたスポーツ・レクリエーション施設、史跡等の活用やグリーンツ

ーリズムによる交流空間を形成し、市内外から多くの人が訪れ、にぎわいと活気がある地区を

つくります。 

 

 

⑥ 森林や河川の整備などによる治山・治水対策により、災害に強い地域を形成するとともに、

安心して暮らせる地区をつくります。 
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(3) 大曲地区                             

 

地区の特性(現況と課題)                                   

 

■周囲の自然と調和した良好な住環境の形成 

明治 6 年(1873 年)に札幌本道(現在の国道 36 号)が開通し、国道 36 号と道道栗山北広島線の

交差点付近に集落が形成されました。昭和 40 年(1965 年)代から民間の宅地開発などによる住宅

地の整備とともに、人口が急増し、古くからの住宅地と新しい住宅地が混在しています。市街地

周辺の樹林地などの良好な自然環境を保全しながら、道路や公園などの都市基盤の充実を図る必

要があります。また、大型商業施設周辺において交通渋滞が発生しており、住環境の保全や渋滞

解消に向けた道路機能の強化が必要となっています。 

 

 

■産業機能を高める工業団地の充実 

地区内を南北に道央自動車道、国道 36 号、羊ヶ丘通など広域幹線道路が通り、札幌市や新千

歳空港などを結ぶ交通の要衝となっています。昭和 39 年(1964 年)に企業立地が始まった大曲工

業団地は、恵まれた立地条件を生かし、現在、多くの企業が立地操業しています。今後も企業と

の連携を図り、産業機能を高めていくことが求められています。 

 

 

■大曲会館とふれあい学習センターなどを結ぶ交流空間の形成 

国道 36 号の付近に大曲会館や市役所大曲出張所があり、地区の中心として機能していますが、

今後は、これらとふれあい学習センターを結ぶ、道道栗山北広島線沿道の商店街も含め、地区の

人と情報が集まる交流空間の形成が必要となっています。 

 

 

■災害に強いまちづくり 

平成 30 年(2018 年)9 月 6 日に発生した北海道胆振東部地震により、昭和 40 年(1965 年)代に

民間事業者の宅地開発によって住宅地が形成された大曲並木地区の盛土によるのり面や擁壁が

崩壊・崩落し、家屋が全壊・大規模半壊などの被害を受けました。地域の方々が安全・安心に暮

らせるよう、早期復旧に取り組むとともに、地区コミュニティの再構築を図り、災害に強いまち

づくりを推進する必要があります。 
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(3) 大曲地区                                        

 

 

地区の基本的方向                              

 

① 市街地周辺の自然を保全しながら住環境と都市基盤の充実を図るとともに、地区内を結ぶ交

流空間が形成された地区をつくります。 

 

 

② 地区内外の移動に係る利便性向上や交流の活性化を図り、地区内での快適な生活を確保する

とともに、他地区や近隣市との往来がしやすく、交通環境が充実した地区をつくります。 

 

 

③ 大型商業施設周辺の交通の円滑化を促進し、国道 36 号や道央自動車道などが通っている交通

の要衝としての機能を生かした産業機能の集積を図るとともに、良好な景観が保たれた活力み

なぎる地区をつくります。 

 

 

④ 大型商業施設やグリーンツーリズムを生かした交流空間を形成し、市内外から多くの人が訪

れ、にぎわいと活気がある地区をつくります。 

 

 

⑤ 北海道胆振東部地震による被災地・被災者の早期復旧・復興に取り組むとともに、災害時や

平常時の各種活動拠点としての防災施設を整備し、災害に強く安全に安心してに暮らせる地区

をつくります。 

 

 

⑥ ボールパークにより増加する交通需要に関し、幹線道路である道道栗山北広島線や市道大曲

通線などの道路交通機能を強化し、交通の円滑化を促進するとともに、良好な住環境とにぎわ

いが調和した地区をつくります。 
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(4) 西の里地区                             

 

地区の特性(現況と課題)                                  

 

■西の里公民館周辺の地区中心地の充実 

西の里地区は、明治 28年(1895 年)頃からの入植により、集落が形成されていましたが、昭和

45 年(1970 年)からの西の里団地の造成を契機に計画的な住宅地が形成されてきました。その後、

土地区画整理事業による新しい住宅地の形成及び西の里南地区の市街化区域編入などが行われ、

都市基盤施設の整備を計画的に進めてきました。今後は、西の里出張所や西の里公民館・福祉施

設などの公共公益施設、国道 274 号沿いの商業・業務施設を核としながら、生活の利便性を高め

る各種施設の充実、集積を図るなど、暮らしやすさを高める地区の中心地を形成し、充実を図る

必要があります。 

 

 

■貴重な野幌原始林などの自然環境と調和した住環境の形成 

地区の東側から南側へは、江別市から連なる特別天然記念物である野幌原始林の一部である国

有林が広がるなど、豊かな自然に囲まれた地区となっています。また、市街地内においては、西

の里公園や虹ヶ丘公園など緑豊かな公園が整備されています。住宅地においても、木々を育て、

花を増やすなど、自然環境と調和できる住環境の形成を進める必要があります。 

 

 

■地区内を安全に移動できる歩行者・自転車の快適性や公共交通の利便性の向上 

西の里小学校や西の里中学校は、住宅地から離れており、また、ＪＲ上野幌駅は隣接する札幌

市内にあることから、通勤・通学時には比較的長い距離の移動が必要となっています。自家用車

以外でも安全で快適に移動ができる地区を形成するため、歩行者や自転車の安全性と快適性を高

め、公共交通の利便性を高める必要があります。 

 

 

■ＪＲ上野幌駅周辺の土地利用 

ＪＲ上野幌駅周辺については、住宅地が造成され利用者も 1日 5,000 人を超えており、駅舎

のバリアフリー化が重要な課題となっていることから、今後も関係機関と協議を進め、駅周辺の

土地利用を含めた利便性の向上を図る必要があります。 
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(4) 西の里地区                                      

 

 

地区の基本的方向                             

 

① 医療施設や福祉施設が集積しているノーマライゼーションの地区として、ともに支えあい、

人にやさしい地区をつくります。 

 

 

② 地区住民のコミュニティの中心となる生活拠点の形成と、国道 274 号や厚別東通沿道の地域

への商業・業務施設の集積を図るとともに、良好な景観が保たれた地区をつくります。 

 

 

③ 豊かな緑と調和した住環境の形成を図るとともに、子どもが遊び、高齢者や障がい者が憩い

交流できる地区をつくります。 

 

 

④ 通勤、通学、買い物など日常的な移動が円滑にできる公共交通や道路などのネットワークの

形成を推進し、地区内で快適な生活を確保するとともに、他地区や近隣市との往来がしやすい

交通環境が充実した地区をつくります。 

 

 

⑤ ＪＲ上野幌駅が立地する利便性を生かした駅周辺の土地利用の検討を含め、住民が安全に安

心してＪＲ上野幌駅を利用できる生活利便性の高い地区をつくります。 

 

 

⑥ ボールパークにより増加する交通需要に関し、国道 274 号の道路交通機能を強化し、交通の

円滑化を促進するとともに、良好な住環境とにぎわいが調和した地区をつくります。 
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(5) 北広島団地地区(愛称：さんぽまち)                            

 

地区の特性(現況と課題)                                  

 

■ＪＲ北広島駅周辺の整備 

北広島団地地区は、道営の住宅団地として昭和 45 年(1970 年)から着工されており、隣接する

東部地区と合わせて本市の商業、交通、文化などの中心地として発展してきました。ＪＲ北広島

駅東西を連絡するエルフィンパークの整備など“北広島の顔づくり”が進められてきました。今

後は、ボールパークの建設により、ＪＲ北広島駅周辺における都市機能の充実が一層必要となっ

ています。 

 

 

■子どもから高齢者まで年齢構成のバランスがとれた地区の形成 

北広島団地地区は、昭和 45 年(1970 年)から昭和 52 年(1977 年)に造成された戸建住宅を中心

とした住宅団地です。造成開始から 50 年が経過し、緑が豊かで落ちつきのある住宅地へと成熟

してきた一方で、居住者の年齢構成が著しく偏っていることから少子高齢化が進行しています。

地区住民が誇りに感じている緑豊かな住環境と、暮らしやすさのひとつである住民主体のコミュ

ニティを維持するため、子育て世代の定住を促進し、年齢構成のバランスがとれた地区の形成を

図る必要があります。 

 

 

■買い物環境を含めた地域コミュニティの充実 

北広島団地地区ではこれまで、ＪＲ北広島駅周辺の中心商業地と地区内の地域商業地により地

区住民の商業需要に対応してきましたが、自動車利用の増大、商業の業態の多様化、消費者ニー

ズの多様化・高度化などを背景として地区内の商業施設は衰退しています。このような状況の下、

高齢化の進行とともに買い物環境の改善が求められていることから、地域コミュニティと一体と

なった環境整備が必要となっています。 

 

 

■自然環境に恵まれた、だれもが楽しめる公園施設などの再整備 

地区内にある、総合公園 1箇所、近隣公園 3箇所、歩行者・自転車道路(トリムコース等)が計

画的に維持管理されていますが、高齢化の進行や生活の多様化などを背景として公園などレクリ

エーション空間に対する住民ニーズの変化に対応するため、利用者の意向を反映させながら誰も

が利用しやすく、安全性と防犯性を向上させた公園施設の再整備が必要です。 
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(5) 北広島団地地区(愛称：さんぽまち)                               

 

 

地区の基本的方向                              

 

① 地区内の各種公園や自転車歩行者専用道路などの特徴的な都市機能を生かし、多世代の住民

が歩きやすく、地区の愛称「さんぽまち」にふさわしい、緑豊かで季節感を感じられる良好な

景観が保たれた地区をつくります。 

 

 

② ＪＲ北広島駅西口周辺の価値と魅力を高めるため、都市機能の再整備を進め、ボールパーク

への来場者の円滑な移動を促進するとともに、地域住民等が集える交流空間が形成された地区

をつくります。 

 

 

③ 地区内の地域コミュニティ施設などを住民の交流拠点として充実させ、子どもから高齢者ま

で、世代を超えた交流ができる地区をつくります。 

 

 

④ 通勤、通学、買い物など日常的な移動が円滑にできる公共交通や道路などのネットワークの

形成を推進し、地区内で快適な生活を確保するとともに、他地区や近隣市との往来がしやすい

交通環境が充実した地区をつくります。 

 

 

⑤ 土地利用の見直しや不動産の流動化の促進などにより、子育て世代の定住を促進し、都市機

能や地域コミュニティの維持・向上を図り、多世代が集い暮らしやすい地区をつくります。 

 

 

⑥ ボールパークにより増加する交通需要に関し、交通の円滑化を促進するとともに、良好な住

環境とにぎわいが調和した地区をつくります。 
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9 施策体系 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボールパーク構想と連携した新たな価値の創造 

～北で広がる夢がある～ 
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■ 基本計画 
 

 

1 計画のあらまし  
 

(1) 基本計画の役割 

 この「基本計画」は、「基本構想」に掲げたまちづくりの将来像や方向性などに基づき、基本構

想の実現に向けた政策・施策を体系的に示し、行政が行うべきこと、市民や地域、事業者等が主

体的に行うべきことなどそれぞれの役割を担いながら総合的なまちづくりを推進するもので、特

定の施策分野において策定する各個別計画の上位計画として位置づけられます。 

 計画期間は、前期 5か年、後期 5か年とし、前期期間における取組について点検・評価を行うと

ともに、社会経済情勢の変化や市民ニーズに適切に対応するため、後期計画において見直しを行い

ます。 

 「基本計画」に掲げた施策を効果的に実施するための具体的な事業や活動を明らかにする「推進

計画」を策定します。「推進計画」は、3か年の期間について示しますが、毎年度の進行状況等を把

握し、見直しを行いながら実施していくものとします。 

 

 

(2) 基本計画の進行管理 

 計画の推進にあたっては、市民生活等に対して「どのような成果をあげることができたのか」を

重視し、その成果に基づいて、限られた経営資源である予算や人材の適切な配分、効果的・効率的

な活用を図っていく必要があります。 

 成果を重視した進行管理を図るため、施策や事業の成果などを点検・評価しながら、見直し・改

善を行っていきます。 

 また、行政活動の成果や課題を市民と共有し、課題解決に向けた取組を実行することにより、透

明性が高く、市民満足度の高い行政運営が図られることから、市民参加による計画の進行管理や評

価を進めるとともに、予算編成に反映するなど、「計画・実行・評価・改善」の仕組みをより充実さ

せて、行政運営の質的向上・効率化をめざします。 
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2 重点プロジェクト  
「まちづくりのテーマ」と「めざす都市像」を実現するため、市は、基本計画の分野別計画(第 1章

～第 6 章)に掲げる施策を推進していきますが、その中でも特に重点的に取り組むべき施策につい

て「重点プロジェクト」を設定します。 

 重点プロジェクトは、分野の異なる施策や事業を一体的に展開することで、分野を横断した総合

的な成果を上げることをめざしており、分野別計画に掲げる全施策の先導的な役割を果たすもので

す。次の重点プロジェクト「人口増加プロジェクト」の推進により、定住人口の増加を図り、そこ

から波及する様々な効果を発揮させることにより、持続可能な都市経営を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「①子育て支援の充実」や「③学校教育の充実」にも重点を置くことにより、子育て世代

の定住促進を図ります。 
これらの定住人口増加に直結する施策のほか、「⑨観光の振興」等の施策を推進することにより、

交流人口、関係人口※2の創出・拡大を図ります。なお、国における交流人口と関係人口の定義は、

下図のとおりですが、本市の場合は、ゴルフ場や大型商業施設等への来訪者も交流人口と捉えると

ともに、他市町村から本市に通勤・通学する人口も関係人口と捉え、本市の地域特性に合った人口

の捉え方をします。そして、より多くの交流人口と関係人口に、本市の自然豊かな居住環境の良さ

などを知ってもらうとともに、本市に対する愛着醸成を図ることにより、将来的に北広島市民とし

て定住に結びつくよう各種施策を推進していきます。 

 

【参考】交流人口、関係人口※2、定住人口について   出典：総務省ホームページ「関係人口ポータルサイト」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民意識調査の結果として、北広島

市外の出身者が本市に住むようになっ

たきっかけとして多いものは、「適当

な物件(土地・建物等)があったか

ら」、「就職・転勤・進学などの関係か

ら」、「通勤・通学などに便利だから」

などが挙げられます。これらに直結す

る施策として、「⑥良好な居住環境の

確保」による居住物件の確保等、「⑧

就業場所の確保等」や「⑦公共交通の

充実」による通勤・通学などの利便性

向上を重点プロジェクトの一つとして

おり、ボールパーク構想※1とも連携し

ながらこれらの施策を充実させること

により、市内への転入者の増加に直結

するものと捉えることができます。 

北広島市外の出身者が本市に住むようになったきっかけ 

(平成 30 年(2018 年)実施の市民意識調査結果) 
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成果指標 現状値 目標値 

人口(住民基本台帳) 58,265 人 

(Ｒ元年 12 月末) 

60,000 人 

(Ｒ13 年 3 月末) 

「北広島市での住み良さ」の「住み良い」

と「どちらかと言えば住み良い」の割合 
75.4％ 

(Ｈ30 年度) 

80.0％ 

(Ｒ7 年度) 

 

 

 

 

 

 

⑥良好な居住環境の確保 
・空き地・空き家等の 
流動化促進 
・住み替え等の支援 
・既存市街地内での 
土地利用の見直し 

①子育て支援の充実 
・保育の定員拡大と 
受入体制の整備 
・産科等の誘致 
・包括的な子育て支援 

②健康増進・活力向上 
・健康づくりの支援 
・スポーツを通した交流 
の推進 

 

③学校教育の充実 
・小中一貫教育の推進 
・コミュニティ・スクール※3 
の推進 

 ・外国語教育の推進 
・良好な教育環境や適正な 
集団規模の中での学校教 
育の推進 

⑤都市機能の整備 
・地区の特性に応じた 
市街地形成と都市機能 
の整備 
・ＪＲ北広島駅周辺と 
ボールパークＪＲ新駅 
周辺との連担性を持った 
まちづくりの推進 

 ・魅力ある公園づくり 

⑨観光の振興 
・地域資源を活用した 
観光振興の展開 
・近隣市町村等と連携 
した効果的なプロモー 
ションの展開 

⑩地域コミュニティの推進 
・自治会・町内会等の支援 
・学びを通したコミュニティ※5 
づくりの推進 

④文化財の保存・活用と 
芸術文化の振興 

・国指定史跡旧島松駅逓所の 
大規模改修とその周辺地域 
の一体的な整備 

 ・芸術文化を通した交流の 
推進 

⑦公共交通の充実 
・利便性の高い持続可能な 
公共交通網の構築 

⑧就業場所の確保等 
・就業場所の確保 

 ・就業機会の拡大 
・新たな産業集積の推進 

 

定住人口の増加 

人口増加プロジェクト 

交流人口、関係人口の増加 

※2 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人
口」でもない、地域や地域の人々と継続的に多様な形で関わる人々のこ
と。 

※1 ボールパーク構想：官民連携プロジェクトとして、新球場を核とし
たボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果
を生み出し、持続可能な都市経営と社会課題の解決を図る構想。 

※3 コミュニティ・スクール：学校と保護者、
地域住民で構成する「学校運営協議会」を設置
した学校で、地域住民や保護者などが学校運営
に携わることで、地域とともにある学校づくり
を進める仕組み。 

※5 コミュニティ：地域社会や共同体。
人々が共通の意識をもって生活を営む地域
または集団など。 

※4 東京北広島会：首都圏に居住する本市にゆかりの
ある方々が中心に集い、平成 29 年(2017 年)12 月に発
足。会員相互の親睦を図るとともに、まちづくりの
様々な分野における首都圏との幅広い人脈やネットワ
ークを活用し、本市の発展に寄与することを目的とす
る。 

34



施策体系図(詳細)3　分野別計画

1　子育て支援の充実 1　学校教育活動の充実 1　防災対策・災害復興の推進

3　交通安全・防犯対策・消費者
　　保護の推進

3　救急救命体制の充実

2　医療体制の確保

3　国民健康保険事業の適正な運営

2　競技スポーツへの支援

3　医療援護の推進

3　学びと活動・活躍の循環

1　地域生活支援体制の充実

4　子どもの貧困対策の推進

1　幼児教育・家庭の教育力向上
　　への支援の充実

2　消防・救急体制の充実
4　健やかな体を育てる教育の充実

第1章　ともに歩み笑顔が輝くまち 第２章　学び合い心を育むまち 第３章　だれもが安全に暮らせるまち

1　子育て支援・子育て環境の充実 1　義務教育9年間の学びを支える
　　教育活動の展開

1　復興まちづくりの推進

2　幼児教育・保育、学童クラブの
　　「量」の確保と「質」の向上

2　防災対策の推進

4　平和・人権尊重社会・男女
　　共同参画の推進

2　社会参加の促進

1　恒久平和の希求と継承

4　社会教育の充実

3　安心して学べる体制の充実

5　ひとり親家庭への支援
1　消防体制の充実

3　障がい福祉の充実 3　消費者保護の推進

3　学校ＩＣＴ環境の整備 1　交通安全の推進

3　子どもの権利擁護の推進 3　確かな学力を育てる教育の充実 4　治山・治水の推進

2　豊かな心を育む教育の充実 3　自主防災組織の充実

2　教育環境の整備
3　介護サービスの充実

2　火災予防の推進

2　高齢者福祉・介護の充実

6　発達が気になる段階からの支援 6　社会の変化や課題に対応した
　　教育の推進

4　地域生活支援の充実
2　防犯対策の推進

1　地域とともにある学校づくりの推進
2　介護予防と自立の支援

1　社会参加の促進

5　特別支援教育の充実

2　創造と交流を生む芸術文化活動の展開

1　地域福祉推進体制の充実 2　人権意識の啓発

2　学校教育環境の整備

2　教育相談体制の充実

3　地域が支える健全育成活動の充実4　地域福祉の充実

2　生活困窮者への支援体制の充実 3　男女共同参画の推進

2　学び合う生涯学習機会の充実

7　歴史の継承と創造

5　健康づくり・地域医療の充実

5　スポーツの振興
1　健康づくりの支援

3　スポーツライフの充実と環境整備

6　芸術文化の振興

1　だれもが参加できる地域文化の振興

1　人を育む社会教育の充実

1　健康で生きがいのあるスポーツ
　　活動の推進

1　図書館サービスの充実

2　地域まるごと読書活動支援の充実

1　エコミュージアム構想の推進

2　文化財の保存と活用

3　新たな歴史の保存と活用

8　読書活動の充実
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1　都市機能の整備

6　交流・多文化共生の推進

2　公営住宅等の整備促進

4　道路環境の充実

1　工業団体や各地域工業の支援・連携

7　ごみ対策の推進

2　地元企業の産業振興

1　ごみの減量化・リサイクルの推進

1　温暖化対策の推進

3　買い物環境の維持確保

4　生産・流通の振興

3　公共交通の充実

1　市民参加・協働の推進

第４章　住みよい環境にかこまれたまち 第５章　活力みなぎる産業と交流のまち 第６章　つながり成長するまち

1　都市機能の整備の推進

1　農業の振興

2　農地の利用・保全

1　市民参加の推進1　担い手の育成

3　都市住民との交流

2　協働の推進

2　安定した下水処理

3　商業の振興

1　市民サービスの充実

3　地域コミュニティの推進
1　住み替え支援・空き家対策

1　広域連携・官民連携の推進

5　水の供給・下水処理の充実

2　工業の振興・企業誘致

1　安全・安心な水の供給

3　自転車道の整備

2　居住環境の充実

3　健全な財政運営

3　行財政運営の推進

2　産学官連携の推進

2　大学等との連携
1　持続可能な公共交通網の形成

4　公共施設の最適化
4　雪対策の推進

5　組織・職員の活性化

1　市内幹線道路・生活道路等の整備
2　効果的・効率的な行財政運営

2　ボールパークに関する道路網の整備

2　親水空間の保全

2　多様な働き手への就業支援
4　経営基盤の強化

3　企業誘致の推進

4　新たな産業集積の推進

4　雇用と就業環境の充実

1　雇用機会の拡大

2　起業支援と経営安定

1　商業団体や各地域商業支援・連携

4　地域への商業情報発信とつながり形成

1　観光資源や地域人材の発掘・活用

3　施設の強靭化・計画的更新

6　環境保全の推進

5　観光の振興・シティセールスの推進

3　公園の整備

3　就業環境の充実

4　多文化共生の推進

2　公害対策の推進

3　自然環境の保全・環境保全意識の向上

3　国際交流の推進

2　姉妹都市交流事業の推進

2　ごみ処理体制の充実

8　緑の充実

1　緑化の推進

4　シティセールスの推進

2　観光客の受入環境の整備

3　観光コンテンツの創造と
　　プロモーションの推進

4　公衆衛生の向上

1　関係人口の創出・拡大

36



第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 
 

第１節 子育て支援の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

少子化などの社会構造の変化等により、孤

立感を抱く子育て世代への包括的な支援が求

められています。次世代を担う子どもたちが

心豊かで健康に育つよう、安心して出産・子

育てができる環境づくりを妊娠期から継続し

て推進する必要があります。 

共働き世帯の増加等に伴い、子どもを低年

齢(0～2歳)の頃から保育施設等へ預ける世

帯が増加しています。保育需要を適切に把握

し、利用定員の適正化に努めるとともに、保

育士の確保に向けた取組を進め、確実な受入

体制を整備する必要があります。 

また、学童クラブ※1への入所需要も高まっ

ています。施設の確保・運営に当たっては、

学校施設や児童館※2の活用等について、検討

する必要があります。 

子育て世代への支援の窓口や子どもたちの

安全な遊び場として、また、中学生や高校生

を含めた身近な居場所としての機能を併せ持

つ児童館※2について、各地域への整備が求め

られています。 

児童虐待相談対応件数は、全国的に増加が

続いており、子どもに対する虐待への迅速な

対応や未然の防止に向けた関係機関との連

携、相談体制の強化を進める必要がありま

す。 

子どもの権利条例※3があるまちとして、子

どもが夢と希望を持ち、幸せに暮らせるまち

をめざし、子どもの権利の普及に努めるとと

もに、各施策を進める必要があります。 

子どもの貧困※4問題が深刻化しており、生

まれ育った環境により子どもの将来が左右さ

れることがないよう、貧困対策への取組が求

められています。 

発達の遅れや偏り、障がいのある子どもへ

の支援については、ニーズに応じた相談や支

援の充実とともに、発達の遅れや障がいのあ

る子どもだけでなく、発達が気になる段階か

ら、子どもと家族が適切な相談や支援を受け

ることができるよう、関係機関との連携によ

り早期からの専門的な発達支援を推進する体

制を整備する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 学童クラブ：放課後児童健全育成事
業。保護者が労働等により昼間家庭にい
ない小学生に、適切な遊びや生活の場を
提供し、健全な育成を図る事業。 

※2 児童館：児童の遊びを通じて健康の
増進や親子活動などにより情操を豊かに
することを目的とした児童厚生施設。 

※3 子どもの権利条例：子どもの権
利に関する基本的な考え方や権利保
障の仕組みを定めた本市の条例。 

※4 子どもの貧困：他と比較して貧
困にある 18 歳未満の子どもの存在
や生活状況のこと。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第１節 子育て支援の充実 

 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■安心して妊娠、出産、子育てができる環境の充実を図ります。 

■子育て世代が住み続けたいまちの実現をめざし、子育て支援の充実を図ります。 

■保育の受け皿拡大や保育士確保に向けた取組を推進するとともに、病児保育※5の導入につ

いて検討します。また、学童クラブ※1の規模の適正化を推進します。 

■幼児教育・保育施設及び学童クラブ※1の老朽化対策や安全対策を推進し、市民ニーズに合

った機能の充実を図ります。 

■児童館※2の整備について検討を進めるとともに、地域における子どもの活動拠点の充実を

図ります。 

■児童虐待の未然防止や迅速な対応を図るため、相談体制の強化や関係機関との連携強化を

推進します。 

■子どもの権利について、生まれながらにある 4つの権利「安心して生きる権利」「守り守ら

れる権利」「健やかに育つ権利」「参加する権利」の普及と取組を推進します。 

■子どもの貧困※4対策に取り組むとともに、ひとり親家庭の自立促進に向けた支援を推進し

ます。 

■発達が気になる子どもや、障がいのある子どもに対する発達支援や家族への支援の充実を

図るとともに、地域の支援力の向上を含めた支援体制を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※5 病児保育：医療機関や保育所等に付設された
専用スペースなどで、病気にかかっている子ども
や病気から回復しつつある子どもを一時的に保育
すること。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第１節 子育て支援の充実 

 

 

 

1 子育て支援・子育て環境の充実                          
●妊娠、出産、子育てに関する情報提供や保健相談のほか、乳幼児の健康診査等を実施し、子ど

もの健やかな成長と母子保健を推進します。 

●妊娠期から子育て期まで切れ目ない子育て支援を行うため、子育て世代包括支援センター※6

による活動を推進します。 

●利用者ニーズに対応した地域子育て支援センター※7の活動を進めます。 

●児童館※2の未整備地区における児童館※2の整備について検討を進めます。 

●子どもの居場所の確保を図るため、幅広い年齢の子どもが児童館※2を利用しやすい機能の拡

充を検討するとともに、施設の安全確保を推進します。 

 

2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上                            
●待機児童ゼロをめざし、民間保育施設等とも連携して保育の定員拡大を図るとともに、保育

士確保に向けた取組を進めます。 

●保育士等の実践力・組織力を高めるため、保育士等の施設内外の研修会への参加を促進し、

子どもの基礎力を培う幼児教育・保育の「質」の向上を図ります。 

●公立保育園の役割や適正配置について、施設の老朽化対策等と併せた検討を進めます。 

●医療機関や保育所などにおける病児保育※5の導入について検討を進めます。 

●学童クラブ※1による育成支援を適切に行うため、施設の拡充や集団規模の適正化を図るほ

か、放課後児童支援員※8の研修機会の充実等により「質」の向上に向けた取組を推進しま

す。また、学童クラブ※1の運営内容など今後の在り方について検討します。 

●幼児教育・保育施設及び学童クラブ※1における熱中症対策や衛生管理、不審者対策等の安全

確保に向けた取組を推進します。 

 

3 子どもの権利擁護の推進                            
●子ども家庭総合支援拠点※9を設置し、子どもの権利擁護に関する相談体制及び対応機能の強

化を図ります。 

●要保護児童対策地域協議会※10を通じ関係機関と密接に連携し、児童虐待の未然防止や迅速な

対応の強化を行います。 

●子どもの権利条例※3について、普及を図るとともに、子どもの社会への参加や権利侵害への

対応等子どもの権利に関する各種取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※6 子育て世代包括支援センター：本市では、
子育て世代包括ケアシステム『きたひろすくすく
ネット』の名称で実施し、妊娠期から子育て期に
わたる支援を、包括的に切れ目なく行う体制。 

※7 地域子育て支援センター：就学前の子ども
やその親の交流の場であり、子どもたちが自由に
遊び関わり合う場。本市に 3箇所ある。 

※8 放課後児童支援員：学童クラブにおいて、
児童の育成支援を行う専門資格を有し、従事する
人。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第１節 子育て支援の充実 

 

 

 

4 子どもの貧困対策の推進                             
●生まれ育った家庭の経済状況等にかかわらず、子どもたちが未来への希望を持ち、自立する

力を伸ばすための取組を推進します。 

 

5 ひとり親家庭への支援                            
●ひとり親家庭の自立促進と子どもの健全な成長を推進するため、就業・就職支援や生活支援

等、総合的な支援を行います。 

 

6 発達が気になる段階からの支援                               

●子どもの発達が気になる段階から、その子どもと家族が、安心して適切な相談や支援を受ける

ことができるよう、体制づくりを推進します。 

●発達の遅れや偏り、障がいのある子どもの健やかな成長と家族のニーズに応じた専門的な相談

や支援、早期からの発達支援を行います。 

●幼児教育・保育施設等への訪問相談の実施や研修会等の開催により、特別な支援を必要とする

子どもが健やかに育つことができるよう、地域全体としての子どもの支援力の向上に向けた取

組を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「乳幼児を安心して育てられる環境の充実」の満足度 63.8％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「子どもを健全に育成するための環境の充実」の満足度 68.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

保育施設待機児童数(国基準) 66 人(Ｈ31.3.1) 0 人 

 

 

 

 

 

 

※9 子ども家庭総合支援拠点：子どもと家庭、
妊産婦等を対象に、相談対応から関係機関との連
絡調整、継続的支援までを総合的に行う機関。 

※10 要保護児童対策地域協議会：虐待を受けた
子どもをはじめとする要保護児童等の早期発見と
適切な保護を図るため、児童福祉法に基づき必要
な情報交換や支援を行う機関。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 
 

 

 

現 況 と 課 題 
 

高齢化が急速に進展する中、高齢者自身が地

域において、自らの豊富な知識や経験を生かし

て積極的な役割を果たしながら、生きがいを見

出し安心して暮らしていける社会を確立してい

くことが求められています。 

住み慣れた地域で安心した生活を継続できる

よう、個別の高齢者のニーズに応じて、医療、

介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ

目なく提供する「地域包括ケアシステム※1」を

深化させるとともに、介護サービスを充実し、

利用者のニーズに応えていく必要があります。 

 

生活習慣病※2の発症や重症化の予防を徹底す

るなど、介護予防、認知症予防との一体的な取

組が重要となっています。 

認知症対策については、発症予防やかかりつ

け医との連携などにより、早期の発見と対応に

努めるとともに、認知症の方の社会参加と市民

の理解を一層深め、地域の支え合い体制づくり

を推進していく必要があります。 

成年後見制度※3については、利用者数が増加

傾向にあり、判断能力が低下した高齢者の権利

や財産を守るための支援が必要となっていま

す。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■高齢者が住み慣れた地域でこれまで培った知識と経験を生かし、地域において社会参加がしやす

く、地域を支える担い手として活躍できる環境の充実を図ります。 

■高齢者が自立した生活を続けるため、介護予防事業を積極的に推進します。 

■高齢者の自立支援、重度化防止に向けた支援の強化や医療と介護の連携へ向けた取組を推進しま

す。 

■介護が必要となっても、住み慣れた自宅で日常生活を送ることができるよう、介護サービスの充

実を図るとともに、介護人材の確保と資質向上に向けた取組を推進します。 

■地域共生社会※4を実現するため、だれもが地域全体で支え合う体制づくりを進めます。 

■一人暮らしの高齢者が安心して暮らすことができるよう、関係機関などとの連携による見守り活

動を推進します。 

■高齢者への虐待の防止を図るため、介護や認知症に対する正しい知識の普及や虐待の早期発見な

ど権利擁護を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 高齢者福祉・介護の充実 

※1 地域包括ケアシステム：介護が必要になっ
た高齢者も、住み慣れた自宅や地域で暮らし続け
られるように、「医療・介護・介護予防・生活支
援・住まい」の 5つのサービスを、一体的に受
けられる支援体制のこと。 

※2 生活習慣病：成人期後期から老年期にかけ
てり患率、死亡率が高くなる慢性疾患(糖尿病、
高血圧など)の総称。 

※3 成年後見制度：知的障がい者・精神障がい
者・認知症の高齢者など、判断能力が十分でな
く、自分自身の権利を守ることができない成人の
財産管理などを支援する制度。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第２節 高齢者福祉・介護の充実 

 

 

 

1 社会参加の促進                              

●高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って豊かな生活を送ることができるよう、ボランティア活

動など社会参加の促進を図ります。 
 
2 介護予防と自立の支援                           

●高齢になっても健康で安心して在宅生活を送ることができるよう、在宅での支援サービスの充実

を図り、自立した生活への支援を推進します。 

●介護予防の必要性を周知し理解を深めるとともに、疾病等の発症予防に向けた保健指導等の強化

を図ります。 

 
3 介護サービスの充実                            

●介護事業者との連携により、より質の高い介護サービスを提供する体制を推進します。 

●住み慣れた地域で適切な介護サービスが受けられるよう、介護人材の確保に向けた取組を推進し

ます。 

 

4 地域生活支援の充実                            

●高齢者の生きがいづくりや介護予防、閉じこもり予防など、ボランティア団体等が自主的に行う多

様な活動を支援します。 

●生活支援コーディネーター※5を中心として、地域における資源や課題を把握し、課題解決に向けた

支援を行います。 

●認知症の方とその家族を支援するための取組を推進します。 

●認知症高齢者等を虐待や消費者被害などから守るため、成年後見センター※6 の活動を推進します。 

●高齢者の虐待防止に向け、市民や関係機関に対して、虐待の早期発見や見守りの方法など知識の普

及啓発等を図るとともに、関係機関との支援ネットワークの運営を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「高齢者が安心して暮らせる社会の形成」の満足度 61.5％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

施 策 

※5 生活支援コーディネーター：高齢者の生活
支援・介護予防の基盤整備を推進し、地域におい
て、生活支援等サービスの提供体制の構築に向け
たコーディネート機能を果たす者。 

※6 成年後見センター：成年後見制度に関する
相談や適切な利用の促進、市民後見人の育成等を
行うために、平成 28 年(2017 年)に市が開設し
た機関。 

※4 地域共生社会：制度・分野ごとの「縦割
り」や「支え手」「担い手」という関係を超え
て、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」と
して参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超
えて「丸ごと」つながることで、住民一人一人の
暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社
会。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 
 

第３節 障がい福祉の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

障がい者が地域で安心して暮らせる社会を構

築するため、障がいのある人もない人も互いに

尊重し合う共生社会の実現が求められていま

す。希望する地域での暮らしの実現、活動が保

障され、障がい者の自立と社会参加を促進する

ため、地域生活支援や就労支援など、必要な障

がい福祉サービス等の充実が求められていると

ともに、それらのサービスを適切に提供するた

め、総合的かつ横断的な相談支援体制の更なる

充実が求められています。 

 

障がいの種類等は多岐にわたり、地域生活に

必要なサービスも多様化していることから、あ

らゆる障がい特性に対応できる社会資源※1を確

保することが求められています。 

また、障がい者の高齢化に伴い、成年後見制

度※2をはじめとする障がい者の権利や財産を守

るための支援の充実が必要となっています。 

 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■障がいへの理解を深めるための啓発や交流機会の充実を図ります。 

■障がい者が地域で自立した生活を実現し、社会参加を促進するため、地域生活における必要な各

種サービスを提供するとともに、就労を支援します。 

■ノーマライゼーション※3の社会づくりを推進するため、あらゆる悩みや相談に対応する相談体制

の充実を図ります。 

■あらゆる障がい特性に対応した社会資源※1の整備を図ります。 

■成年後見制度※2の活用や障がい者への虐待の防止など、障がい者の権利擁護を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 社会資源：生活の諸要求の充足や、問題解
決の目的に使われる各種の施設、制度、機関、知
識や技術などの物的、人的資源の総称。 

※2 成年後見制度：知的障がい者・精神障がい
者・認知症の高齢者など、判断能力が十分でな
く、自分自身の権利を守ることができない成人の
財産管理などを支援する制度。 

※3 ノーマライゼーション：障がいのある人を
特別視するのではなく、障がいのある人もない人
も誰もが個人の尊厳を重んじられ、地域の中で同
じように生活を営める社会が通常(ノーマル)の社
会であるとする考え方。 

43



第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第３節 障がい福祉の充実 

 

 

 

1 地域生活支援体制の充実                             

●障がいの状況に応じたサービスを選択、利用できるよう、関係機関との連携や社会資源※1の確保

を図り、きめ細やかなサービスを提供します。 

●障がいのある人が地域で安心して暮らすために、相談に対して的確に対応できる総合的な相談支

援体制の充実を図ります。 

●災害発生時において、障がい特性に配慮した支援体制づくりを推進します。 

●質の高い充実したサービス提供のため、福祉人材の確保に向けた取組を推進します。 

●障がい者自立支援協議会※4を活用し、障がい者の地域生活における課題の整理と解決に向けた取

組を推進します。 

●障がい者の権利擁護を推進するため、関係機関との連携を図ります。 

●障がい者の虐待防止に向け、関係機関と連携し、継続的な研修を重ねるとともに、市民に対して

虐待防止に関する知識の普及を図ります。 

●障がいを理由とする差別の解消に向け、周知・啓発活動を継続して行います。 

 

2 社会参加の促進                               

●障がいの有無にかかわらず、全ての市民が相互に理解を深めるための啓発活動や交流活動の実施を

促進し、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する地域社会づくりを推進します。 

●ライフサイクルに応じた切れ目のない一貫した支援となるよう、関係機関との連携及び情報共有を

推進します。 

●障がい者が自立した生活を過ごせるよう、就労促進のための必要な訓練や活動の場を提供し、就労

機会の拡大を図るとともに、各関係機関と連携した就労の場の確保を推進します。 

●障がい者の社会参加を促進するため、様々な機会の提供や意思疎通の支援体制の確保を推進すると

ともに、安全に外出できるよう支援の充実を図ります。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「障がい者が地域で自立した生活ができる社会の形成」の満足度 58.1％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

施 策 

※4 障がい者自立支援協議会：地域における障がいのある人
の生活を支えるため、相談支援事業をはじめとするシステム
づくり等に関して中核的な役割を果たすよう、相談支援事業
者、サービス事業者、関係機関・団体等の参加により市町村
が設置するもの。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 
 

第４節 地域福祉の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

本格的な人口減少社会を迎え、社会環境が大

きく変化する中で、だれもが住み慣れた地域で

安心して暮らし続けられるよう、地域共生社会
※1の実現が求められています。 

身近な生活課題に対応していくためには、行

政サービスだけでなく、民間事業者や市民団体、

ボランティアやＮＰＯ※2、地域住民など広範な

地域福祉活動の担い手との連携・協力が必要と

なっています。 

福祉サービスの適切な利用に向けては、福祉

に関する包括的な相談を受ける体制の充実が必

要となります。 

近年の地域活動の多様化などに伴い、地域福

祉活動を担う社会福祉協議会や民生委員児童委 

員などの役割が重要となっており、体制の強化

や連携を深めていく必要があります。 

高齢者や障がい者など災害時に支援が必要な

方を見逃さないようにするため、避難行動要支

援者※3の把握と支援体制の充実が求められてい

ます。 

生活に困窮し支援が必要な方は、健康、就労

や家族関係など複合的な課題を抱えている場合

も多く、自立促進に向けた支援体制の充実が必

要となっています。 

重度の心身障がい者や子育て世代に対する医

療面での経済的負担を軽減する医療費助成は、

継続して実施する必要があります。 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■地域福祉を支え、様々なサービスを提供する社会資源※4ネットワークを構築し、地域福祉活動の

促進や連携を図ります。 

■多様化する市民ニーズの把握に努め、保健、福祉、医療の連携により様々な悩みや問題を受け止

める相談体制や情報提供の充実を図ります。 

■地域で活動する団体等との連携により要配慮者のうち避難行動要支援者※3の把握に努め、災害

時に支援の必要な方を支援できる体制づくりを推進します。 

■生活に困窮している方が各種の支援制度とつながり、自立し安定した生活ができるよう相談・

支援体制の充実を図ります。 

■保護が必要な方に対し、生活保護制度により生活を保障し、就労支援等の自立に向けた支援を

推進します。 

■重度心身障がい者やひとり親家庭等の医療にかかる経済的な負担の軽減を図ります。 

■子どもの疾病の早期受診、医療面からの子育て支援として、子どもの医療にかかる経済的負担

の軽減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

※2 ＮＰＯ：英語のNon-Profit Organization 
の略。営利を目的としない民間組織。 

※1 地域共生社会：制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「担い手」
という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参
画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながること
で、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第４節 地域福祉の充実 

 

 

 

1 地域福祉推進体制の充実                             

●社会福祉協議会、民生委員児童委員や地区社会福祉委員など地域福祉活動を行う方々との連携を強

化し、地域の支援ネットワークづくりを推進します。 

●地域福祉活動の担い手であるボランティア人材の発掘及び育成を進めます。 

●避難行動要支援プランに基づき、災害時の避難行動要支援者※3の支援体制づくりを推進します。 

●高齢者・障がい者などが抱える問題を受け止め、適切な解決と住みやすい地域づくりを推進する

ため、総合的な相談体制の充実や関係機関との連携を図ります。 

 

2 生活困窮者への支援体制の充実                       

●生活困窮者自立支援法に基づく各事業を行うことにより、生活に困窮している方への支援体制づく

りを推進し、各種支援制度の活用や生活相談等を通じ、自立の支援を図ります。 

●生活保護制度の適正な実施を図るとともに、就労支援等を行うことにより被保護世帯の社会的な自

立に向けて支援します。 

 

3 医療援護の推進                              

●経済的負担の軽減を図るため、子どもやひとり親家庭等、重度心身障がい者の医療費助成を行いま

す。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「高齢者が安心して暮らせる社会の形成」の満足度(再掲) 61.5％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「障がい者が地域で自立した生活ができる社会の形成」の

満足度(再掲) 
58.1％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

 

施 策 

※3 避難行動要支援者：要配慮者のうち、災害が発生し、又
は発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難であ
って、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援が
必要な人。 

※4 社会資源：生活の諸要求の充足や、問題解決の目
的に使われる各種の施設、制度、機関、知識や技術な
どの物的、人的資源の総称。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 
 

第５節 健康づくり・地域医療の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

平均寿命が延びていく一方で、がん、心臓病、

脳卒中、糖尿病などの生活習慣病※1が増加して

おり、これに伴い、医療や介護を必要とする高

齢者の増加が社会的に大きな問題となっていま

す。平成12年(2000年)にＷＨＯ(世界保健機関)

が健康寿命という考え方を提唱して以来、健康

で自立した生活を送ることができる期間をいか

に延ばすかが重要な課題となっています。生活

習慣病※1は、健康寿命を妨げる大きな要因とな

っており、その多くは、不健全な生活の積み重

ねによるものであることから、食生活、運動、

喫煙、飲酒などの生活習慣を改善することが重

要となっています。病気の早期発見や治療だけ

でなく、病気予防のため、市民が正しい知識や

生活習慣を身につけ、「自分の健康は自分で守

る」という意識の醸成を図ることが求められて

います。 

疾病の重症化は、医療費を大きく押し上げる

要因となっているばかりでなく、本人や家族の 

生きがいや活力を奪い、社会全体にとっても大

きな損失となることから、合併症の発症や症状

の進行などによる重症化を予防することが重要

となっています。 

現代は、ストレス過多の社会であり、ストレ

スの蓄積により心身に不調をきたす方が増えて

います。身体のみならず、心の病気に対する対

策も必要とされています。 

健康増進法の改正により、望まない受動喫煙

による健康被害を防止することが社会的に求め

られています。 

市民が安心して暮らせるよう、身近な所で適

切な医療サービスが受けられる地域医療体制

と、休日や夜間における救急医療体制を維持す

る必要があります。 

国民健康保険事業では、保険税収納率は上昇

しているものの、加入者一人当たりの医療費は

増加傾向にあり、保険財政の基盤安定化が構造

的な課題となっています。 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■子どもから高齢者まで、心身ともにいきいきとした健康的な生活を送ることができるよう、生涯

を通じた健康づくりを推進し、健康寿命の延伸を図ります。 

■各医療機関や医師会等と連携を図りながら、地域医療体制と 24 時間対応可能な救急医療体制の

維持に努めます。 

■国民健康保険の都道府県単位化※2により、責任主体である北海道と一体となって事務の統一化や

効率化へ向けた円滑な事業運営を推進するとともに、特定健康診査及び特定保健指導※3に取り組

み、加入者の健康増進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

※1 生活習慣病：成人期後期から老
年期にかけてり患率、死亡率が高くな
る慢性疾患(糖尿病、高血圧など)の総
称。 

※2 国民健康保険の都道府県単位化：平成 30 年度(2018
年度)から、都道府県が市町村とともに国民健康保険の運
営を担うこととなった。都道府県は、財政運営の責任主体
となり、安定的な財政運営や効率的な事業運営の確保等、
運営の中心的な役割を担い、制度の安定化を図る。 

※3 特定健康診査及び特定保健指導：医療保険
者が実施主体となり、40 歳から 74 歳の被保険
者を対象にメタボリックシンドローム(内臓脂肪
症候群)の予防と改善を目的として行う健康診査
及び保健指導のこと。 
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第１章 ともに歩み笑顔が輝くまち 

第５節 地域づくり・地域医療の充実 

 

 

 

1 健康づくりの支援                               

●健康づくり計画・食育推進計画に基づき、健康教育、運動教室、個別相談、訪問指導などを実施し、

市民の主体的な健康増進を支援します。 

●自殺対策計画を策定し、自殺の防止に向けた取組を推進します。 

●食生活、運動、喫煙、飲酒などの生活習慣の改善に向けた取組のほか、予防接種などの感染症予防

や受動喫煙の防止など生活環境の改善に向けた取組を推進します。 

●健康診査、がん検診の受診率の向上を図り、疾病の早期発見、早期の治療開始に向けた取組を推進

します。 

 

2 医療体制の確保                              

●夜間急病センターの運営と在宅当番医制度※4を継続して実施し、夜間や休日等における急病患者の

医療を確保します。 

●市内への産科等の誘致を進めるとともに、妊婦健康診査の通院費や特定不妊治療にかかる費用の助

成等を行います。 

 

3 国民健康保険事業の適正な運営                       

●国民皆保険の維持に努めるとともに、保険税の確保及び医療費の適正化による国保財政の健全化を

図ります。 

●特定健康診査及び特定保健指導※3 の推進により、被保険者の生活習慣病※1 の発症予防や重症化予

防を図ります。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「健康づくりを推進する体制の充実」の満足度 73.6％(Ｈ30 年度) 維持 

「医療環境の充実」の満足度 54.1％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「緊急時の救急医療体制の充実」の満足度 52.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

特定健診受診率、特定保健指導実施率 
受診率：37.4％(Ｈ29 年度) 

指導率：79.9％(Ｈ29 年度) 

受診率： 

60.0％以上 

指導率： 

65.0% 以 上

を維持 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※4 在宅当番医制度：市民の急病に対応するた
め、早朝や夜間、休日に医療機関が当番制で外来
診療を受け入れる制度のこと。 
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第２章 学び合い心を育むまち 
 

第１節 学校教育活動の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

社会が急激に変化する中で、子どもが豊か

な創造性を備えた持続可能な社会の創り手と

して、変化を前向きに受け止め、予測不可能

な未来社会を自立的に生きるための資質・能

力を身に付けられるよう育成することが求め

られています。 

児童生徒が社会の変化に主体的に対応でき

るようにするため、確かな学力を身に付け、

自ら学び、自ら考える力を育むことが求めら

れています。あわせて、児童生徒一人一人の

社会性や職業観・勤労観を育み、自分らしい

生き方を実現していく「キャリア教育」の充

実が求められています。 

健やかな体を育む基礎となる学校体育・学

校保健の充実とともに、体力の源である食の

正しい知識と望ましい食習慣の確立が求めら

れています。 

子どもが主体的に道徳性を養っていくため

に、これからの道徳科の授業では、子どもの

実態に合った学習指導過程や学習方法を工夫

改善しながら「考え、議論する道徳」の授業

へと質的転換を図っていくことが求められて

います。 

学習意欲の向上や責任感の醸成等を図る上

で、部活動などの生徒の自主的・自発的な活

動を推進することが必要となっています。 

国においては、外国語教育の小学校中学年

での導入や高学年での教科化等を内容とする

学習指導要領の着実な実施を促進するため、

外国語教育の強化を掲げています。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■義務教育 9年間で児童生徒の学びを支える小中一貫教育を推進します。 

■豊かな心を育むため、自分の大切さとともに、他者の大切さを認めるなど、子どもの豊かな

人間性と多様な能力を育む教育を推進します。 

■基礎的・基本的な知識や技能、課題を解決するための思考力・判断力・表現力や主体的な学

習態度を育成し、目標の実現や課題の解決を図ることができる確かな学力を育てる教育を充

実します。 

■体力、運動能力の向上を図るとともに、体力の源である食の正しい知識や望ましい食習慣の

確立など健やかな体を育てる教育を充実します。 

■一人一人の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導や支援の充実を図ります。 

■国際理解、情報、環境、福祉、人権、平和、キャリア発達などの様々な課題に対して主体的

に解決へ向けて取り組もうとする態度・能力の育成など、社会の変化や課題に対応できる力

を育む教育を充実します。 

■国際化社会に対応した外国語教育の充実を図ります。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第１節 学校教育活動の充実 

 

 

 

1 義務教育 9年間の学びを支える教育活動の展開                

●義務教育 9年間の学びを支える小中一貫教育を推進するとともに、学校の課題に対応した教育

体制の確保を図ります。 

 

2 豊かな心を育む教育の充実                         

●豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、自己肯定感、他者への思いやりの心など、豊かな

心を育む教育を推進します。 

●学校図書館を活用し、児童生徒の豊かな感性や想像力を育む読書活動を推進します。 

 
3 確かな学力を育てる教育の充実                        

●学ぶ楽しさや知る喜びを実感できるよう、体験的、探究的な学びを推進します。 

 

4 健やかな体を育てる教育の充実                       

●「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果等を活用し、子どもの体力・運動能力の向上

を図ります。 

●食育により「食べる力」を身に付けるため、家庭や学校、地域と連携し、生涯にわたり実践し

育み続けるための「食育の環
わ

」の形成を図ります。 

●安全で安心な給食を提供するため、小学校給食調理場の機能を持つ施設及び中学校給食調理場

設備の計画的な整備を図ります。 

 

5 特別支援教育の充実                             

●特別な支援を必要とする児童生徒に対応するため、一人一人の教育的ニーズに応じた指導を推

進します。 

 

6 社会の変化や課題に対応した教育の推進                    

●姉妹都市東広島市との交流を通して児童生徒のふるさと意識の醸成を図るとともに、キャリア

教育、防災教育や消費者教育等を推進します。 

●外国語指導助手(ＡＬＴ)の活用や、英語検定等を受験する児童生徒を支援すること等により、

国際化社会に対応した外国語教育を推進します。 

●プロスポーツチーム等と連携した特色ある教育を推進するとともに、ボールパーク内の施設や

機能を活用した教育の取組について検討します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「小中学校における教育内容の充実」の満足度 59.2％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

施 策 

50



第２章 学び合い心を育むまち 
 

第２節 学校教育環境の整備 

 

 

現 況 と 課 題 
 

学校が保護者や地域から信頼され、期待に

応える教育を実現するためには、子どもを中

心に据え、地域の意見や要望を生かした学校

経営を進める必要があります。また、学校か

らも適時適切な情報提供を行い、地域の方々

の教育活動への参加や学校にある資源を地域

へ提供するなど、学校、家庭、地域が協働し

て「社会総掛かり」での教育を進める、「地域

とともにある学校」づくりが求められていま

す。 

学校支援地域本部※1から地域学校協働活動
※2への移行については、各種団体との関連性

も含めた対応が必要となります。 

家庭や地域の教育的ニーズにも対応した教

育活動を推進するとともに、学校関係者評価

による学校評価の結果や、教育活動の成果を

保護者や地域へ周知する広報活動等を充実す

る必要があります。 

教職員が子どもの指導に専念し、子どもた

ちが心身ともに健やかに成長できるよう、学

校の組織運営体制の充実や教職員が担うべき

業務の見直しなど、学校における働き方改革

の推進が求められています。 

家庭の経済状況に関わらず、学びに対して

意欲的な児童生徒が質の高い教育を受けられ

るよう、経済的な負担の軽減を図る必要があ

ります。 

教育施設の老朽化が進む一方で、ＩＣＴ※3

等の急速な技術革新が進んでいます。児童生

徒の実態に対応し、安全・安心で魅力ある施

設の整備とＩＣＴ※3機器等の設備を整備し、

学びの質の向上や校務の効率化を進めるとと

もに、児童生徒がより良い教育環境や適正な

集団規模の中で学ぶことができるよう検討す

る必要があります。 

 

基 本 的 方 向 
 

■学校の教育活動や運営についてのマネジメント・サイクル※4に基づいた継続的な評価や評価

結果の公表、保護者や地域住民との双方向の協力、学校関係者からの意見や評価の活用など

を通して、「地域とともにある学校」づくりを推進します。 

■コミュニティ・スクール※5や地域学校協働活動※2など、学校、家庭、地域が連携・協働し、

子どもの学びを支える取組の充実を図ります。 

■学校における働き方改革を推進し、教職員が本来担うべき業務に専念できる体制の確保を図

ります。 

■経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、必要な援助を行うことによっ

て、児童生徒の教育を受ける機会の確保に努めます。 

■児童生徒の確かな学びを保障するため、より良い教育環境や適正な集団規模の中で学ぶこと

ができるよう検討します。 

■質の高い学びを支える環境づくりや安心して学ぶことができる学校づくり、新しい教育手法

による魅力ある教育活動等、社会の変化や技術の発展等に応じた教育環境を整備します。 

 

 

 

 

※1 学校支援地域本部：学校を支援するために、学校
の求めに応じ地域内の様々な技能や知識を有する人材
の発掘・コーディネートを行い、学校と地域をつなぐ
学校支援活動を行う組織。学校支援活動は地域学校協
働活動の取組の一つ。 

※2 地域学校協働活動：幅広い地域住民の参画を得
て、地域全体で子どもたちの学びや成長を支えるとと
もに、「学校を核とした地域づくり」をめざして、地
域と学校が相互にパートナーとして様々な取組を組み
合わせて実施する活動。 

※3 ＩＣＴ：情報通信技術(Information 
and Communication Technology)の略。
コンピュータや情報通信ネットワークなど
の情報コミュニケーション技術のこと。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第２節 学校教育環境の整備 

 

 

 

1 地域とともにある学校づくりの推進                     

●家庭や地域の教育的ニーズを把握するとともに、学校関係者からの学校に対する評価等、教育

活動の成果について保護者等へ広く周知します。 

●学校、家庭、地域が連携・協働して児童生徒の学びを支えるコミュニティ・スクール※5や地域

学校協働活動※2などの充実を図ります。 

 

2 教育環境の整備                              

●学校における働き方改革を推進するため、専門スタッフの配置や校務支援システム※6の活用等、

教職員が本来担うべき業務に専念できる体制の確保を図ります。 

●学用品費、通学用品費、体育実技用具費等の、小中学校の就学に必要な費用の援助や、奨学金

等の支給により高等学校等への就学を支援します。 

●学校施設長寿命化計画等を踏まえ、学校施設・設備の計画的かつ効率的な整備や改修を進める

とともに、児童生徒がより良い教育環境や適正な集団規模の中で学ぶことができるよう、様々

な角度から検討を進めます。 

 

3 学校ＩＣＴ環境の整備                           

●学びの質の向上と校務の効率化を図るため、学校ＩＣＴ※3機器や環境の整備を安定的かつ計画

的に進めます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「家庭、学校、地域が連携した教育体制の充実」の満足度 
59.9％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

「豊かな学校生活を支える施設・設備の充実」の満足度 
58.4％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

市立学校のコミュニティ・スクール※5導入中学校区数 
1 中学校区 

(Ｒ元年度) 

全中学校区 

(分校を除く。) 

 

 

 

 

施 策 

※4 マネジメント・サイクル：目標を達成
するために計画をたて、実行し、評価して
改善していく一連の管理体制。 

※5 コミュニティ・スクール：学校と保護者、地域住
民で構成する「学校運営協議会」を設置した学校で、
地域住民や保護者などが学校運営に携わることで、地
域とともにある学校づくりを進める仕組み。 

※6 校務支援システム：教職員の校務負担
軽減や標準化のため導入した、共同利用型
システム。 

52



第２章 学び合い心を育むまち 
 

第３節 安心して学べる体制の充実 

 

現 況 と 課 題 
 

家庭を取り巻く環境が著しく変化している

中、幼児の心身の調和がとれた発達を促し、

人格形成の基礎を培う幼児教育と小学校教育

をスムーズにつなげていくことが求められて

います。 

青少年の健全育成を図る上で、家庭教育は、

子どもが基本的な生活習慣・生活能力、豊か

な情操、他人に対する思いやりや善悪の判断

などの基本的倫理観、自立心や自制心、社会

的なマナーなどを身に付ける上で重要な役割

を果たすものです。しかしながら、少子化や

地域コミュニティ※1の希薄化など、家庭を取

り巻く社会状況の変化の中で、家庭の教育力

の低下が指摘されています。 

市立学校には、心の教室相談員※2を配置し

て、児童生徒の悩み事などの相談に対応して

いますが、より複雑化した事案への対応が必

要となっています。 

 

不登校児童生徒への対応については、相談・

指導・訪問体制を充実していく必要があり、

関係機関との連携を強化して取り組んでいく

必要があります。 

インターネット上で、新しい形のいじめや

犯罪被害に巻き込まれるなどのトラブルが全

国的に多発しています。このことから、いじ

め防止基本方針に基づく対策を効果的に推進

していくとともに、子どもに情報モラル向上

の指導や保護者への啓発を更に進めていく必

要があります。 

登下校時に子どもが犯罪の被害に遭う事案

が全国的に社会問題化しており、地域で子ど

もを守り育てる活動や機運の醸成を図る必要

があります。 

放課後の児童の安全・安心な居場所の一つ

として「放課後子供教室※3」を充実する必要が

ありますが、これに携わる支援者の確保等が

課題となっています。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■「生きる力」の基礎や生涯にわたる人格形成の基礎を培う小学校就学前から、小学校教育へ

の円滑な接続を充実させます。 

■基本的な生活習慣や自立心の育成など、関係機関と連携し、家庭教育への支援を進めます。 

■いじめの未然防止や早期発見・早期対応、不登校児童生徒への支援を図るため、関係機関と

の連携強化と専門的知識を有する人材の活用を進めます。 

■青少年を健やかに育む安全・安心な育成環境を確保するため、家庭、学校、地域との連携を

強化し、主体的な健全育成活動を支援します。 

■登下校時における事件・事故から子どもを守るため、保護者や地域住民、警察等の関係機関

と連携した安全確保対策を推進します。 

■児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験や活動ができるよう活動拠点として「放課

後子供教室※3」の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

※1 コミュニティ：地域社会や共同体。
人々が共通の意識をもって生活を営む地域
または集団など。 

※2 心の教室相談員：児童生徒の悩みや不
安、ストレス等の解消を図ることを目的と
して、各小中学校に配置している相談員。 

※3 放課後子供教室：学校の余裕教室などを活
用し、地域住民の方の協力を得て、児童が放課
後に学習や体験活動などを行う教室。地域学校
協働活動の中の取組の一つ。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第３節 安心して学べる体制の充実 

 

 

 

1 幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実                     

●小学校就学前から小学校教育への、就学前児童の実態に応じた円滑な接続に向け、幼稚園・保

育所・認定こども園、家庭等と連携した取組を推進します。 

●家庭の教育力向上のため、関係する団体等と連携し、家庭教育支援に関する実践活動・交流活

動を行うとともに、家庭教育に関する実践・啓発活動を推進します。 

●北広島市ＰＴＡ連合会を支援します。 

 

2 教育相談体制の充実                            

●子どもサポートセンター※4相談員やスクールカウンセラー※5等の人材を活用し、いじめや不登

校の未然防止と早期発見、早期対応の取組を推進します。 

 

3 地域が支える健全育成活動の充実                      

●家庭、学校、地域との連携を強化するとともに、地域の教育力の向上や各地区の健全育成活動

を支援します。 

●「子ども 110 番の家※6」の取組等、家庭や学校、地域に支えられたボランティア活動を支援し

ます。 

●「放課後子供教室※3」に関わる人材の確保等に向けた体制の整備を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「子どもを健全に育成するための環境の充実」の満足度

(再掲) 
68.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※4 子どもサポートセンター：青少年
の非行防止や安全対策等、青少年の健
全育成を主な目的として、教育委員会
に設置しているもの。 

※5 スクールカウンセラー：児童生徒の不
登校、いじめ等の未然防止等において、心
理に関する専門的見地からカウンセリング
やアセスメントを行う専門人材。 

※6 子ども 110 番の家：子どもが誘拐や暴力、痴漢など、何
らかの被害に遭った、又は遭いそうになったと助けを求めて
きたときに、子どもを保護するとともに、警察、学校、家庭
などへ連絡するなどして、地域ぐるみで子どもたちの安全を
守っていくボランティア活動。 
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第２章 学び合い心を育むまち 
 

第４節 社会教育の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

「人生 100 年時代」、「超スマート社会(Ｓｏ

ｃｉｅｔｙ5.0)」に向けて社会が大きな転換

期を迎える中、より豊かに生きていく上で生

涯学習の重要性は一層高まっています。市民

一人一人が生涯を通して学ぶことができる環

境の整備、多様な学習機会の提供、学習した

成果が適切に評価され、それを生かして様々

な分野で活動できるようにするための仕組み

づくりなど、生涯学習社会の実現が求められ

ています。 

全ての市民が、地域において世代を超えて

互いに学び合い、教え合う相互学習を通じて、

コミュニティ※1形成に向けた学習活動に対す

る支援が求められています。 

市民の様々な学習意欲を満たすため、学習

ニーズを的確に把握し、意欲的・主体的に学

習活動ができるよう、必要な情報の適切な提

供に努める必要があります。また、現代的で

社会的な課題に対応した学習機会や、市民

個々のライフステージに応じた学習機会の充

実を図るとともに、学習プログラムを工夫し

ていく必要があります。 

生涯を通じて自らの人生を設計し、活躍す

ることができるよう、必要な知識・技能の習

得、知的・人的ネットワークの構築や健康の

保持・増進に資する生涯学習を推進し、学び

と活動・活躍の循環を形成していく必要があ

ります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市民が学び合い、教え合う相互学習を通じ、コミュニティ※1形成に向けた学習活動や体制づ

くりに努めるとともに、社会教育関係団体や市民の個性ある活動を継続するため、社会教育

の充実を図ります。 

■生涯における学びや現代的で社会的な課題に対応した学習、ライフステージに応じた学習な

ど、生涯学習機会の充実や、市民の主体的な学習活動に対する支援を図ります。 

■生涯学習・社会教育を効果的に進めるため、人づくりをはじめ、学びと活動・活躍の循環の

形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 コミュニティ：地域社会や共同体。
人々が共通の意識をもって生活を営む地域
または集団など。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第４節 社会教育の充実 

 

 

 

1 人を育む社会教育の充実                          

●学びを通したコミュニティ※1づくりを推進するため、市民による相互学習の活動を支援します。 

●地域課題の解決や地域社会の維持・向上や持続的な発展に向けた市民の主体的な学習活動を支

援し、市民と行政との協働による活動を推進します。 

 

2 学び合う生涯学習機会の充実                        

●市民やサークル団体の生涯学習の成果を生かす機会の創出を図り、市民の生涯学習に対する理

解と関心を深める取組を推進します。 

●市民個々のライフステージに応じた学習ニーズを把握し、多様で豊かな学習機会の提供を推進

します。 

 

3 学びと活動・活躍の循環                           

●市民の学びを支える利用しやすい中央公民館の効果的な運営を進めます。 

●レクリエーションの森の適切な維持管理を行うとともに、有効な活用方法や施設の整備につい

て検討します。 

●社会教育関係団体等が実施する学びに関する情報の発信を通し、学びの循環を図ります。 

●生涯学習に関わる団体相互の交流や地域間での交流を促進するため、学びのネットワークづく

りの構築に向けた取組を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「自然や地域、社会など様々な体験機会の充実」の満足度 63.8％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「生涯学習活動の機会の充実」の満足度 63.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 
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第２章 学び合い心を育むまち 
 

第５節 スポーツの振興 

 

 

現 況 と 課 題 
 

市民だれもが、健康で生きがいのある生活

を築くため、それぞれの体力や年齢、技術、興

味、目的に応じて、いつでも、どこでも、いつ

までもスポーツに親しむことができる生涯ス

ポーツ社会の実現が求められています。 

「人生 100 年時代」による健康志向の高ま

り等、ライフスタイルの変化に伴いスポーツ

が多様化し、市民ニーズや利用者層の変化に

応じた健康・体力づくり機会の拡充、アダプ

テッド・スポーツ※1、多世代交流型スポーツの

視点が求められています。 

若年層のスポーツ機会の減少等の課題を解

決し、健康意識の高い市民ニーズの把握に努

め、市民がスポーツ・レクリエーションに親

しむことができる機会を広く提供し、各種ス

ポーツ教室の開催やスポーツ施設の充実、学

校体育施設の開放などに取り組む必要があり

ます。 

更に、子どもたちを取り巻く環境の変化に

伴い、小中学生の運動不足や体力低下、スポ

ーツ離れなどが課題となっています。スポー

ツ等を通じて、子どもの心と体の発達を支援

することが重要であるため、幼児期からスポ

ーツに親しむ機会の提供を図る必要がありま

す。 

北広島市スポーツ振興計画の策定により、

スポーツ施策の総合的なマネジメントを図る

必要があります。また、プロスポーツチーム

等との連携・協力を通し、専門性や知見、ブ

ランド力を活かし、スポーツをより身近なも

のにしていくスポーツ振興を図るための取組

が必要となります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション活動に親しむことができるよう、

生涯スポーツ活動をはじめ、児童生徒や障がいのある方のスポーツ・レクリエーション活動

の支援を推進します。 

■全道・全国大会への出場支援やスポーツ選手の育成など、競技スポーツの支援に努め、スポ

ーツの振興を図ります。 

■多様化する市民ニーズに対応したスポーツ施設の整備と運営を図ります。 

■スポーツ振興計画に基づく計画的なスポーツ振興を図ります。 

■ボールパーク構想※2がもたらす価値と機会を生かした、スポーツによるまちづくりを進めま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

※1 アダプテッド・スポーツ：ルールや用具を障がいの種類や程度に適合
(adapt)することによって、障がいのある人はもちろんのこと、幼児から高齢
者、体力の低い人であっても参加することができるスポーツのこと。 

※2 ボールパーク構想：官民連携プロジェクトとして、新球場を核とし
たボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果
を生み出し、持続可能な都市経営と社会課題の解決を図る構想。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第５節 スポーツの振興 

 

 

 

1 健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進                   

●子どもの心と体の健全な発達や体力の向上を支援するため、幼児期を含めた子どものスポーツ

に親しむ機会を提供します。 

●市民だれもが健康で生きがいのある生活が送れるよう、市民との協働による各種スポーツ教室

やスポーツ活動の推進、健康・体力づくりの機会の拡充やアダプテッド・スポーツ※1の普及を

通じて、多世代交流型スポーツの促進を図ります。 

●市民の自主的な参加と健康・体力づくりの機会を拡充するため、各種スポーツイベントの開催

をはじめとするスポーツ事業を推進するとともに、スポーツ推進委員や生涯学習振興会等と連

携し、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の振興を図ります。 

●プロスポーツ等の観戦の促進などの「観るスポーツ」とスポーツボランティアの育成などの「支

えるスポーツ」の振興を図ります。 

 

2 競技スポーツへの支援                            

●ジュニアスポーツ活動を支援するため、中学校部活動や、スポーツアカデミー※3における選手

の強化育成や底辺拡大、指導者の養成に取り組みます。 

●市体育協会やスポーツ少年団等の組織強化や育成を図るため、スポーツ競技者のスポーツ活動

を支援します。 

●市民の国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、スポーツ大会において優秀な成績を収

めた市民を表彰し、自発的なスポーツ活動を推進します。 

●競技スポーツの低年齢化による怪我等の弊害の予防やスポーツ現場における課題解決に係る

情報提供のほか、スポーツ障害の防止等に係る普及啓発を図ります。 

 

3 スポーツライフの充実と環境整備                       

●市民が安心して利用しやすいスポーツ・レクリエーション環境を整えるため、スポーツ施設の

計画的な整備及び改修について検討します。 

●日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、学校開放事業をはじめとするスポ

ーツ環境の向上を図ります。 

●スポーツ振興計画に基づき、市民のスポーツへの関心を高め、地域が一体となってプロスポー

ツチーム等を応援するなど機運の醸成を図ります。 

●プロスポーツチーム等との連携により、市民や地域のスポーツ振興を図ります。 

●ボールパーク内の施設や機能、人的資源を活用し、市民同士や地域同士をスポーツで結ぶこと

により、スポーツが市民の生活の一部になるような取組を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「スポーツ・レクリエーション活動に親しむ機会や環境の

充実」の満足度 
68.8％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

スポーツ実施率 

(週 1回以上運動・スポーツを行う人の割合) 
62.2％(Ｈ29 年度) 70.0％ 

施 策 

※3 スポーツアカデミー：未来のアスリートを育成するために、幼
少期から小学生までを対象としたスポーツ塾や強化教室。 
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第２章 学び合い心を育むまち 
 

第６節 芸術文化の振興 

 

 

現 況 と 課 題 
 

社会の変化が急速に進む今日においても、

文化的な環境の中で創造性を育み、表現力を

高め、心豊かな社会づくりを進めていくこと

が求められています。 

本市においては、芸術文化ホール開設以来、

芸術文化に関して、鑑賞する場や発表の機会

の充実が図られてきました。今後も、だれも

が身近なものとして芸術文化に親しみを持っ

て参加することができる環境を整備していく

必要があります。 

 

そのために、芸術文化活動が持つ価値を生

かし、関係機関との連携や主体的に活動を進

める団体を支援する体制を整備することはも

とより、芸術文化活動が地域のコミュニティ
※1づくりなどに生かされるよう支援を進める

必要があります。 

活動を支える文化施設については、活動に

適した十分な環境が保たれるよう計画的な改

修を行う必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市民の芸術文化活動を振興し、地域文化の創造及び発展を図ります。 

■本市の魅力が生かされる芸術文化活動の展開により、市民が心の豊かさや生きがいを感じる

ことができるよう文化の香り高いまちづくりを推進します。 

■芸術文化の創造を担う人材の育成と鑑賞機会の充実に努めるとともに、市民の交流の場を広

げる芸術文化活動の振興を図ります。 

■芸術文化ホールの施設機能の維持向上のため、計画的な保守点検、整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 コミュニティ：地域社会や共同体。
人々が共通の意識をもって生活を営む地域
または集団など。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第６節 芸術文化の振興 

 

 

 

1 だれもが参加できる地域文化の振興                      

●各種講演や展示、体験事業など本市の魅力を生かした芸術文化に、市民が身近に触れることが

できる機会を提供します。 

●優れた芸術文化活動に対して表彰を行うとともに、それらの優れた成果を生かした活動を支援

します。 

●青少年が行う芸術文化活動を支援します。 

●芸術文化活動に主体的に取り組む市民団体やサークル団体を支援します。 

●芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、機能の維持と利便性の向上を図ります。 

 

2 創造と交流を生む芸術文化活動の展開                      

●芸術文化活動を支援する団体や、他の公共ホール等と連携し、国内や道内で活躍する優れたア

ーティストの演奏や作品の鑑賞機会を提供します。 

●芸術文化ホール等の活用により、市民が芸術文化を身近に感じ、市民同士の交流を育む機会の

創出を図ります。 

●ボランティア団体と連携し、市民に親しまれる芸術文化ホールの運営を進めます。 

●ボールパーク構想※2と連携した芸術文化の振興を図ります。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「芸術や文化に触れ親しむ機会の充実」の満足度 73.1％(Ｈ30 年度) 75.0％ 

芸術文化ホール利用者数 92,546 人(Ｈ30 年度) 95,000 人 

 

 

 

 

施 策 

※2 ボールパーク構想：官民連携プロジェクトとして、新球場を核とし
たボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果
を生み出し、持続可能な都市経営と社会課題の解決を図る構想。 
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第２章 学び合い心を育むまち 
 

第７節 歴史の継承と創造 

 

 

現 況 と 課 題 
 

国指定の史跡である旧島松駅逓所や特別天

然記念物野幌原始林などの貴重な文化・自然

遺産、太古の様子を物語る化石などを守り、

次の世代へ正しく継承していく必要がありま

す。 

市民が身近なものとして郷土の歴史や文化

に親しみ、正しく理解し、郷土を愛する心を

育むことが大切です。 

エコミュージアム※1の普及推進の拠点であ

る「エコミュージアムセンター知新の駅」に

ついては、エコミュージアム※1に関する情報

の収集と発信、調査研究、展示のほか、郷土

に関する学習機会を提供する中心的役割が求

められています。 

市民自らが、郷土の歴史と文化の理解に努

める取組として、地域の遺産をあるがままに

保存し、活用する「北広島エコミュージアム

構想※2(まるごときたひろ博物館)」を更に進

める必要があります。 

令和 5年(2023年)に開業予定のボールパー

クについて、誘致開始から建設決定まで、本

市にとって新たな歴史のスタートとなり、こ

れからも開業等に向けて本市の歴史が創造さ

れていきます。これらの新たに創造される歴

史を、次の世代に承継していく必要がありま

す。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市民のだれもが本市を良く知り、誇りに思う心を培うとともに、本市の自然や歴史的遺産を

大切に守り育てることができるよう、エコミュージアム構想※2の推進に携わる人材の育成を

進めるとともに、学習機会の充実や市民協働による事業を推進します。 

■郷土の歴史資料や伝統的遺産の保存と活用を進めるとともに、市民が身近に郷土文化財など

に触れることができる環境づくりを推進します。 

■旧島松駅逓所が持つ歴史的な価値を発信し、地域資源としての活用の充実を図るため、施設

整備を推進します。 

■ボールパーク構想※3の推進など新たに創造される歴史を継承していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2 エコミュージアム構想：市全体を博物館として捉え、各地に存在する
自然や歴史、産業などの遺産を、行政と市民の協働により再発見し、現地
で保存・展示することを通して、市民のまちを誇りに思う心や郷土愛を醸
成し、魅力ある地域づくりを進める構想。 

※1 エコミュージアム：環境問題に関わるエコロジー(生態学)と地方経済
の復興に関わるエコノミー(経済学)の「エコ」と「ミュージアム」(博物館)
を合体させた造語で、地域全体を屋根のない博物館として捉える考え方。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第７節 歴史の継承と創造 

 

 

 

1 エコミュージアム構想の推進                        

●エコミュージアム構想※2を推進し、各地域の自然遺産・歴史遺産・産業遺産等を現地において

保全・活用する環境を整備します。 

●市民参加による郷土学習や体験学習を通して、自らのまちを誇りに思う郷土愛を育む学習機会

を提供します。 

●重要な郷土資料の保全、インターネット等を活用した情報の発信・提供、資料の展示、学校等

と連携した郷土の教育普及活動を充実するとともに、エコミュージアムセンターを市民の活動

拠点として活用します。 

 

2 文化財の保存と活用                            

●史跡や歴史資料を適切に保存するとともに、その活用により歴史と文化に対する市民の理解を

深め、貴重な文化財の保護を進めます。 

●郷土の歴史、自然等の調査研究や収集保存を進めます。また、市文化財の指定を行い保存しま

す。 

●郷土文化の伝承に対する支援を進めます。 

●国指定史跡旧島松駅逓所について、老朽化の進んだ施設を将来にわたって維持し活用するため、

大規模改修を行います。また、その周辺地域においても一体的な整備を推進します。 

●中山久蔵翁の故郷である太子町(大阪府)と締結した連携協力協定に基づき、文化資源等の活用

や知的資源及び人的資源の交流などの取組を推進します。 

●特別天然記念物野幌原始林に新たな区域が追加指定されたことから、適切な保存に向けた保

存活用計画を策定します。 

 

3 新たな歴史の保存と活用                          

 ●ボールパーク構想※3の推進などに関し、本市の新たな歴史の一幕であることから、各種資料等

を保存し、活用方法を検討します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「市の歴史や文化に対する意識の浸透」の満足度 66.5％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

まちを好きになる市民大学※4卒業人数 135 人(Ｈ30 年度末累計) 240 人 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※4 まちを好きになる市民大学：「まるごときたひろ博物館員養成課程」と
して、北広島の自然遺産や歴史遺産、エコミュージアムなどについて 2年
間で学ぶ本市独自の講座のこと。 

※3 ボールパーク構想：官民連携プロジェクトとして、新球場を核とし
たボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果
を生み出し、持続可能な都市経営と社会課題の解決を図る構想。 
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第２章 学び合い心を育むまち 
 

第８節 読書活動の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

情報のデジタル化が進み、図書館の資料収

集と提供方法が大きな転機を迎えつつありま

す。また、人口減少や高齢化により来館者数

が減少傾向にあるため、ＩＣＴ※1技術等を活

用し、いつでも、どこでも、だれもが利用可

能な図書館運営の推進や、多様化する市民ニ

ーズ等に対応していく必要があります。 

子どもの読書については、「北広島市子ども

の読書活動推進計画」に基づき、家庭・学校・

地域が一体となった読書活動を推進していま

す。市図書館は図書館フィールドネット※2を

核としたボランティアが活躍し、学校図書館

は、学校図書センターを中心とした子どもの

読書活動の推進に取り組んでいます。 

 

学校図書館の環境整備のほか、中学校への

学校司書の巡回配置や、大曲地区内の小学校

と保育施設等においては「まちなか司書※3」が

巡回しています。また、小学校においては、

図書巡回事業「豆次郎」、保育施設等において

は、絵本巡回事業「小豆(あずき)」を実施し

ています。 

今後は、市図書館を中心に、保育施設等、

学校図書館、そして、高齢者や障がい者など

連続的かつ横断的な視野で地域全体の読書活

動を包括的に支援する取組が必要とされてい

ます。 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■図書館サービスを広範な市民に提供する情報センターとしての図書館をめざすとともに、社

会情勢の変化や市民ニーズに対応した図書館としての今後の在り方について検討します。 

■市図書館が中心となり、地域全体の読書活動を包括的に支援するネットワークを構築し、子

どもから高齢者まで市民の読書活動に密着したサービスの形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※1 ＩＣＴ：情報通信技術(Information and Communication Technology)の略
称。コンピュータや情報通信ネットワーク
などの情報コミュニケーション技術のこ
と。 

※2 図書館フィールドネット：図書館を拠
点に活動するボランティア団体のネットワ
ークのこと。 

※3 まちなか司書：子どもたちが読書に親
しめるよう地域内の小学校図書館、保育施
設を図書館司書が巡回する事業で配置され
た図書館司書の呼称。 
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第２章 学び合い心を育むまち 

第８節 読書活動の充実 

 

 

 
 
1 図書館サービスの充実                           

●図書館及び地区分館での資料やデジタル情報の充実に努め、市民が求める資料と情報の提供を

図ります。 

●図書館フィールドネット※2など市民との協働により、多世代の方の生涯を通した読書活動を推

進します。 

●市民ニーズや地域課題にも対応できる図書館としての今後の在り方について検討し、図書館の

魅力ある空間づくりを進めます。 

 

2 地域まるごと読書活動支援の充実                      

●地域の読書ネットワークを整備し、幼児から高齢者までの幅広い市民が読書活動をしやすい体

制づくりを進めます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「図書活動に親しむ機会や環境の充実」の満足度 73.7％(Ｈ30 年度) 75.0％ 

市民一人当たりの図書年間貸出数 8.3 冊(Ｈ30 年度) 8.5 冊 

 

 

施 策 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 
 

第１節 防災対策・災害復興の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

平成 30 年(2018 年)9 月 6 日に発生した北

海道胆振東部地震により、昭和40年(1965年)

代に民間事業者の宅地開発によって住宅地が

形成された大曲並木地区の盛土によるのり面

や擁壁が崩壊・崩落し、家屋が全壊・大規模

半壊などの被害を受けました。被災した住宅、

公共施設等は、盛土造成されたエリアに大半

が集中しており、特に谷部を盛土した箇所で

被害が顕著となっています。地域の方々が安

全・安心に暮らせるよう、早期復旧に取り組

むとともに、地域コミュニティ※1の再構築を

図り、災害に強いまちづくりを推進する必要

があります。 

地震の発生以降、市民の防災対策への関心

は、更に高まっています。災害は、地域や時

期に関係なく発生しており、冬期間における

防寒対策等についても改めて検討する必要が

あります。 

 

災害時には、多種多様な対応が必要となる

ことから、自助、共助、公助が適切かつ効果

的に機能するよう、北海道胆振東部地震の教

訓を生かし、災害時における初動対応の強化

や平常時における防災活動等の推進が求めら

れています。 

令和5年(2023年)に開業予定のボールパー

クにおいては、北海道全体としてボールパー

クを活用した防災機能の強化が求められてい

ます。 

災害に強いまちづくりを進めるため、これ

まで「市有建築物耐震化推進計画」に基づき、

避難所となる学校や災害拠点である市役所・

消防施設など公共施設の耐震化を実施してき

ました。 

石狩川水系千歳川河川整備計画及び千歳川

流域治水対策整備計画に基づく千歳川流域に

おける総合的な治水対策の早期実現に向け、

流域の自治体等と連携を図りながら、国等に

対する要請を継続していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 コミュニティ：地域社会や共同体。
人々が共通の意識をもって生活を営む地域
または集団など。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 

第１節 防災対策・災害復興の推進 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■北海道胆振東部地震により被災された方々の生活再建と被災地の復興に向けた取組を進め

ます。 

■市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、総合的で広域的な防災活動の促進及び

災害対策を推進します。 

■ボールパークの開業に伴う災害時の対応や防災拠点機能の強化に向けて、検討します。 

■災害応急対策を迅速かつ円滑に行うため、資機材等の整備を図るとともに、必要とされる食

料等の備蓄を進めます。 

■災害時や平常時の各種活動拠点として、(仮称)防災食育センターを整備します。 

■市民の防災意識を高め、市民との協働による防災対策を推進します。 

■北広島市耐震改修促進計画の見直しを行い、住宅の耐震化に向けた助成制度の活用や支援策

について検討を進めます。 

■自然災害の発生を未然に防止するために、森林や河川の整備などの治山・治水対策により、

災害に強いまちづくりを推進します。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 

第１節 防災対策・災害復興の推進 

 

 

 

 
 

1 復興まちづくりの推進                           

●生活基盤に著しい被害を受けた被災者の住宅の確保・再建に向けて、住宅の復旧・再建に向け

た相談に対応するなど、被災者の実情に応じた取組を行います。 

●被災した地域においては、被害を受けた宅地や宅地の擁壁等の早期復旧に取り組みます。 

 

2 防災対策の推進                                 

●災害に強いまちづくりを実現するため、ライフライン等の確保に向けた関係機関との連携を図

ります。 

●災害時の即応体制を充実・強化するため、国や地方公共団体との相互支援体制を構築するとと

もに、企業等と災害時協力協定を締結し、非常時において食料や発電機等の物資の確保や、ラ

イフライン復旧等の支援が迅速に実施される体制の構築を推進します。 

●ボールパーク内の施設を活用した防災拠点機能等の強化に向けて関係機関と協議を進めます。 

●災害時の初期対応に必要な量の物資を備蓄するとともに、物資の性質や市民の避難場所等を考

慮した適切な備蓄を行います。 

●災害時における適切かつ効果的な対応を図るため、災害対策に係る実効性のある計画、マニュ

アル等を整備します。 

●避難所運営の在り方について整理及び見直しを行います。 

●災害時などの効率的な情報の収集と効果的な情報の発信体制の構築についての検討を進めま

す。 

●震災時の 2次災害防止に向けた応急危険度判定活動について、北海道建築士会等との応援協力

体制の構築を図ります。 

●(仮称)防災食育センターを整備し、災害時における炊き出しや避難所等への食料の配送を実施

するとともに、平常時における防災や食育に関する啓発活動を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 

第１節 防災対策・災害復興の推進 

 

 

 

 

3 自主防災組織の充実                            

●防災センター等を活用した防災教室や防災訓練等を実施し、市民の自主的な防災活動や地域に

おける多様な防災活動の促進を図ります。 

●自主防災組織※2の結成促進及び活動支援を進め、地域防災力の向上を図ります。 

 

4 治山・治水の推進                             

●水害に強いまちづくりを進めるため、石狩川水系千歳川河川整備計画に基づく総合的な治水対

策の早期実現に向け、国等に強く要請します。 

●自然災害の発生を未然に防止するために、森林を保全し、森林の有する公益的機能(水源涵養
かんよう

※

3・土砂崩壊防備等)を高める森林整備や河川整備などの治山・治水対策を進め、災害に強いま

ちづくりを推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「災害に強い安全なまちの形成」の満足度 69.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

自主防災組織※2活動カバー率 80.0％(Ｈ30 年度末) 上昇 

 

 

 

 

 

 

 

※2 自主防災組織：自治会、町内会等を単
位とした地域住民が自主的に連帯して防災
活動を行う任意団体のこと。 

※3 水源涵養：洪水を緩和させる、流量を
安定させる、水質を浄化するなど、森林の
もつ水資源を保全する働き。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 
 

第２節 消防・救急体制の充実 

  

 

現 況 と 課 題 
 

近年、大規模地震、大型台風や局地的集中

豪雨などの自然災害が全国各地で発生してい

ることに加え、人口減少や高齢化の進行など

社会状況も大きく変わりつつあります。各種

災害などに迅速かつ的確に対応するため、専

門的知識と高度な技術を有する人材の育成や

資機材の整備等を進める必要があります。ま

た、災害対応力の強化や行財政の効率化を図

るため、近隣自治体との消防通信指令業務の

共同運用に向けた取組を進めています。 

消防活動において大きな役割を担っている

消防団については、効果的な訓練や地域に密

着した活動の展開を図るとともに、団員の確

保や知識と経験の伝承が必要となっていま

す。 

火災を未然に防ぎ市民の安全を確保するた

め、火災予防に関する専門的な知識や技術を

有する人材の育成など、査察体制の強化を図

る必要があります。 

高齢化の進行により要援護者が増加傾向に

あることから、自主防災組織※1等と連携し、

地域防災力の向上を図る必要があります。 

救急体制については、令和 5年(2023 年)の

ボールパーク開業による救急需要の増加や救

急救命士の処置範囲の拡大に対応するため、

救命士の養成・教育を推進するとともに、医

療機関との連携の強化や救急体制の更なる充

実・強化を図る必要があります。 

ＡＥＤ(自動体外式除細動器)の更なる設置

の促進、救命講習会等による応急手当の知識

及び技術の習得、救急車の適正利用について

継続して普及啓発を図る必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■近年多発する自然災害や社会状況の変化に迅速かつ的確に対応するため、消防資機材の整備

及び消防体制の充実・強化を図ります。 

■市民サービスの向上、災害対応力の強化及び行財政上の効率化等を図るため、近隣自治体と

の連携を進めます。 

■地域の防災力の強化に向けて、消防団の充実を図ります。 

■火災予防を重視し、安全管理対策の充実を図るため、査察体制の強化を推進します。 

■市民に対する防火意識の普及啓発を進めるとともに、地域の自主防災組織※1と連携し、防火

安全対策の強化を図ります。 

■救急体制の充実・強化を推進するとともに、市民の応急手当等に関する知識等の普及を図り

ます。 

 

 

 

 

 
※1 自主防災組織：自治会、町内会等を単
位とした地域住民が自主的に連帯して防災
活動を行う任意団体のこと。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 

第２節 消防・救急体制の充実 

 

 

 

1 消防体制の充実                              

●消防施設や消防車両を計画的に更新・整備を行うとともに、災害現場での体制強化など適切な

消防・防災機能の体制づくりを推進します。 

●効率的で効果的な消防体制を推進するため、近隣自治体との消防通信指令業務※2の共同運用に

向けた取組を進めるとともに、消防救急デジタル無線の更新について検討します。 

●各種研修や訓練により消防団員の消防活動能力の向上に向けた取組を推進するとともに、消防

団の活性化を図ります。 

 

2 火災予防の推進                                

●予防査察を強化するため、防火対象物や危険物施設のデータベースを活用し、事業所の適正な

防火管理を促進します。 

●防火・防災意識の啓発を推進するとともに、自治会・町内会等の火災予防活動の支援を行い自

主防災組織※1の充実を図ります。 

●住宅用火災警報器の設置を促進するため、広報・普及活動を推進します。 

 

3 救急救命体制の充実                                 

●医療機関との連携の強化及び救急業務の高度化を推進するとともに、指導的立場の救急救命士

を養成し、高度な教育訓練を計画的に実施することにより、救急隊の資質向上を図ります。 

●高度化する救急業務を適切に行うため、計画的な資機材の整備や救急救命士の養成を図ります。 

●大型商業施設やボールパークの開業等による救急需要の増加が見込まれるため、多数傷病者事

案への対応など救急体制の強化を図ります。 

●民間施設等へのＡＥＤ(自動体外式除細動器)の設置を促進するとともに、市民を対象とした救

命講習会等の開催により、応急手当に関する知識と技術の習得及び救急車の適正利用について

の啓発を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「緊急時の救急医療体制の充実」の満足度 52.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

火災発生件数 14 件(Ｈ30 年中) 減少 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※2 消防通信指令業務：119 番通報による
火災の通報や救急出動の要請などを受信
し、必要な部隊を現場に出動させる業務。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 
 

第３節 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

本市は、国道 36 号・274 号、道道江別恵庭

線・栗山北広島線などの幹線道路や道央自動

車道が通っており、通過交通量が多く、事故

の危険性が高い地域と言えます。市内の事故

発生件数は、増減を繰り返しながらも減少傾

向にありますが、交通事故に占める高齢者の

割合が高いことから、高齢者の交通事故防止

を重点とした施策の展開を図っていく必要が

あります。 

警察、道路管理者等の関係機関と連携し、

交通安全施設の整備など交通安全対策の推進

を図る必要があります。 

本市で発生した刑法犯の認知件数は、近年

減少傾向にあり、各種防犯対策に取り組んだ

成果が表れていると考えられますが、暴行・

傷害等の粗暴犯罪が依然として発生してお

り、市民の防犯に関する意識が高まっていま

す。 

市内各地区では、自分たちの住むまちを自

分たちの手で守ろうと、地域の自主防犯活動

団体や青色回転灯パトロール隊などが、自主

的な活動により、まちの安全を見守り、地域

の安全確保の要として活躍されています。 

防犯設備や体制の充実を図るなど、犯罪が

起きにくい環境づくりを継続して進めていく

必要があります。 

近年、訪問や電話での悪質な勧誘、インタ

ーネットやはがきを使った架空請求などによ

る被害が増加する傾向にあります。 

消費者としての正しい知識の普及や啓発を

行い、消費者の利益保護と消費生活の安定と

向上を図る必要があります。また、成年年齢

が 18 歳に引き下げられることから、若年層へ

の消費者教育が重要となっています。 

高齢者や障がい者が詐欺の被害に遭うケー

スも多いことから、福祉関係団体や金融機関

などの民間事業者等と連携し、詐欺の被害を

未然に防止することが重要となっています。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■交通事故のないまち、安全で安心な市民生活の実現をめざして、市民、地域、企業、関係行

政機関と連携して、交通安全対策を推進します。 

■全ての世代の市民に交通安全教育を推進し、交通安全意識の定着と事故の抑止を図ります。 

■市民が安全で安心して生活することができる地域社会の実現を図るため、防犯意識の普及・

啓発と犯罪防止に向けた「犯罪の起きにくいまちづくり」を推進します。 

■市民の消費生活の安定と消費者保護のため、複雑多様化する消費生活に関する苦情や相談の

適切な対応を図るとともに、消費者教育を充実させ、消費者被害の未然防止に努めます。 

■成年年齢が引き下げられ、より若い年齢から責任を求められるようになる若年層に対し、消

費者教育に関する意識の醸成を図ります。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 

第３節 交通安全・防犯対策・消費者保護の推進 

 

 

 

1 交通安全の推進                                

●警察や交通安全関係団体等と連携しながら、通年運動や期別運動などを通じた交通安全意識の

浸透を図ります。 

●市民の交通安全意識の定着を図るため、交通安全教育等を実施している団体を支援します。 

●衝突被害軽減ブレーキ等の先進安全技術を搭載した「安全運転サポート車」の啓発など運転者

が事故を起こさないための取組を推進します。 

●簡易的な認知機能検査などの運転能力を確認する機会の提供や、運転に不安を感じる方が運転

免許証を自主返納しやすい環境づくりに向けた取組を検討します。 

●だれもが安全に安心して通行できるよう注意喚起の路面標示や注意看板、警戒標識等の交通安

全施設の整備を促進するとともに、警察や公安委員会に対して信号機、横断歩道等の設置に関

わる要望を行います。 

 

2 防犯対策の推進                               

●防犯への取組の必要性を広く市民に理解してもらうため、防犯協会や警察などの関係機関と連

携した広報・啓発活動を推進し、自主防犯意識の醸成を図ります。 

●地域における犯罪の未然防止を図るため、市民や自主防犯活動団体と連携した取組を推進しま

す。 

●犯罪を誘発、助長させない環境をつくるため、公園や駐車場などの公共施設の安全対策を進め

るとともに、街路灯などの防犯設備の充実に向けた取組を推進します。 

●犯罪の発生抑止に効果が期待できる防犯カメラの整備など新たな防犯対策について検討しま

す。 

●身の回りの安全対策の取組を奨励するとともに、児童生徒の通学時間帯における見守りなど、

交通安全対策と連携した地域ぐるみの防犯活動を推進します。 

 

3 消費者保護の推進                                 

●消費生活に関する情報の提供や消費者教育を推進するため、消費者団体との連携を図りながら、

知識の普及や啓発活動に継続して取り組みます。 

●教育機関等との連携により、若年層に対する消費者教育や意識の醸成を図ります。 

●市民の消費生活に関する諸問題に適切に対応するため、消費生活相談員への研修会等を充実し

資質向上を図るとともに、消費者保護を目的に各種活動を行っている消費者協会を支援します。 

●消費者保護に関わる関係機関・団体・民間事業者などによって構成されるネットワークを通じ、

情報を共有するとともに、被害を未然に防止する活動を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「街路灯など防犯設備・体制の充実」の満足度 68.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

市内の交通事故発生件数 132 件(Ｒ元年) 減少 

市内の犯罪(刑法犯)発生認知件数 236 件(Ｒ元年) 減少 

 

施 策 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 
 

第４節 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

本市は、昭和 63 年(1988 年)4 月に平和都市

宣言を行い、恒久平和の実現を願う市民の意

思を表明しました。平成 8 年(1996 年)9 月に

は、世界の平和の尊さと友好の大切さを願っ

て広島市の「広島平和記念公園」にある「平和

の 灯
ともしび

」を「平和の灯
ひ

公園」に分火させてい

ただきました。平和の灯記念事業等へは、多

くの方が参加されていますが、高齢者が多く、

戦時体験の記憶がますます風化していく中、

戦争を知らない世代に平和の尊さ大切さを引

き継いでいくことがより重要となっていま

す。 

学校や職場内でのいじめやハラスメント、

差別など人権に関する問題が存在していま

す。一人一人がお互いの人権や価値観を正し

く尊重し合える社会をめざし、今後も人権擁 

護委員との連携を強化し、人権教育や啓発活

動を継続することによって、市民の人権意識

の高揚を図っていく必要があります。 

性別に関わりなく、個性と能力が発揮でき

る男女共同参画社会を形成することが重要で

す。本市では、きたひろしま男女共同参画プ

ランを策定し、各種取組を進めてきました。

今後も、男女共同に係る意識啓発に取り組む

とともに、市における各種審議会や各種団体

の代表者等への女性参画の一層の促進、男女

が共に仕事と生活の調和(ワーク･ライフ･バ

ランス※1)のとれた生活を形成していくため

の啓発、ＤＶ(配偶者等からの暴力)などあら

ゆる暴力の根絶、性の多様性に関する市民理

解の促進などに取り組んでいく必要がありま

す。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■平和都市宣言のまちとして、恒久平和の実現に努め、平和に対する市民意識の高揚・醸成を

図ります。 

■戦時体験を風化させないよう、戦争を知らない世代に平和の尊さ・大切さを継承していきま

す。 

■一人一人がお互いの人権や価値観を正しく尊重し合える人権意識の高揚を図ります。 

■性別に関係なく個性や能力が発揮できるよう男女共同参画社会の実現に向けて、関係機関と

の連携強化や意識の高揚を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ワーク・ライフ・バランス：仕事(ワーク)と私生活(ライフ)の
調和を図り、老若男女だれもが、仕事、家庭生活、地域生活、個人
の自己啓発などさまざまな活動について、自ら希望するバランスで
展開できる状態のこと。 
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第３章 だれもが安全に暮らせるまち 

第４節 平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進 

 

 

 

1 恒久平和の希求と継承                            

●戦争のない平和な世界の実現に向けて、恒久平和に対する市民意識の高揚・醸成を図るため、

平和パネル展の開催など平和意識の啓発を推進します。 

●被爆地である広島から分火を受けたまちとして、世界の平和の尊さと友好の大切さを願い、「平

和の灯
ひ

を守る市民の会」と連携して平和関連事業を推進します。 

●戦時体験の記憶を風化させることなく恒久平和をめざして、市民一人一人が平和の尊さ・大切

さを強く認識し合い、次世代の人々に引き継ぐ事業を推進します。 

 

2 人権意識の啓発                               

●一人一人の個性や人格を認め、あらゆる分野で偏見や差別などをなくして、全ての市民が平等

で暮らしやすい人権尊重の社会を推進します。 

●人権擁護委員との連携を強化し、学校や地域等での人権教育・啓発活動を推進します。 

 

3 男女共同参画の推進                             

●性別に関係なく、お互いを尊重しながら一人一人が個性と能力を発揮できる社会の実現をめざ

し、情報紙の発行などを通じた意識啓発や学習機会の提供を図ります。 

●市政への意見反映や協働のため、政策や方針決定過程への女性参画の拡大を推進します。 

●家庭、職場、学校、地域などあらゆる分野において性別に関係なく共に参画できるよう、仕事

と生活の調和(ワーク・ライフ・バランス※1)に向けた環境づくりの意識啓発を推進します。 

●重大な人権侵害であるＤＶ(配偶者等からの暴力)などの暴力をなくすため、関係機関と協力し

て、意識啓発や相談体制の充実を図ります。 

●性の多様性に関する市民理解の促進を図ります。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「性別に関係なく社会参加できる環境の充実」の満足度 63.9％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

 

施 策 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第１節 都市機能の整備 

 

 

現 況 と 課 題 
 

人口減少に対応した持続可能なまちづくり

の推進に向けて、都市機能や居住機能の集積、

公共施設の適正な配置、公的不動産の有効活

用等により、コンパクトなまちづくりへの転

換を図り、若者から高齢者まで、多世代が暮

らしやすい地域を形成する必要があります。 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進

に関する法律により、道路、公共施設等の一

体的なバリアフリーのまちづくりに向けた取

組が求められています。 

平成 31 年(2019 年)4 月に北広島市立地適

正化計画を公表しました。この計画では、Ｊ

Ｒ北広島駅周辺を都市機能誘導区域、北広島 

団地地区と東部地区の一部を居住誘導区域に

設定しています。しかし、都市機能誘導区域

であるＪＲ北広島駅周辺のうち、特に西側の

地域は、未利用市有地が点在しており、これ

らの土地の有効活用により、医療、子育て、

商業等の都市機能の誘導を図るなど、駅周辺

地域の魅力と価値が高まるよう、一体的な土

地利用や機能整備を進める必要があります。 

令和5年(2023年)のボールパーク開業時に

おいては、ＪＲ北広島駅がボールパークへの

アクセス拠点となることから、アクセス交通

の整備に加え、駅周辺でのにぎわいの創出・

滞留ができるようなまちづくりを進める必要

があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■利便性の高い持続可能な都市構造の実現に向け、地区の特性に応じた都市機能の充実を図り

ます。 

■ボールパーク及びその周辺の魅力あるまちづくりを進めるため、民間事業者等の誘導や北海

道らしい景観づくりの推進を図るとともに、ＪＲ新駅の整備に向けた取組を進めます。 

■ＪＲ北広島駅周辺の一体的な再開発に向けた取組の検討を進めます。 

■道路、公共施設等の一体的なバリアフリーのまちづくりに向けた取組を推進します。 

■市民・事業者・行政の協働により、地域の個性や魅力を生かした魅力ある都市景観づくりを

進めます。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第１節 都市機能の整備 

 

 

 
 
1 都市機能の整備の推進                             

●地区の特性に応じた市街地形成を進め、都市機能の適正配置を推進します。 

●隣り合う複数の区画の土地を一体的に用いる小規模な再開発等に係る相談体制を整え、商業機

能等の整備を促進します。 

●ＪＲ北広島駅がボールパークへのアクセス拠点となることを踏まえた環境整備を進めるとと

もに、ボールパークに隣接するＪＲ新駅の整備に向けた取組を進めます。 

●ボールパークに隣接するＪＲ新駅の周辺地域では、民間活力による商業・業務施設等の誘導を

図ります。 

●ボールパークの地域については、新たなまちづくりを行うとともに、わかりやすく親しみのあ

る町名を整備します。 

●ＪＲ北広島駅周辺の魅力と価値が高まるよう、未利用市有地等の一体的な土地利用について、

地域住民や関係機関等との連携や民間活力を生かした取組を検討し、ボールパーク周辺との連

担性を持った整備を進めます。 

●コンパクトなまちづくりを実現するため、各地区の土地利用の見直しを進めるとともに、定住

人口の増加を図るため北広島団地地区の容積率※1の緩和等を進めます。 

●高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づいた移動等円滑化促進方針等を

策定し、道路、公共施設等の一体的かつ計画的なバリアフリー化を促進します。 

●輪厚パーキングエリア周辺は、スマートインターチェンジの利便性など地域特性を生かした土

地利用について検討します。 

●ＪＲ上野幌駅及びその周辺については、駅舎のバリアフリー化に向けて関係機関と協議を進め

るとともに、駅周辺の利便性を生かした土地利用を検討します。 

●市営駐車場及び自転車駐車場については、駅周辺の一体的な整備と調整を図るとともに、適切

な維持管理を行います。 

●ボールパーク周辺の景観づくりについては、市民や企業と一体となった取組を進め、良好な景

観の形成を図ります。 

●身近な森林や緑地などの緑を生かした景観づくりを進め、景観に関する市民への啓発事業を実

施するとともに、違反屋外広告物の簡易除去を定期的に実施します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

北広島市が「住み良い」「どちらかと言えば住み

良い」の割合(再掲) 
75.4％(Ｈ30 年度) 80.0％ 

 

 

施 策 

※1 容積率：敷地面積に対する建築物の延
べ床面積の割合。 

76



第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第２節 居住環境の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

北広島団地地区をはじめ、少子高齢化の進

展が著しい中、高齢者が安心して暮らせる利

便性の高い地域への住み替えや、子育て世代

の定住促進に向けた取組など官民連携による

支援体制の充実が求められています。 

人口減少や既存住宅の老朽化などに伴い、

空き家数が増加傾向にある中、土地・建物の

流動化、居住環境の充実を図るとともに、倒

壊等のおそれがある空き家への適切な対応が

求められています。 

市営住宅については、共栄団地の建て替え

を終え、全管理戸数は 332 戸となっています。

建て替えに当たっては、ユニバーサルデザイ

ン※1を採用しており、車いす用住宅も併せて

整備しています。 

道営住宅については、北海道住生活基本計

画に基づき、建て替え、改修、用途廃止による

管理戸数の縮小及び再編が進められており、

これらにより管理戸数は 5 団地 1,036 戸にな

る予定となっています。 

ＵＲ賃貸住宅については、平成 30 年(2018

年)12 月に、新たに今後 15 年間の方向性を示

す「ストック活用・再生ビジョン」が策定さ

れ、平成 19 年(2017 年) 12 月の「ストック再

生・再編方針」の考え方を継続していくこと

が示されており、市内 3 つのＵＲ賃貸住宅の

うち北進団地が「団地再生(集約化)」、若葉団

地と駅前団地が「用途転換」に分類されてい

ます。 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■高齢者世代や子育て世代の住み替えニーズに対応するため、官民連携により居住環境に関す

る支援体制の充実を図ります。 

■土地・建物の流動化や居住環境の充実を図り、空き家の減少に努めます。 

■適切に管理されていない空き家等は、防災、衛生、景観など、周辺環境に影響を及ぼす要因

となることから、適切な対応を進めるとともに、活用の促進を図ります。 

■市営住宅については、公営住宅長寿命化計画に基づき長寿命化と居住環境の改善を進めま

す。 

■道営住宅及びＵＲ賃貸住宅の再生・再編に当たっては、本市への事前協議や入居者への丁寧

な説明を要望するなど、関係機関との各種連携を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ユニバーサルデザイン：年齢、性別、身体的能力、
言語などの違いにかかわらず、全ての人にとって安全・
安心で利用しやすいように建物や製品、サービスなどを
計画、設計する考え方。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第２節 居住環境の充実 

 

 

 

1 住み替え支援・空き家対策                             

●官民連携による住み替え支援協議会において、民間事業者と行政が情報を共有し、民間事業者

の専門知識と創意工夫を活用し、住み替え等に対する効果的な支援体制や支援方策について検

討を進めます。 

●空き家の減少や子育て世代の住み替えに係る居住環境の確保を図るため、有効活用されていな

い土地や建物の売却など流動化に向けた支援の体制づくりを推進します。 

●市内の宅地建物取引業者等との連携による空き地・空き家の情報共有を行い、定住の促進と地

域の活性化を図ります。 

●空家等対策計画に基づき空き家対策を総合的かつ計画的に進めるとともに、関係する法律の改

正など社会情勢の変化に対応した空き家対策を推進します。 

 

2 公営住宅等の整備促進                           

●公営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅の長寿命化と居住環境の改善を進めます。 

●道営住宅やＵＲ賃貸住宅の再生・再編に当たっては、入居者への丁寧な情報提供を要望すると

ともに、市の特徴や将来の動向、市民ニーズなどを踏まえ、関係機関と情報交換や情報共有を

図ります。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「空き地・空き家、住み替えに対する施策の充実」の満足度 58.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「多様なニーズに対応する住宅供給の充実」の満足度 69.0％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

市内空き家数 310 件(Ｈ30 年度末) 減少 

 

 

 

 

 

施 策 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第３節 公共交通の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

人口減少や高齢化などにより公共交通を取

り巻く社会情勢が変化しており、特に市内の

バスの利用者は年々減少傾向にあります。平

成 29 年度(2017 年度)に実施した市民アンケ

ート調査やバスの利用実態調査からは、「北広

島団地地区における交通サービスの充実」、

「地区間交通を支える質の高い公共交通網の

形成」、「市内の公共交通の利用者数を確保す

るための利用促進策の検討」が課題とされて

います。このような課題を踏まえ、持続可能

で利便性の高い公共交通網の構築に向けて、

平成 30 年(2018 年)6 月に「北広島市地域公共

交通網形成計画」を策定し、令和元年(2019

年)10 月には、北広島団地線をさんぽまち・東

部線として再編しました。 

市民の生活環境の維持向上や社会活動の活

性化の観点からも、持続可能な公共交通を構

築することが求められています。そのために

も、市民、交通事業者、行政との連携が重要

であり、それぞれの立場において持続可能な

公共交通の在り方について、検討する必要が

あります。 

また、令和 5年(2023 年)に開業予定のボー

ルパークと市内外各地区等との接続など、ア

クセス路線や生活バス路線の在り方について

も整理する必要があります。 

自動車の自動運転の実用化や先端技術を用

いた新たな交通サービスなど、今後、公共交

通を取り巻く環境が大きく変化していくこと

が予想されるため、社会情勢の変化に応じた

公共交通の構築を図る必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■地区の特性に応じた生活交通を確保し、子どもから高齢者まで安全に安心して暮らすことが

できるよう生活環境を支える持続可能な公共交通網の構築を推進します。 

■市民、交通事業者等との連携を推進し、利便性の高い公共交通の形成を図ります。 

■バス路線の利用者ニーズ等の把握に努め、社会情勢等の変化に応じた公共交通網の形成を図

ります。 

■先端技術を用いた新たな交通サービスの導入を検討します。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第３節 公共交通の充実 

 

 

 

1 持続可能な公共交通網の形成                         

●利便性の高い持続可能な公共交通網の構築を図るため、地域公共交通活性化協議会をはじめと

した、市民、交通事業者等との連携を推進します。 

●モビリティ・マネジメント※1や市民との連携等により、公共交通を利用しやすい環境づくりに

向けた取組を推進します。 

●バス路線の利用状況や利用者ニーズを把握し、バス利用者が利用しやすい公共交通網の形成を

図ります。 

●ＪＲ北広島駅や各地域からボールパークにアクセスするための公共交通網の形成を図ります。 

●自動運転やＭａａＳ(マース)※2などの先端技術を用いた新たな交通サービスについての調査

を進めます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「利便性の高い公共交通の充実」の満足度 47.7％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

市内線のバス利用者数 558,000 人(Ｈ30 年度) 564,000 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※1 モビリティ・マネジメント：「過度に自動車に頼る状態」か
ら、「公共交通や徒歩などを含めた多様な交通手段を適度に賢く
利用する状態」へと少しずつ変えていく一連の取組。 

※2 ＭａａＳ(マース)：英語のMobility as a Service の略。出
発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段を包括
的に一つのアプリで提供するなど、移動を単なる手段としてでは
なく、利用者にとっての 一元的なサービスとして捉える概念。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第４節 道路環境の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

各地域を結ぶ道路網の安全性と信頼性を確

保することは、市民生活を活性化させ、都市

の発展に大きな影響をもたらします。快適な

道路環境を確保するためにも、各地区の均衡

を図りながら老朽化の著しい生活道路や道路

橋の再整備を計画的に進める必要がありま

す。 

羊ヶ丘通については、平成 28 年度(2016 年

度)に国道 36 号との交点まで完成しており、

今後、国道 36 号からの事業化を図るために

は、延伸ルートを決定する必要があります。 

本市の道路橋は、橋りょう長寿命化修繕計

画対象橋りょう 81 橋のうち架設後 50 年以上

経過する橋は、令和 2年(2020 年)で 4 橋とな

っていますが、令和 7年(2025 年)には 25 橋、

令和 12 年(2030 年)には 40 橋、令和 22 年

(2040 年)では 64 橋と急速な増加が見込まれ

ることから、計画的に整備を進める必要があ

ります。 

令和5年(2023年)に開業予定のボールパー

クに関する道路網の整備については、アクセ

ス道路の新設や既存道路の拡幅等により、市

民生活の利便性の向上のほか、交通渋滞の緩 

和や歩行者の安全確保を図るための道路整備

を進める必要があります。また、周辺には、

特別天然記念物野幌原始林や住宅地も存在す

ることから、周辺環境に配慮した整備を行う

必要があります。 

通学する児童・生徒や地域間の道路を通行

する歩行者・自転車の安全を確保するため、

安全な環境整備を推進する必要があります。 

道道札幌恵庭自転車道線については、ＪＲ

北広島駅から札幌市厚別区上野幌までの 8.1

㎞区間が平成 16 年度(2004 年度)に完成し、

富ヶ岡の南富橋から南の里の道道江別恵庭線

までの 3.4 ㎞区間が平成 26 年度(2014 年度)

に開通していますが、未供用区間が残ってお

り、整備の促進が求められています。 

市道の除排雪は冬期の円滑で安全な交通を

確保し、市民生活及び経済活動を維持する上

で重要な課題となっています。少子高齢化等

により、除雪に対する市民ニーズは、年々多

様化しています。快適な生活環境を確保する

ため、除雪体制を維持するとともに、市民と

の協働による雪対策を進めていく必要があり

ます。 

 

基 本 的 方 向 
 

■安全で快適な市民生活を確保し、利便性の高い都市活動を営むことができるよう都市間幹線

道路の整備を促進するとともに、市内幹線道路及び生活道路の計画的な維持管理や再整備を

推進します。 

■橋りょう等については、予防保全に努め、長寿命化を図ります。 

■ボールパークに関する道路網の整備を進め、市民生活の利便性の向上や交通渋滞の緩和等を

図ります。 

■道道札幌恵庭自転車道線の自転車利用空間を整備することにより、観光振興や健康増進を促

進します。 

■冬期間の安全で円滑な交通を確保するため、除排雪体制の充実を図ります。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第４節 道路環境の充実 

 

 

 

1 市内幹線道路・生活道路等の整備                      

●幹線道路等の舗装補修、生活道路の再整備、照明灯などの道路施設の改修、街路樹のせん定や

補植などを計画的に実施します。 

●安全で円滑な交通を確保するため、道路パトロールの強化や関係機関との連携などを行い、適

正な維持管理を推進します。 

●橋りょう等については、長寿命化修繕計画に基づき、計画的に改修等を行います。 

●高齢者や障がい者等が利用しやすく、人に優しい道路環境の整備を進めます。 

●通学路の歩道の確保や適正な歩行区間の確保を推進し、危険箇所の排除等を図ります。 

●市内幹線道路の交通動態を把握するため、交通量調査を継続して実施します。 

●道央都市圏の骨格交通網の一つである羊ヶ丘通の延伸ルートについて関係機関と協議を進め

ます。 

 

2 ボールパークに関する道路網の整備                      

●ボールパークへのアクセス道路の新設や既存道路の拡幅、歩行者動線の確保に向けた道路の整

備を進めます。 

 

3 自転車道の整備                              

●道道札幌恵庭自転車道線の早期完成を促進するため、関係機関との連携を図ります。 

 

4 雪対策の推進                                  

●道路状況に応じた除排雪を実施し、路面凍結対策の強化を進めるとともに、雪堆積場の確保を

含めた除排雪体制の整備を推進します。 

●冬期間の交通を確保し、市民の生活環境の向上を図るため、市道排雪を支援します。 

●市民との協働による雪対策を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「安全、快適に移動できる道路の充実」の満足度 70.9％(Ｈ30 年度) 75.0％ 

「除雪や排雪の充実」の満足度 52.5％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

施 策 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第５節 水の供給・下水処理の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

水道事業は、昭和 38 年(1963 年)の簡易水

道に始まり、昭和 55 年(1980 年)には、石狩

東部広域水道企業団からの水道用水受水を始

めました。平成 28年(2016 年)7 月からは、千

歳川系の受水を始め漁川系と併せて 2 系統の

受水体制とし、安定的な水の供給を行ってい

ます。 

下水道事業については、道営北広島団地の

開発を契機に昭和 45 年(1970 年)の事業着手

から市街地を順次事業区域に編入し施設整備

を進め、現在は、施設の維持管理と改築・更

新が事業の中心となっています。 

上下水道施設は、市街地の拡大に合わせ急

速に整備されたため、今後増大する老朽化に

よる更新需要への対応や施設の破損によるリ

スクの管理が課題となっています。 

災害対策については、全国的な大規模地震

や豪雨被害の発生を背景に積極的な施設の耐

震化及び市街地における浸水対策が求められ

ています。 

老朽化に伴う施設更新に加え、配水管等の

耐震化による費用の増大が見込まれることか

ら、より計画的かつ効率的に施設の改築及び

更新を進める必要があります。 

経営に関しては、水道事業は黒字経営を維

持し一定の積立金を確保していますが、平成

22 年度(2010 年)をピークに料金収入が減少

傾向に転じています。下水道事業は、令和元

年度(2019年度)に公営企業会計※1へ移行して

間もないため、経営安定化が急務となってい

ます。 

上下水道ともに費用の増加が見込まれる一

方、本格的な人口減少社会の到来や節水機器

の普及などによる収入減少が不可避となって

いますが、上下水道は、市民生活を支える重

要なインフラ資産であり、将来にわたり安定

的なサービスを継続する必要があります。こ

のため、これまで以上に経営基盤の強化と財

政マネジメントの向上を図り事業運営を進め

る必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■安全で安心な水の供給と情報発信を進めるとともに、良質でおいしい水であることなどの積

極的な啓発を推進します。 

■下水処理センターのバイオガス※2化施設を活用し、循環型社会の形成を推進します。 

■災害発生時においても水の供給と下水処理が途絶えることのないよう、上下水道施設の強靭

化を図ります。 

■中長期的な視点に立った財政マネジメントを行い、健全な事業運営、経営基盤の強化を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

※1 公営企業会計：地方公共団体の経営する公益的事業
(上下水道事業等)の会計で、企業会計原則に基づき独立
採算方式で行われるもの。 

※2 バイオガス：有機性廃棄物(草木類、生ごみ等)や下
水汚泥、家畜糞尿などを発酵させて得られる可燃性ガス
の総称。主成分はメタン。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第５節 水の供給・下水処理の充実 

 

 

 

1 安全・安心な水の供給                            

●石狩東部広域水道企業団及び構成団体との連携を強化し情報共有を図るとともに、2 系統によ

る水源の確保を維持します。 

●水質検査計画を策定し、水質検査の実施とその結果を公表するなど安全・安心な水の供給を進

めます。 

 

2 安定した下水処理                              

●下水道施設の計画的な点検調査を行い、健全な状態を維持します。 

●下水処理センターに整備したバイオガス※2化施設において、生ごみのほか、本市と南幌町、由

仁町、長沼町のし尿・浄化槽汚泥を受け入れ、下水汚泥との混合処理を行いエネルギーの有効

利用を図ります。 

 

3 施設の強靭化・計画的更新                             

●老朽化した配水管等の水道施設の更新を計画的に行い、漏水事故等の未然防止を図ります。 

●災害に備え、配水管の耐震化など水道施設の整備を進めます。 

●浸水対策として、道路整備に合わせて効率的に雨水管を整備します。 

●下水処理施設、ポンプ場施設の耐震化を進め、災害時の処理機能の維持を図ります。 

●下水道施設の計画的な更新を行い、経費の平準化を図ります。 

 

4 経営基盤の強化                              

●経営基盤を強化するため、適正な水道料金・下水道使用料の水準や体系を検討するとともに、

経営状況等に関して積極的な情報発信を行います。 

●毎年度、ＰＤＣＡサイクル※3による経営管理を行い、計画的かつ効率的な事業運営を推進しま

す。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「衛生的な上下水道の整備」の満足度 88.2％(Ｈ30 年度) 90.0％ 

配水管耐震化率 25.7％(Ｈ30 年度) 30.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※3 ＰＤＣＡサイクル：計画(Plan)→実行(Do)→評価
(Check)→改善(Action)の 4 段階を繰り返すことによっ
て、業務などを継続的に改善すること。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第６節 環境保全の推進 

 

現 況 と 課 題 
 

本市の魅力である良好な自然環境を将来に

引き継いでいくためには、行政だけでなく市

民、事業者と共に連携して、環境への負担が

少ない循環型社会の形成や生物多様性の保全

に向けて行動していく必要があります。 

地球温暖化対策を推進するため、普及啓発

等、温室効果ガス※1の排出量の削減に向けた

行動への誘導を継続して実施する必要があり

ます。 

健康で安全な生活環境を維持していくた

め、大気汚染、水質汚濁、悪臭などをはじめ

とする公害問題にも十分な注意を払い、環境

汚染の防止に取り組んでいく必要がありま

す。 

アライグマ等の特定外来生物※2は、これま

で相当数捕獲しているものの、依然として農

業被害が続いているほか、在来生物の駆逐も

懸念されています。また、エゾシカについて

は、農業被害のほか交通事故が増加しており、 

個体数管理等の対策を行っていく必要があり

ます。 

将来に向けて環境保全に取り組んで行くた

め、環境に関する理解を深める学習機会や情

報提供の充実を図る必要があります。 

畜犬の管理や野犬の掃討、狂犬病予防の推

進、スズメバチ等の駆除支援、井戸水や浄化

槽の整備の推進等により、市民の安全で快適

な生活の確保に継続して取り組んでいく必要

があります。 

火葬場については、老朽化が進むとともに

火葬炉の改修時期を迎えており、平成 28 年

(2016 年)9 月からは、火葬場の延命化や、市

民の火葬場利用サービスの選択肢拡大を図る

ため、札幌里塚火葬場利用サービス事業を開

始しています。火葬場の運営については、広

域的な連携を含め今後の方向性を検討してい

く必要があります。 

 

基 本 的 方 向 

 

■環境基本条例及び環境基本計画に基づき、計画的かつ総合的な環境施策を推進します。 

■市民参加による資源循環型社会と低炭素社会※3の構築を図るため、温室効果ガス※1の排出量

の削減に向けた取組を推進します。 

■快適な生活環境を保全するため、公害等の発生防止を図ります。 

■生物多様性の保全や生態系の維持をめざし、特定外来生物※2や有害鳥獣の駆除に取り組みま

す。 

■市民が環境に配慮した活動を実践する機会の拡大に向け、環境教育や啓発活動を推進し、市

民・事業者・行政などの連携を促進します。 

■動物や害虫などから市民の安全な生活を確保するため、狂犬病の蔓延防止など公衆衛生の向

上を図ります。 

■上下水道が整備されていない区域における衛生環境の向上を図ります。 

■火葬場の今後の方向性や霊園の管理体制について検討を進めます。 

 

 

 

 

※1 温室効果ガス：地表から放射される赤外線を吸
収して地表の温度を上昇させるガスの総称で、二酸
化炭素、メタンなどがある。 

※2 特定外来生物：外来生物のうち、特に人間の健
康や在来種の生態系などに害を及ぼす、又はその可
能性があるとされる生物のこと。 

※3 低炭素社会：二酸化炭素などの温室効
果ガスの排出が少ない社会。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第６節 環境保全の推進 

 

 

 

1 温暖化対策の推進                                

●市民や事業者に対し再生可能エネルギーへの転換を促進するとともに、地球温暖化防止や省エ

ネルギー意識の向上に向けた啓発を推進します。 

●環境マネジメントシステム※4の実施やグリーン購入※5の推進、低公害車の導入など、温室効果

ガス※1の排出量の削減に向けて市が率先的に取り組みます。 

●温室効果ガス※1の排出量に大きく影響しているメタンガスの削減を図るため、ごみの減量化及

び資源化を推進します。 

 

2 公害対策の推進                              

●公害の発生源となる工場、事業所の指導や監視、各種測定などを実施し、大気環境や水質環境

の保全、悪臭や騒音などの防止対策を推進します。 

●ゴルフ場で使用される農薬の低減を図るため、水質検査や事業者への指導を実施します。 

 

3 自然環境の保全・環境保全意識の向上                              

●有害鳥獣やアライグマ等の特定外来生物※2の駆除を実施し、多様な生物の生息環境の保全を図

ります。 

●企業、団体などへの環境啓発や学校、地域、家庭における環境教育を推進します。 

●ＮＰＯ※6、市民団体などの自主的な環境問題への取組支援と連携促進を図ります。 

 

4 公衆衛生の向上                              

●畜犬の管理や野犬の掃討、狂犬病予防接種の推進、スズメバチ等の駆除支援などを実施します。 

●上下水道が整備されていない区域に居住する市民の生活利便性の向上を図るため、飲料水等の

確保及び汚水等の処理に必要となる施設の設置を支援します。 

●札幌市里塚火葬場利用サービスを継続して実施するとともに、火葬場の今後の在り方について

広域連携による整備を含めた検討を進めます。 

●霊園の管理体制について検討を進めます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「大気汚染、水質汚染などの公害対策の充実」の満足度 78.9％(Ｈ30 年度) 80.0％ 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※4 環境マネジメントシステム：事業者が自主的に
環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境に関
する方針や目標、計画等を定め、これらの達成に向
けて実施していくための体制、手続等の仕組みのこ
と。 

※5 グリーン購入：商品やサービスを購入する際
に、価格、機能、品質等だけでなく、環境を考慮し
て、環境に与える影響ができるだけ少ないものを選
んで優先的に購入すること。 

※6 ＮＰＯ：英語のNon-Profit Organization 
の略。営利を目的としない民間組織。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第７節 ごみ対策の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

国においては、ＳＤＧｓ※1(持続可能な開発

目標)やＧ7富山物質循環フレームワークに基

づき、環境保全を前提とした循環型社会の形

成を推進することとしており、リサイクルに

加えてリユース・リデュースの 3Ｒを促進す

ることで資源効率性の向上と低炭素化の同時

達成を図ることとされていますが、近年にお

いては、海洋プラスチックごみや食品廃棄物

(食品ロス)などの新たな環境問題も発生して

います。 

ボールパーク開業後は、ごみの排出量の増

加が予想されるため、ごみ処理の適正化に向

けて検討する必要があります。 

最終処分場の延命化と循環型社会の形成を

推進するため、びん、かん、ペットボトルや

容器包装ごみ、新聞雑誌類の分別収集のほか、

生ごみについても分別収集し、下水処理セン

ターで下水道汚泥、し尿等と混合しバイオガ

ス※2化処理を行っていますが、適正な分別に

向けた意識の向上に継続して取り組んでいく

必要があります。 

ごみステーションにおける不適正排出や不

法投棄の抑制のため、パトロールや指導の充

実に努めていく必要があります。 

道央廃棄物処理組合による広域での焼却施

設稼働後の効率的な収集運搬、処理体制など

の整備に向けた検討を進めていく必要があり

ます。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■ごみの減量化とリサイクルを推進するため、集団資源回収の促進やリサイクル意識の高揚を

図り、ごみの適正処理を進めます。 

■ボールパーク開業に向けて、ごみ処理に関する関係機関との協議を進めます。 

■最終処分場の延命化を図るとともに、最終処分場周辺の環境整備に取り組みます。 

■容器包装リサイクル法などに基づく分別収集を行うほか、新たにリサイクル可能な資源物の

分別、収集方法や拠点回収の充実を図ります。 

■広域による可燃ごみの焼却処理に向けて、各種実施体制を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 ＳＤＧｓ(エスディージーズ)：英語の Sustainable Development 
Goals(持続可能な開発目標)の略。2015 年 9月の国連サミットで採択され
た 2030 年までの国際目標であり、持続可能な世界を実現するための 17
のゴール・169 のターゲットから構成されている。 

※2 バイオガス：有機性廃棄物(草木類、生ごみ等)
や下水汚泥、家畜糞尿などを発酵させて得られる可
燃性ガスの総称。主成分はメタン。 
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第７節 ごみ対策の推進 

 

 

 

1 ごみの減量化・リサイクルの推進                      

●ごみの減量化やリサイクル、食品ロス等に関する市民への情報発信を積極的に行うとともに、

集団資源回収や生ごみ堆肥化容器などの利用を促進し、ごみの排出抑制を図ります。 

●小中学校や自治会・町内会、老人クラブ等の様々な団体、世代を対象とした出前講座の実施を

拡大するとともに、内容の充実を図ります。 

●ボールパーク開業後のごみ処理の適正化を図るため、関係機関との協議を進めます。 

 

2 ごみ処理体制の充実                             

●ごみの減量化や資源化の対策、生ごみのバイオガス※2化処理等により最終処分場の延命化を図

るとともに、河川の床浚い等により最終処分場周辺の環境整備を継続して実施します。 

●リサイクル可能な新たな資源物の分別収集と効率的な収集運搬について検討し、リサイクルの

推進及び効率的な収集運搬と処理を行います。 

●廃棄物パトロールの監視を強化し、不法投棄等の抑制を図ります。 

●広域による焼却施設稼働に向けた可燃ごみ等の分別区分や費用負担の在り方、効率的な収集運

搬、処理方法等の実施体制を整備するとともに、最終処分場の今後の在り方について検討しま

す。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「ごみ減量・リサイクルの意識の浸透」の

満足度 
81.3％(Ｈ30 年度) 85.0％ 

ごみ排出量(家庭系廃棄物) 
市民一人当たり 579ｇ/日 

(Ｈ30 年度) 

市民一人当たり 

522ｇ/日 

ごみリサイクル率 22.8％(Ｈ29 年度) 28.0％以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 
 

第８節 緑の充実 

 

 

現 況 と 課 題 
 

身近に森林や緑地があり、緑の豊かさが本

市の特色となっていますが、森林整備等が行

き届かず、森林の有する多面的機能が低下し

てきている状態にあります。森林を含めた緑

の果たす役割の重要性を森林所有者や市民な

どに啓もうし、協働による緑の保全や整備へ

の取組を進める必要があります。 

国土の保全、水源涵
かん

養
よう
※1、地球の温暖化の防

止などの森林が有する公益的機能を発揮させ

るためにも、高樹齢の人工林の主伐※2や更新

が必要な状況であることから、森林経営計画
※3 に基づいた整備を実施する必要がありま

す。 

森林環境譲与税※4の創設に伴い、森林所有

者への制度の周知や所有者の探索、森林経営

管理に関する意向調査等を進めていき、適正

な森林整備を図る必要があります。 

 

輪厚川の河川敷は、市民と行政が共に管理

することにより、川に親しむ空間として定着

しています。小さな子どもでも安心して川遊

びができるような憩いの場として、親水空間

の機能が損なわれないよう保全していく必要

があります。 

東の里遊水地利活用計画の実現に向けた施

設整備を推進する必要があります。 

公園等里親制度により、公園の清掃・草刈・

冬囲い等の維持管理業務を地域住民の手で実

施していますが、今後の更なる人口減少や高

齢化が進むにつれて、担い手不足が見込まれ

ることから、公園の最適な維持管理方法等に

ついて検討していく必要があります。また、

公園の整備については、地域コミュニティ※5

やにぎわい創出の場としての先進的な取組事

例等を調査研究し、効果的な手法等を検討し

ていく必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■緑のまちづくり条例やまちづくり指針に基づき、開発事業者に対し指導を行いながら、緑と

調和したまちづくりを進めます。 

■自然や緑を大切にする心を育むため、市民協働による緑化推進を図ります。 

■森林整備計画※6に基づく森林経営計画※3に沿って市有林の整備を図ります。 

■私有林所有者の理解と協力を得ながら、緑の保全と緑化の推進を図るとともに、森林環境譲

与税※4を有効に活用し、森林整備の促進を図ります。 

■市民と行政が協働して河川環境を守り、潤いのある水辺空間の保全を図ります。 

■市民が安全に安心して利用できる憩いの場としての公園の整備を市民と協働で進めるとと

もに、民間事業者と連携した整備手法等の検討を進め、魅力ある公園づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

※1 水源涵養：洪水を緩和させる、流量を安定させ
る、水質を浄化するなど、森林のもつ水資源を保全
する働き。 

※2 主伐：木を収穫し、木材としての利用を目的と
した伐採や、次の世代の樹木の更新を伴う伐採。 

※3 森林経営計画：森林所有者等が作成する伐採、
造林、間伐などの森林施業についての計画。 
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第４章 住みよい環境にかこまれたまち 

第８節 緑の充実 

 

 

 

1 緑化の推進                                 

●緑の基本計画に基づき、市民・事業者・行政が連携して緑化活動を推進します。 

●緑の果たす役割の重要性を伝えるため、緑の募金活動を通じて市民への意識付けや啓発を行う

とともに、花いっぱい運動等の支援を図ります。 

●森林整備計画※6に基づく森林経営計画※3に沿って市有林の間伐※7等の整備を実施し、健全な森

林の形成を図ります。 

●森林環境譲与税※4を有効に活用し、私有林の適正な管理の促進を図ります。 

 

2 親水空間の保全                                

●市民との協働により、輪厚川の河川敷地の自然環境と景観の保全を図ります。 

●市民が川に親しむ憩いの場としての親水空間の活用を図ります。 

●東の里遊水地の有効活用を図るため、東の里遊水地利活用計画に基づき、市民の交流の場とし

て親しみやすい施設整備を進めます。 

 

3 公園の整備                                 

●公園の計画的な改築更新を行い、市民が安全・安心に利用できる憩いの場を提供します。 

●公園の最適な維持管理を行い、市民サービスの向上を図ります。 

●魅力ある公園づくりを推進するため、ＰＦＩ※8等の民間事業者と連携した公園の整備を検討し

ます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「公園・緑地の充実したまち並みの形成」の満足度 85.2％(Ｈ30 年度) 90.0％ 

「森林や川など自然環境の保全」の満足度 84.0％(Ｈ30 年度) 85.0％ 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※4 森林環境譲与税：適切な森林の整備等を進めるために、国から市町村や都道府県に対して譲与さ
れるもの。私有林人工林面積、林業就業者数及び人口による客観的な基準を基に算出され、令和元年
度(2019 年度)から譲与が開始された。 

※5 コミュニティ：地域社会や共同体。人々が共通
の意識をもって生活を営む地域または集団など。 

※6 森林整備計画：森林法に基づいて市町村が作成
する計画。地域の実情に合わせた森林づくりと適正
な森林整備の推進を目的としており、市町村の森林
づくりの方向性や伐採、造林、間伐など森林施業の
標準的な方法が示されている。 

※7 間伐：育成段階にある森林において樹木の混み
具合に応じて、育成する樹木の一部を伐採(間引き)
し、残存木の成長を促進する作業。 

※8 ＰＦＩ：英語の Private Finance Initiative の
略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の
資金、経営能力及び技術的能力を活用し、効率的か
つ効果的な公共サービスの提供を図るという手法。 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 
 

第１節 農業の振興 

 

 

現 況 と 課 題 
 

本市の認定農業者※1 数は、令和元年(2019

年)12 月現在で 55 人となっており、42%が 65

歳以上となっています。高齢化や後継者不足

等による減少が予測されることから、農地中

間管理機構※2等を活用しながら、担い手への

効率的な農地集積を進めるとともに、農業を

若者にとって魅力ある産業として育成し、経

営の安定と競争力の強化を図る必要がありま

す。 

優良農地として耕作されている農地及び関

連施設は、持続性のある食料生産の基盤とし

て、引き続き生産者や関係機関と共に維持保

全していく必要があります。農地の耕作放棄 

地化を防ぐためにも、関係機関と連携した担

い手の育成と農地の集約、経営体の法人化な

どを進めていく必要があります。 

市民農園や産地直売型農業、観光農園など

の地域資源を活用し、都市住民との交流の場

を広げることが求められています。 

エゾシカなどの有害鳥獣による農作物への

被害が拡大していることから、被害対策の強

化が求められています。 

道央農業協同組合により、営農・生産・販

売等の各種事業が多様に展開されており、今

後も関係機関との連携を密にして広域的な農

業振興に取り組む必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■担い手や後継者を育成・確保し、農業者の経営体質の強化を図ります。 

■経営基盤となる優良農地の確保を図るとともに、農業関連施設機能の維持増進や農業災害の

防止対策などを推進し、農業生産の安定に向けて支援します。 

■観光農園や農産物の直売、市民農園などのグリーン・ツーリズム※3を進め、都市と農村の交

流を推進します。また、都市住民の需要に即した農業生産の振興を図ります。 

■観光や教育、環境、福祉など他の分野と関連させ、多方面からの農業振興を図ります。 

■関係機関、団体との連携を密にして公益財団法人道央農業振興公社による広域的な農業振興

の取組を進めます。 

■エゾシカやアライグマなどの有害鳥獣による農作物への被害防止を図ります。 

 

 

 

 

  

※1 認定農業者：次の基準を満たす「農
業経営改善計画」を市に提出し、認定を
受けた農業者のこと。 
基準①目標年間農業所得 440 万円以上 
基準②目標年間労働時間 1,800～2,000
時間 

※2 農地中間管理機構：「高齢化」や
「後継者不足」などで耕作を続けるこ
とが難しくなった農地を借り受け、認
定農業者等の担い手に貸し付ける公的
機関。 

※3 グリーン・ツーリズム：農山漁
村地域などにおいて、農林漁業体験や
地域の自然や文化に触れ、人々との交
流を楽しむ滞在型の余暇活動。 

※4 農泊：農山漁村において日本ならで
はの伝統的な生活体験と農村地域の人々
との交流を楽しむ滞在(農山漁村滞在型旅
行)。農家民宿だけでなく、古民家を活用
した宿泊施設など、旅行者のニーズに合
った多様な宿泊手段により農山漁村に滞
在し魅力を味わってもらうこと。 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 

第１節 農業の振興 

 

 

 

1 担い手の育成                                 

●経営規模の拡大等に対応できるよう経営体の法人化、省力化、低コスト化などを推進します。 

●公益財団法人道央農業振興公社や農業関係の教育研究機関と連携し、担い手の育成・確保を図

ります。 

●新規就農者の経営安定、定着化を実現するための支援を行います。 

●農泊※4や農家レストランの経営などの起業活動、農産物直売所など販売の多角化、六次産業化
※5による農産物の高付加価値化の取組への支援を行います。 

●ＩＣＴ※6やロボット技術などの先端技術を用いたスマート農業※7の導入促進を図ります。 

 

2 農地の利用・保全                              

●農業者の経営基盤である優良農地や関連施設の維持保全を促進し、経営の安定化を図ります。 

●農地情報システム※8 等を活用し、効率的な農作業ができる広域的で面的な集積を推進します。 

●耕作放棄地の解消に向け関係機関と協議し、農地の再生と有効利用を図ります。 

●農業関連施設を健全に維持するため、関係機関と共に保全管理を行います。 

 

3 都市住民との交流                              

●農業体験や農村地域の自然体験などのコンテンツを創出することにより、グリーン・ツーリズ

ム※3を推進し、都市住民との交流促進を図ります。 

●食農教室の実施や消費者と生産者の交流を深めるなど、地産地消の取組を推進します。 

 

4 生産・流通の振興                             

●道央農業協同組合等と連携し、生産・流通や経営基盤の安定化など広域的な農業振興を図りま

す。 

●生産組織等と連携し、生産技術の向上や経営体質の強化を図ります。 

●自然環境との調和に配慮した安全・安心で品質の高い農産物を生産するクリーン農業を促進し

ます。 

●エゾシカやアライグマなどの有害鳥獣による農作物被害を防ぐため、有害鳥獣被害対策を推進

します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「活気ある農業の振興」の満足度 65.9％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

認定農業者※1の新規認定数 － 5 人 

農業の担い手への農用地の利用集積率 60.7％(Ｈ31 年 3 月末) 95.0％ 

 

 

 

 

 

  

 

施 策 

※5 六次産業化：1次産業としての農林
漁業と、2 次産業としての製造業、3 次
産業としての小売業等の事業との総合的
かつ一体的な推進を図り、農山漁村の豊
かな地域資源を活用した新たな付加価値
を生み出す取組。(1 次産業+2次産業+3
次産業＝6 次産業) 

※6 ICT：情報通信技術(Information 
and Communication Technology)の略
称。コンピュータや情報通信ネットワー
クなどの情報コミュニケーション技術の
こと。 

※7 スマート農業：ロボット技術や ICT
を活用して省力化や高品質生産を実現す
る新たな農業。例えば、自動運転トラク
ター等(田植え、耕起、収穫など)、水田
センサー(水田の水位、水温など確認する
ためのもの)、農業用ドローン(農薬や肥
料の散布、圃場の測量、生育状況の把握)
など。 

※8 農地情報システム：農地台帳(所有
者・借受者の氏名、地域区分等)をシステ
ムに取り込み、農地台帳の情報を地図情
報として地番図及び航空写真に反映する
システムのこと。 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 
 

第２節 工業の振興・企業誘致 

 

 

現 況 と 課 題 
 

市内には、工業団地を中心に約 300 社の企

業が立地しており、中でも大曲地区の工業団

地においては、道内主要新聞の印刷工場が集

中する拠点となっています。また、平成 24 年

(2012年)に分譲を開始した北広島輪厚工業団

地は、道内外の多くの企業への分譲が進み、

今後も新たな工業団地開発の可能性など発展

が期待されます。 

一方、企業が活動を続けていくためには、

生産性の向上や新たなものづくり、技術革新

への取組に加え、将来を担う人材の確保が重

要であり、技術力の向上や資格の取得など、

人材の育成がますます重要となっています。

また、市内企業間における交流を促進するこ

となどにより、経済活動の活性化へとつなげ

ていく必要があります。 

経済は、緩やかに回復の傾向にありますが、

本市の経済活動を更に活性化し、工業を振興

していくためには、市内企業間の交流や連携

の強化による情報の共有化などが求められて 

おり、また、企業誘致に関する優遇措置の充

実や道内有数の地理的優位性を生かし、輪厚

工業団地や民間企業が所有する産業用分譲地

について、誘致活動や立地希望企業の紹介な

どの支援を引き続き実施する必要がありま

す。 

令和5年(2023年)のボールパーク開業に伴

い、市内全域へその効果が波及するよう市内

企業や関係事業者等と連携していく必要があ

ります。 

今後、5Ｇ(第 5世代移動通信システム)※1が

実用化され、情報通信業界をはじめ、自動車

や医療など各分野において飛躍的な技術発展

が予想されます。情報通信事業等の分野は、

工業団地のようなまとまった土地がなくても

事業運営が可能であることや空き家の利用や

子育て世代の定住促進など持続可能なまちづ

くりにも寄与することから、これらの分野に

ついても誘致に向け、関係機関と連携してい

く必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■企業が実施する人材育成への支援等により、地元企業の経営基盤の強化を図ります。 

■技術力の向上や市内企業間における人・物・技術の交流の促進、地域と一体となった企業活

動などに対する支援を強化し、市内企業による経済活動の活性化を推進します。 

■活力のある都市の発展につなげるため、札幌都市圏に位置する地理的優位性を生かした積極

的な企業誘致を推進するとともに、新たな工業団地開発の可能性について検討します。 

■情報通信事業等の分野も含めた企業の誘致により、経済の活性化や雇用の場の確保を推進し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

※1 5Ｇ(ファイブジー)(第 5世代移動通信システム)：英語の 5th Generation の
略。携帯電話やスマートフォンなどの通信に用いられる次世代の通信規格であ
り、高速なモバイル通信が可能。 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 

第２節 工業の振興・企業誘致 

 

 

 

1 工業団体や各地域工業の支援・連携                              

●市内企業の活性化と工業の振興を図るため、市内立地企業で構成する団体が行う地域活動等を

支援します。 

●市内企業の生産性向上や新たなものづくり、技術革新を支援し、経営基盤の強化を図ります。 

●市内に立地する企業を市民に紹介する機会を増やし、地域に根ざした企業づくりを促進します。 

 

2 地元企業の産業振興                              

●人材の育成・確保を推進し、資質・能力・技術力の向上を図るため、能力開発セミナーや高度

な技術取得のための人材派遣や研修など、企業が実施する人材育成事業を支援します。 

 

3 企業誘致の推進                               

●地域経済の活性化や雇用創出の場の確保など活力あるまちづくりを進めるため、市内に進出し

た企業に対する支援を推進します。 

●札幌都市圏に位置する地理的優位性を生かし、積極的な企業誘致を推進するとともに、新たな

工業団地開発の可能性について検討します。 

●民間企業所有の産業用分譲地の販売について、誘致活動で得た情報の提供や民間企業の販売手

法を取り入れるなど、協働した企業誘致活動を展開します。 

 

4 新たな産業集積の推進                            

●情報通信事業等の分野においても企業の誘致を図り、新たな産業集積を推進します。 

●ボールパークの開業等に伴う経済効果等が広くまちづくりに波及するよう各種企業等との連

携を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「地域の経済をけん引する企業の集積」の満足度 56.6％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「企業誘致や産業育成などによる市内産業の拡大」の満足度 60.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

施 策 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 
 

 

 

現 況 と 課 題 
 

日本経済は、実質ＧＤＰ成長率では緩やか

なプラス成長が続いています。本市の事業所

数は、平成 21年(2009年)から平成 26年(2014

年)までにかけて約 180 事業所の増加となっ

ており、ボールパークの開業予定に伴い、特

に東部地区における起業や新規事業展開等に

よる増加傾向が見受けられ、また、商工会の

会員増加の動きも見られます。 

本市の商業販売額は、大曲地区の大型店舗

の集積の影響もあり、平成 19 年(2007 年)の

1,366億円から平成28年(2016年)の2,184億

円で約 1.6 倍に増加しており、購買力流入出

比率は平成 26 年(2014 年)から 1 倍を超え流

入傾向に転じています。 

平成30年(2018年)市民意識調査において、

住みにくい理由として「買物や娯楽の場所が 

少ない」が 2番目に多く、平成 20 年(2008 年)

調査より 6.3 ポイント増加しています。また、

大曲地区以外の 4地区においては、「満足度が

低く、重要度が高いもの」として、「日常の買

い物環境の充実」「品揃えの豊富な小売店の充

実」が挙げられていることなどから、事業所

数、商業販売額の増加、購買力流入の好傾向

に対し、市民の「買い物環境」への満足度は、 

低い傾向にあり、市内商業の認知度向上や地

域住民による消費拡大を図る必要がありま

す。 

令和5年(2023年)のボールパーク開業に伴

い、市内全域へその効果が波及するよう市内

事業者や関係機関等と連携していく必要があ

ります。 

 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■事業者の経営安定と基盤強化を促進します。 

■商業団体や各地域が持つ特性を生かした商業振興を推進します。 

■起業支援により、地域経済の活性化を図ります。 

■日常における買い物環境の向上を図るとともに、市内での消費拡大に向けた取組を推進しま

す。 

■事業者の魅力創出と情報発信により、消費者とのつながりの形成を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 商業の振興 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 

第３節 商業の振興 

 

 

 

 

1 商業団体や各地域商業の支援・連携                     

●商工会や各地域商店街を支援するとともに連携協力し、消費者ニーズに即した魅力ある商業の

振興を図ります。 

 

2 起業支援と経営安定                            

●起業支援により新たな事業を創出するとともに地域への定着を図ります。 

●経営・金融・税務・経理・労務・IT 化・事業承継等の事業者が持つ様々な課題に対応できるよ

う支援し、事業者の経営安定と基盤強化を図ります。 

 

3 買い物環境の維持確保                           

●食料品等の日常における買い物環境の向上を推進するとともに、市民の市内消費の促進と消費

拡大を図ります。 

 

4 地域への商業情報発信とつながり形成                      

●事業者と消費者とのつながりを形成し、地域内での消費を促進するため、事業者の取組内容を

把握し、情報の発信と魅力の創出を図ります。 

●市内に立地する事業者を市民に紹介する機会を増やし、地域に根ざした事業者づくりを促進し

ます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「日常の買い物環境の充実」の満足度 59.6％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「品揃えの豊富な小売店の充実」の満足度 55.4％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

施 策 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 
 

 

 

現 況 と 課 題 
 

国内景気の回復や少子高齢化の進展等によ

り、全国的に有効求人倍率が上昇しています。

雇用確保が企業の大きな課題となっています

が、求人企業と求職者との職種や業種のミス

マッチ等が人手不足の要因の 1 つであること

から、今後は、学生や高齢者、その他の求職

者等に広く市内企業の情報発信を行い、様々

な職業についての情報を提供する必要があり

ます。 

今後も少子高齢化による生産年齢人口の減

少が更に進むものと予想されることから、多

様な働き手が生き生きと働くことができる環

境の構築が重要です。 

出入国管理及び難民認定法(通称「入管法」)

の改正により、平成 31年(2019 年)4 月以降、

新たな外国人在留資格が認められました。今

後、市内における外国人労働者の増加が見込

まれることから、外国人の就業状況等の把握

に努めるとともに、就業環境の整備等に関す

る支援について、検討する必要があります。 

道内における新規学卒者の離職率が全国平

均と比べて高いことから、その理由について

分析するとともに、職場定着への支援を検討

していく必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市内企業と求職者をつなぐ取組を推進します。 

■多様な働き手の就業機会の確保・拡大や求職者への求人情報の提供や職業相談を実施しま

す。 

■働く人たちが、安心して働くことができる環境の構築に向けた取組を推進します。 

■外国人労働者の就業状況等の把握を図るとともに、就業環境の整備等に関する支援について

検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 雇用と就業環境の充実 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 

第４節 雇用と就業環境の充実 

 

 

 

 

1 雇用機会の拡大                                

●学生や求職者等に市内企業の情報を幅広く発信し、様々な業種や職種への理解を深めるための

取組を推進します。 

●市内企業等による雇用の確保と市民の就業を促進するため、関係機関との連携を図りながら職

業相談や求人情報の提供を行います。 

 

2 多様な働き手への就業支援                                

●シルバー人材センターの運営や受注機会確保への支援により、高齢者等の就業機会の拡大を図

ります。 

●女性や障がい者など働くことに不安を抱えている方や、元気な高齢者が生き生きと働くことが

できるよう、就業支援を推進します。 

 

3 就業環境の充実                               

●若者から高齢者まで幅広い労働者が協力し合い、安心して生き生きと働くことができる環境を

構築するための取組を推進します。 

●若年層の離職状況を把握し、離職防止に向けた取組について検討します。 

●外国人労働者の就業状況等の把握を図り、就業環境の整備等に関する支援について検討します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「安定した雇用の場の確保」の満足度 52.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

施 策 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 
 

第５節 観光の振興・シティセールスの推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

本市の人口は、平成 19 年度(2007 年度)の

61,199 人をピークに減少局面に入り、今後も

人口減少が避けられないという状況を市民と

共有しつつも、人口増加に向けた取組を推進

する必要があります。まちの魅力を再認識し、

市民はもとより市外や道外にも本市の魅力を

発信していくシティセールス※1、シティプロ

モーションの体制づくりが重要であり、総合

的な取組体制が必要となっています。 

本市の観光客の入込客数は、平成 30 年度

(2018 年度)で約 128 万人となっており、増加

傾向にあります。大型商業施設等には、年間 

 

1,000 万人以上が来訪しています。令和 5 年

(2023 年)には、ボールパークの開業が予定さ

れていることから、今後、国内外の観光客の

更なる増加が予想され、訪日外国人旅行者に

も対応した受入環境を整備する必要がありま

す。 

年間約 40万人が訪れているゴルフ場、サイ

クリングロード(エルフィンロード)、国史跡

旧島松駅逓所などの既存の地域資源、グリー

ン・ツーリズム※2や農泊※3の取組のほか、ボ

ールパークなどの新たな資源を活用した特色

あるツーリズムなどの推進について、施策を

検討する必要があります。 

 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■地域資源を生かした魅力ある観光地域づくりとともに魅力ある人づくりを進め、観光客の多

様化・高度化するニーズへの対応を図ります。 

■訪日外国人旅行者にも対応した受入環境の整備・改善を図ります。 

■本市の地域特性を生かした都市型観光※4を推進するとともに、市民、来訪者に多様な楽しみ

を提供していくために、近隣自治体等と連携した取組を進めます。 

■ボールパーク構想※5がもたらす価値や魅力を生かし、国際的に質が高く、市民が誇れる新た

な地域ブランドを創造します。 

■地域資源、まちの魅力を市内外に発信するシティセールス※1を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 シティセールス：都市の魅力や個性を
発掘・育成し、発信することにより、都市
のイメージやブランド力を向上する取組。 

※2 グリーン・ツーリズム：農山漁村地域など
において、農林漁業体験や地域の自然や文化に
触れ、人々との交流を楽しむ滞在型の余暇活
動。 

※3 農泊：農山漁村において日本ならではの伝統的な生
活体験と農村地域の人々との交流を楽しむ滞在(農山漁村
滞在型旅行)。農家民宿だけでなく、古民家を活用した宿
泊施設など、旅行者のニーズに合った多様な宿泊手段に
より農山漁村に滞在し魅力を味わってもらうこと。 
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第５節 観光の振興・シティセールスの推進 

 

 

 

 

1 観光資源や地域人材の発掘・活用                      

●地域にある観光資源の発掘と活用を図るとともに、観光ガイド等ができる地域人材の発掘と育

成を推進します。 

●交流人口の増加につながるイベントなどの誘致活動等を推進します。 

●観光地域づくりを推進するため、観光協会を支援します。 

 

2 観光客の受入環境の整備                            

●観光客が安心して快適に滞在、交流、体験を楽しめるように環境の整備を図ります。 

●訪日外国人旅行者と市民の交流から多様な観光活動の創出を促進するため、国際化に向けた市

民の意識の醸成を図ります。 

 

3 観光コンテンツの創造とプロモーションの推進                  

●ボールパークやサイクリングロード等、エコミュージアム構想にある地域資源を活用した各種

ツーリズム等を推進し、健康や教育分野など、本市の特徴となる観光振興を展開します。 

●観光コンテンツの積極的な周知を図るとともに、多様な来訪ニーズに対応した観光施策を推進

します。 

●近隣市町村や関係機関と広域的に連携した観光コンテンツを創造し、効果的なプロモーション

を展開します。 

 

4 シティセールスの推進                             

●住みよいまち・訪れたいまち・選ばれるまちをめざし、全国に向けたシティセールス※1を推進

します。 

●本市が持つ地域資源や特徴、ボールパーク構想※5がもたらす価値や魅力などを生かしたまちの

ＰＲを推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「地域資源を有効に活用した観光産業の振興」の

満足度 
50.9％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

観光入込客数 127.6 万人(Ｈ30 年度計) 270 万人 

 

 

 

 

 

施 策 

※4 都市型観光：都市部である本市の個性や魅力を発揮しながら
交流・集客を促進し、地域資源や集客施設なども活かす観光のか
たち。 

※5 ボールパーク構想：官民連携プロジェクトとして、新球場を核とし
たボールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果
を生み出し、持続可能な都市経営と社会課題の解決を図る構想。 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 
 

 

 

現 況 と 課 題 
 

令和5年(2023年)に開業予定のボールパー

クに対する市内外からの注目度は高く、ボー

ルパーク構想※1等を通した交流をきっかけと

して、本市と関わりを持つ「関係人口※2」、来

市される「交流人口」、居住する「定住人口」

の全ての拡大に向けた好機であることから、

各種取組を様々な関係団体と連携して推進す

る必要があります。 

姉妹都市である広島県東広島市とは、祭り

やイベント時の相互訪問や子ども大使として

小・中学生を相互に派遣するなど、様々な交

流を行っています。このような交流を土台に

しながら、更なる友好親善を深めるためにも

市民レベルでの交流に広げていく必要があり

ます。 

市民による国際交流団体の活動やホームス

テイの受入れなどが行われており、市民生活

の場における国際化が着実に進行していま

す。国際化が進展する中で、地域や個人レベ

ルでの国際理解と国際交流を更に促進してい

く必要があります。 

国では、外国人労働者の受入れ拡大を推進

していることから、本市に暮らす外国人も増

加が見込まれます。今後は、多文化共生社会

の実現に向けて、教育、福祉、雇用分野など

様々な行政サービスの提供方法等について、

検討する必要があります。 

 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市内外との交流の入口を増やし、関係人口※2の創出・拡大を図ります。 

■教育・文化・スポーツ、経済など多方面にわたる姉妹都市との交流を推進します。 

■国際感覚豊かな人材を育成するため、国際理解と国際交流を促進します。 

■外国人住民の生活実態等の状況把握を進め、多文化共生の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 交流・多文化共生の推進 

※2 関係人口：移住した「定住人口」でもなく、
観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の
人々と継続的に多様な形で関わる人々のこと。 

※1 ボールパーク構想：官民連携プロジェクトと
して、新球場を核としたボールパークを整備する
ことで、まちづくりの様々な分野に波及効果を生
み出し、持続可能な都市経営と社会課題の解決を
図る構想。 
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第５章 活力みなぎる産業と交流のまち 

第６節 交流・多文化共生の推進 

 

 

 

 

1 関係人口の創出・拡大                              

●ふるさと納税やボールパーク構想※1等をきっかけとした本市を応援してもらえるような取組

を推進することにより、関係人口※2の創出・拡大を図ります。 

●本市とゆかりのある市外在住者に対しても、東京北広島会※3等を通して、本市の地域活性化や

地域課題の解決に関し、継続的に本市と関わる機会の充実を図ります。 

 

2 姉妹都市交流事業の推進                          

●姉妹都市交流を通じて、相互理解と連携意識が浸透していくよう、市民レベルでの交流を促進

します。 

●東広島市と本市の祭りやイベントに相互訪問することで、行政機関の交流や地域の特性を生か

した教育文化、スポーツ、経済など幅広い交流を推進し、ふるさと意識の醸成を図ります。 

 

3 国際交流の推進                               

●国際感覚豊かな人材を育成するため、国際交流協議会※4との連携により国際交流の推進と国際

理解を深める各種機会の提供を図ります。 

●カナダ・サスカツーン市等との国際交流を推進します。 

 

4 多文化共生の推進                             

●本市における外国人住民の生活実態等の把握を進めるとともに、住居、福祉、衛生、労働、教

育などに関する支援について検討します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「国際交流の推進」の満足度 52.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

本市を応援している人数 

(本市のＳＮＳ※5登録者数＋ふるさと納税年間延べ寄附

件数＋東京北広島会※3会員数) 

4,210 人(Ｈ30 年度) 10,000 人 

 

 

 

 

施 策 

※5 ＳＮＳ：英語の Social Networking Service
の略。人と人との社会的な繋がりを促進する様々
な機能を提供する会員制のオンラインサービス。 

※3 東京北広島会：首都圏に居住する本市にゆか
りのある方々が中心に集い、平成 29 年(2017
年)12 月に発足。会員相互の親睦を図るととも
に、まちづくりの様々な分野における首都圏との
幅広い人脈やネットワークを活用し、本市の発展
に寄与することを目的とする。 

※4 国際交流協議会：地域に根ざした国際交流事
業を推進し、市民レベルの異文化に対する理解など
を通してまちづくりに寄与することを目的とする市
民団体。現在は、平成 3年(1991 年)から続くカナ
ダ・サスカツーン市との高校生の相互派遣を中心に
活動。 
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第６章 つながり成長するまち 
 

第１節 市民参加・協働の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

市民ニーズが多様化し、少子高齢化が進展

する中、個性豊かで活力のある地域社会を形

成するため、必要な情報を市民と行政が共有

するとともに、伝統、文化、個性などの地域

資源を活かしたまちづくりを推進することが

求められています。 

本市では、平成 21 年(2009 年)に市民参加

条例を制定し、市民参加の推進に向けた取組

を行ってきましたが、社会状況の変化に対応

した新たな市民参加手法、市民への効果的な

情報提供の手段などについて検討する必要が

あります。 

地域課題や市民ニーズが多様化する中、き

め細かなサービスの提供には、市内で活動す

る公益活動団体※1と共に事業に取り組む市民

協働の推進が重要です。 

 

市民協働の推進に向けては、市内で活動す

る公益活動団体※1の育成や活動に対しての支

援方法について検討する必要があります。 

自治会・町内会のほか、地区防犯協会など

も含めた地域コミュニティ※2団体は、地域に

共通する様々な課題を皆で協力しながら、快

適なまちづくりをめざして自主的に活動して

いますが、未加入者の増加や高齢化の進行な

どにより、団体構成員の減少や役員等の担い

手不足などの課題が生じていることから、持

続可能な組織運営や活動の活性化に向けた支

援を講じていく必要があります。 

身近な地域コミュニティ※2の活動拠点とし

て利用されている地区住民センターや住民集

会所では、施設の老朽化が進んでいますが、

今後、更なる人口の減少が見込まれているこ

とから、再編や長寿命化等について検討して

いく必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■市民の意向が市政に反映される市民自治によるまちづくりを推進します。 

■公益活動団体※1の自立性・自主性を尊重しつつ、公益活動の推進に向けた支援を行います。 

■市民が主体となった公益活動団体※1 (ＮＰＯ※3、公益法人など)との協働を推進します。 

■にぎわいや活力のあるまちをめざして、自治会・町内会等の活動を支援するとともに、地域

住民の活動拠点となる地区住民センターや住民集会所の環境整備を進め、地域コミュニティ

※2の醸成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 公益活動団体：営利を目的としない公共の福
祉の増進に資する活動を行う団体。 

※2 コミュニティ：地域社会や共同体。人々が共
通の意識をもって生活を営む地域または集団な
ど。 

※3 ＮＰＯ：英語のNon-Profit Organization の
略。営利を目的としない民間組織。 
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第６章 つながり成長するまち 

第１節 市民参加・協働の推進 

 

 

 

1 市民参加の推進                                 
●市民参加に対する市民の理解と関心を高めるための啓発活動を推進します。 

●市民参加推進会議※4での審議内容等を踏まえ、効果的な市民参加のタイミングや手法、情報提

供の手段などについて検討し、若年層を含めた市民が積極的に市政に参加できる機会の創出を

図ります。 

 

2 協働の推進                                         
●公益活動団体※1の専門性などを生かした協働事業の提案を募集し、行政だけで対応することが

困難な取組を協働して行うことで、市民ニーズに対応したきめ細かな公共サービスの提供を図

ります。 

●公益活動団体※1が自主的に行う公益的な活動に対して補助金を交付するなど、地域資源を活か

した地域の特色あるまちづくり活動に対し支援を行うことにより、公益活動の活性化を図り、

団体の自立的な発展を促進します。 

●ＮＰＯ※3法人の設立に向けた認証手続等について支援を行うなど、公益活動団体※1の育成や持

続可能な運営に対する支援方法の検討を進めます。 

 

3 地域コミュニティの推進                          
●地域コミュニティ※2の醸成を図るため、自治会・町内会等の維持に向けた加入促進やガイドブ

ック等の活動ツールの充実、運営費の一部助成など、持続可能な団体運営や活動の活性化に向

けた支援を推進します。 

●地区住民センター及び住民集会所は、身近な地域コミュニティ※2活動の拠点として利用しやす

い施設となるよう、備品も含めて施設の更新、再編や長寿命化を計画的に推進します。 

●西の里地区における公共施設について、児童館※5や市役所出張所機能等を有した複合施設への

建て替えに関し、既存施設との機能分担も含めて検討します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「市民の意見の収集と市政への反映」の満足度 55.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「自主的な市民活動の充実」の満足度 63.6％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「市民、企業、行政、各種団体との協働によるまちづくりの

推進」の満足度 
60.4％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「町内会・自治会による地域活動の充実」の満足度 71.9％(Ｈ30 年度) 75.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※5 児童館：児童の遊びを通じて健康の増進や親
子活動などにより情操を豊かにすることを目的と
した児童厚生施設。 

※4 市民参加推進会議：市民参加を推進し、市民
参加の制度の実効性を確保するために設置する審
議会。 
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第６章 つながり成長するまち 
 

第２節 産学官連携の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

市民ニーズが多様化する中、様々な分野に

おいて、国、北海道、他市町村等との交流や

連携を図るほか、共通した行政課題への対応

に向け、連携中枢都市圏※1や道央廃棄物処理

組合などと連携した取組を進めることや、官

民データ活用推進基本法を踏まえたオープン

データ※2の公開やビッグデータ※3の活用を含

め、民間事業者等のノウハウを活用した取組

などを推進する必要があります。 

北海道の新たなシンボルとなるボールパー

クを通じ、道内各地の活性化を実現するため、

近隣市町村、関係機関、民間事業者等との連

携に取り組んでいます。これらの連携を生か

し、観光やスポーツ振興など北海道の魅力向

上につながる取組を推進する必要がありま

す。 

大学等との連携を深めることは、人材の育

成・確保、大学生等の本市への愛着の醸成、

地域の活性化や課題解決、大学等が有する知

識や発想のまちづくりへの反映など、市民サ

ービスの向上につながることが期待されま

す。 

本市では、これまで、大学等の有する英知

や人材をまちづくりに生かすため、星槎道都

大学や北海学園大学との連携協定の締結、各

種附属機関や委員会への教職員等の参画など

各大学等との連携を深めてきました。今後も

引き続き大学等との連携を深めながら、地域

イベントの企画運営や多様な地域活動への大

学生等の参加を促し、市民との交流を深める

とともに、地域の活性化に寄与する連携を進

めていく必要があります。 

 

 

基 本 的 方 向 
 

■経済、観光、防災、環境、福祉などの各種分野において、広域的な連携を図り、共通する行

政課題等に効率的に取り組むとともに、広域的な成長・発展を推進します。 

■市民サービスの向上等を図るため、民間事業者等と連携し、民間活力を生かしたまちづくり

や行政運営を推進します。 

■大学等の持つ人材や英知を生涯学習やまちづくりに生かし、地域の活性化を図るため、大学

等との連携・協力を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 連携中枢都市圏：地方圏において、相当の規模と中核性を備える圏域の
中心都市が、近隣の市町村との連携協約に基づいて、人口減少・少子高齢社
会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するために形成
する圏域。本市は、平成 31 年(2019 年)3 月に札幌市と連携協約を締結し、
11 市町村で構成される「さっぽろ連携中枢都市圏」に属している。 

※2 オープンデータ：二次利用が可能な形式及び
条件で公開するデータのこと。行政機関は、官民
データ活用推進基本法に基づくオープンデータの
公開が求められている。 

105



第６章 つながり成長するまち 

第２節 産学官連携の推進 

 

 

 
 
1 広域連携・官民連携の推進                          
●国、北海道、他市町村等との人的交流、連携を進めるほか、各自治体が抱える共通の課題に対

応するため、連携中枢都市圏※1やオール北海道ボールパーク連携協議会※4などの広域連携を図

り、各自治体や各地域、団体、企業等の特色や強み、資源等を生かし、広域的に成長・発展し

ていく取組を推進します。 

●市民サービスの向上や行政運営の効率化などを図るため、先端技術等のノウハウを有する民間

事業者等との連携を進めます。 

●官民データ活用推進基本法の理念に則り、オープンデータ※2の公開を推進します。 

 

2 大学等との連携                               

●大学等が有する専門知識や先端技術、大学生等の若さ溢れる自由な発想や積極性を生かしたま

ちづくりを推進するため、大学等との連携・協力を進めます。 

●包括連携協定を締結する星槎道都大学や北海学園大学による市民への生涯学習機会の提供や

学生と地域住民との交流などを通して、地域社会の発展や人材の育成など相互の資源を活用し

た連携を進めます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「他市町村との交流による広域連携の推進」の満足度 55.1％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「市、地域、大学が連携した活動の充実」の満足度 58.6％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

施 策 

※3 ビッグデータ：一般的なソフトウェアで扱う
ことが困難な、巨大で複雑なデータの集合のこ
と。市町村では、地域の特性や年齢層・弱者の分
布等を解析し、政策に生かすことに用いられる。 

※4 オール北海道ボールパーク連携協議会：ボールパークが
もたらす価値と機会を幅広く享受し、活用するために、近隣
自治体や関係機関、事業者等で組織された協議会。 
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第６章 つながり成長するまち 
 

第３節 行財政運営の推進 

 

 

現 況 と 課 題 
 

令和元年(2019 年)6 月 21 日に閣議決定さ

れた「経済財政運営と改革の基本方針 2019～

『令和』新時代：『Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0※1』への

挑戦～」(骨太の方針 2019)では、令和 7年度

(2025 年度)の国・地方を合わせた基礎的財政

収支の黒字化をめざすこととしています。こ

の中で、業務改革の成果を地方財政計画に反

映するなどといった地方行財政改革が示され

ており、社会経済情勢の急速な変化と相まっ

て、地方財政を取り巻く環境は依然として不

透明な状況にあります。 

本市においては、少子高齢化の進行に伴う

社会保障関係費が増加傾向にあることや、過

去に整備した公共施設やインフラ施設の修

繕・更新への対応が求められるなど、厳しい

財政状況が想定されています。 

市の業務に関しては、一層の効率化や高度

化が求められており、ＡＩ(人工知能)やＲＰ

Ａ(ソフトウェアロボットによる作業の自動 

化)などの先進的な技術の活用や国・地方公共

団体間のネットワークを活用し、行政手続の

電子化などによる市民サービスの向上と行政

運営の効率化などに取り組むことも重要とな

っています。 

市民と行政がパートナーシップによるまち

づくりを進める上で、広報紙やホームページ

をはじめとした各種情報手段の充実を図り、

市民と情報共有できる体制づくりが求められ

ています。また、市民と行政との共通理解を

深め、協働によるまちづくりを進めるため、

多様な市民要望を的確に把握することが重要

となっています。 

複雑化する行政課題などに対応するために

は、簡素で効率的な行政組織の整備を進める

とともに、政策形成能力や法務能力などを備

えた職員を育成するなど、職員研修の充実を

図り、職員の資質や能力の向上に努めていく

必要があります。 

 

基 本 的 方 向 
 

■効率的で効果的な行財政運営を推進し、市民サービスの向上を図ります。 

■多様な媒体を利用し、市民との情報共有を進めるとともに、市民と行政との共通理解を深め

た協働によるまちづくりを進めるための広聴活動を推進します。 

■高度な情報技術を活用した市民サービスにより、市民の利便性向上を図ります。 

■自主財源の確保を図りながら、限られた財源の効果的・効率的な配分により、市民ニーズや

時代の要請にあった市民サービスを安定的・持続的に提供することができる財政運営を行い

ます。 

■人口減少や高齢化社会を見据えた公共施設の適正配置等を進めます。 

■行政組織の見直し、職員数の適正化、行政課題に的確に対応できる職員の育成などを推進し、

より効果的・効率的な行財政運営に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0(ソサエティ 5.0)：サイバー空
間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融合
させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を
両立する人間中心の社会のこと。例えば、大量な情報の
中から必要な情報だけを AI(人口知能)が判別し、人間
に提供するなど。 

※2 ＳＮＳ：英語の Social Networking 
Service の略。人と人との社会的な繋がりを
促進する様々な機能を提供する会員制のオン
ラインサービス。 

※3 ＰＤＣＡサイクル：計画(Plan)→実行(Do)
→評価(Check)→改善(Action)の 4 段階を繰り
返すことによって、業務などを継続的に改善す
ること。 

※6 クラウドファンディング：群衆(crowd)と
資金調達(funding)を組み合わせた造語で、イ
ンターネットを通じて不特定多数の人から資金
を集める方法。 

※5 マイナンバー制度：国民一人一人に番号
を割り振り、社会保障や税に関する情報を市
町村間で連携可能にする制度。 

※4 ＬＧＷＡＮ(エルジーワン)：インターネットを介さ
ずに市町村間を結ぶ専用ネットワークのこと。 
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第６章 つながり成長するまち 

第３節 行財政運営の推進 

 

 

 

1 市民サービスの充実                               

●市民ニーズや時代の要請に対応した市民サービスの提供に努め、市民満足度の向上を図ります。 

●広報紙やパンフレット、ホームページ、ＳＮＳ※2、コミュニティＦＭなど、多様な情報手段を

使いながら市民に分かりやすく、タイムリーで効果的な情報発信を図ります。 

●市民ニーズを的確に把握し、市民と行政との共通理解を深めた協働によるまちづくりを推進す

るため、各種広聴活動の充実を図ります。 

 

2 効果的・効率的な行財政運営                           

●ＰＤＣＡサイクル※3に基づく効率的で効果的な行財政運営を進めます。 

●事務の電子化・自動化を推進し、一層の効率化・高度化を図ります。 

●市民の利便性向上とセキュリティの維持・向上を両立するため、ＬＧＷＡＮ※4等のネットワー

クやマイナンバー制度※5の基盤を活用した情報処理や連携等を推進します。 

 

3 健全な財政運営                              

●限られた財源を効果的に配分するとともに、財政運営指針を踏まえた予算編成を行います。 

●使用料・手数料の見直し等により、適正な受益者負担に努めるとともに、ふるさと納税に加え

てクラウドファンディング※6や目的に応じた新たな財源等の自主財源の確保のための検討を

進めます。 

●分かりやすい財政状況の公表に努め、市民の理解に基づいた財政運営を推進します。 

●市税等の収納率向上を図るため、市全体の債権の一元管理に継続して取り組みます。 

 

4 公共施設の最適化                                

●公共施設の老朽化等に伴う整備については、施設の長寿命化を図るとともに、今後の需要を見

据えた適正配置を進めます。 

●民間事業者のノウハウや資金を活用した取組(サウンディング調査※7、ＰＰＰ※8・ＰＦＩ※9等)

を検討し、公共施設の適切な管理運営等を図ります。 

 

5 組織・職員の活性化                              

●市民ニーズや地域課題などに適切に対応しながら、事務事業の見直しや簡素で効率的な行政組

織の整備等を積極的に進め、適正な職員配置に取り組みます。 

●人材育成基本方針に基づき、職員研修を計画的、効果的に実施し、職員の能力向上や意識改革

を図ります。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「市民の意見の収集と市政への反映」の満足度 55.3％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「市政に関する情報発信の充実」の満足度 66.5％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

「公共施設の充実と活用」の満足度 71.5％(Ｈ30 年度) 75.0％ 
 

施 策 

※7 サウンディング調査：地方公共団体が民
間事業者に意見や提案などを求め、民間事業
者との対話を通じ、市場性の有無や実現可能
性の把握、民間事業者が有するアイデアの収
集等を行う調査。 

※9 ＰＦＩ：英語の Private Finance 
Initiative の略。公共施設等の建設、維持管
理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術
的能力を活用し、効率的かつ効果的な公共サ
ービスの提供を図るという手法。 

※8 ＰＰＰ：英語の Public Private 
Partnership の略。官民連携事業の総称であ
り、包括的民間委託、民間事業者への公有地
の貸し出しなどの手段がある。 
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■ 資 料 
 

 

ＳＤＧｓについて 

  
「持続可能な開発目標(Ｓｕｓｔａｉｎａｂｌｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｇｏａｌｓ)」(以

下「ＳＤＧｓ」という。)とは、平成 27 年(2015 年)9 月の国連サミットにおいて採択された、令和

12 年(2030 年)を期限とする先進国を含めた国際社会全体の開発目標です。 

このＳＤＧｓは、持続可能な世界を実現するための 17 の目標と 169 のターゲットで構成され、

地球上の「誰一人として取り残さない」社会を目指しており、経済・社会・環境をめぐる広範囲な

課題に対する総合的な取組が示されています。 

これを受け、我が国では、平成 28 年(2016 年)5 月に内閣総理大臣を本部長、全国務大臣を構成

員とする「持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)推進本部」が設置され、同年 12 月には、ＳＤＧｓ実施

に向けた「持続可能な開発目標(ＳＤＧｓ)実施指針」が決定されました。この指針では、国が優先

的に取り組むべき課題と具体的施策を定めるとともに、ＳＤＧｓ推進にあたって、地方自治体が担

う役割の重要性を示しています。また、平成 29年(2017 年)12 月に閣議決定された「まち・ひと・

しごと創生総合戦略 2017 改訂版」において、地方自治体における取組推進が位置づけられていま

す。 

ＳＤＧｓの目指す17の目標は、国レベルで取り組むものが含まれ、本市の総合計画における各

政策とは対象や規模は異なりますが、国際的な地方自治体の連合組織であるＵＣＬＧ（United 

Cities and Local Governments）が、自治体行政が果たし得る役割について示しているとおり、

その目指すべき方向性は共通するところが多くあることから、市民をはじめ多様な主体と連携・

協働しながら、総合計画を推進することで、ＳＤＧｓ達成に向けた取組につなげていきます。 
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ＳＤＧｓと自治体行政の関係 
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基本計画における成果指標一覧

重点プロジェクト

指標名 指標の説明 現状 目標

人口 住民基本台帳の人口
58,265人

(Ｒ元年12月末)
60,000人

(Ｒ13年3月末)

「北広島市での住み良さ」の「住み良
い」と「どちらかと言えば住み良い」の
割合

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における割合

75.4％
(Ｈ30年度実施)

80.0%

第1章 第1節　子育て支援の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「乳幼児を安心して育てられる環境の充
実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

63.8%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「子どもを健全に育成するための環境の
充実」の満足度

〃
68.3%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

保育施設待機児童数(国基準)

認可保育施設等への入所を希望している
が、いずれの施設へも入れない児童数(特
定の施設を希望して入れない児童を除
く。)

66人
(Ｈ31.3.1現在)

0人

第1章 第2節　高齢者福祉・介護の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「高齢者が安心して暮らせる社会の形
成」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

61.5%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

第1章 第3節　障がい福祉の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「障がい者が地域で自立した生活ができ
る社会の形成」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

58.1%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

第1章 第4節　地域福祉の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「高齢者が安心して暮らせる社会の形
成」の満足度(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

61.5%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「障がい者が地域で自立した生活ができ
る社会の形成」の満足度(再掲)

〃
58.1%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

第1章 第5節　健康づくり・地域医療の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「健康づくりを推進する体制の充実」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

73.6%
(Ｈ30年度実施)

75.0%

「医療環境の充実」の満足度 〃
54.1%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

「緊急時の救急医療体制の充実」の満足
度

〃
52.3%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

特定健診受診率、特定保健指導実施率
法定報告(医療保険者から国に報告された
特定健康診査・特定保健指導の実施結果)

受診率：37.4％
(Ｈ29年度)

指導率：79.9％
(Ｈ29年度)

受診率：
60.0％以上
指導率：
65.0%以上を維
持

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第2章 第1節　学校教育活動の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「小中学校における教育内容の充実」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

59.2%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

第2章 第2節　学校教育環境の整備

指標名 指標の説明 現状 目標

「家庭、学校、地域が連携した教育体制
の充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

59.9%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「豊かな学校生活を支える施設・設備の
充実」の満足度

〃
58.4%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

市立学校のコミュニティ・スクール導入
中学校区数

地方教育行政の組織及び運営に関する法律
の規定に基づき、学校運営協議会を設置し
ている中学校区

1中学校区
(Ｒ元年度)

全中学校区
(分校を除く。)

第2章 第3節　安心して学べる体制の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「子どもを健全に育成するための環境の
充実」の満足度(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

68.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

第2章 第4節　社会教育の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「自然や地域、社会など様々な体験機会
の充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

63.8%
(Ｈ30年度)

70.0%

「生涯学習活動の機会の充実」の満足度 〃
63.3%

(Ｈ30年度)
70.0%

第2章 第5節　スポーツの振興

指標名 指標の説明 現状 目標

「スポーツ・レクリエーション活動に親
しむ機会や環境の充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

68.8%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

スポーツ実施率
スポーツ振興計画策定に関し、市で実施し
た市民意識調査における成人週1回以上運
動・スポーツを行う人の割合

62.2%
(Ｈ29年度実施)

70.0%

第2章 第6節　芸術文化の振興

指標名 指標の説明 現状 目標

「芸術や文化に触れ親しむ機会の充実」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

73.1%
(Ｈ30年度実施)

75.0%

芸術文化ホール利用者数
芸術文化ホール(諸室含む。)の年間利用者
数

92,546人
(Ｈ30年度)

95,000人

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第2章 第7節　歴史の継承と創造

指標名 指標の説明 現状 目標

「市の歴史や文化に対する意識の浸透」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

66.5%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

まちを好きになる市民大学卒業人数
平成22年度(第1期生)からの「まちを好き
になる市民大学」の卒業生の人数

135人
(Ｈ30年度末累計)

240人

第2章 第8節　読書活動の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「図書活動に親しむ機会や環境の充実」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

73.7%
(Ｈ30年度実施)

75.0%

市民一人当たりの図書年間貸出数
図書館、地区図書館、学校図書館、館外で
の図書貸出総数／住民基本台帳の各月末日
の人口の平均値

8.3冊
(Ｈ30年度)

8.5冊

第3章 第1節　防災対策・災害復興の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「災害に強い安全なまちの形成」の満足
度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

69.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

自主防災組織活動カバー率
自主防災組織を設立している自治会、町内
会の世帯数／市内全世帯数

80.0%
(Ｈ30年度末)

上昇

第3章 第2節　消防・救急体制の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「緊急時の救急医療体制の充実」の満足
度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

52.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

火災発生件数
「建物火災」、「車両火災」、「林野火
災」、「その他火災」を合算した件数

14件
(Ｈ30年中)

減少

第3章 第3節　交通安全・防犯対策・消費者保護の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「街路灯など防犯設備・体制の充実」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

68.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

市内の交通事故発生件数 市内の交通事故発生件数
132件

(Ｒ元年の実績)
減少

市内の犯罪(刑法犯)認知件数 市内の刑法犯認知件数
236件

(Ｒ元年の実績)
減少

第3章 第4節　平和・人権尊重社会・男女共同参画の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「性別に関係なく社会参加できる環境の
充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

63.9%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第4章 第1節　都市機能の整備

指標名 指標の説明 現状 目標

北広島市が「住み良い」「どちらかと言
えば住み良い」の割合(再掲)

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

75.4%
(Ｈ30年度実施)

80.0%

第4章 第2節　居住環境の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「空き地・空き家、住み替えに対する施
策の充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

58.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「多様なニーズに対応する住宅供給の充
実」の満足度

〃
69.0%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

市内空き家数 1年以上水道が使用されていない戸建住宅
310件

(Ｈ30年度末)
減少

第4章 第3節　公共交通の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「利便性の高い公共交通の充実」の満足
度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

47.7%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

市内線のバス利用者数
バス事業者から提供される年間輸送人員実
績

558,000人
(Ｈ30年度)

564,000人

第4章 第4節　道路環境の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「安全、快適に移動できる道路の充実」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

70.9%
(Ｈ30年度実施)

75.0%

「除雪や排雪の充実」の満足度 〃
52.5%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

第4章 第5節　水の供給・下水処理の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「衛生的な上下水道の整備」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

88.2%
(Ｈ30年度実施)

90.0%

配水管耐震化率
水道管路施設のうち、保持すべき耐震性能
を有する配水管延長の割合

25.7％
(Ｈ30年度)

30.0%

第4章 第6節　環境保全の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「大気汚染、水質汚染などの公害対策の
充実」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

78.9%
(Ｈ30年度実施)

80.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第4章 第7節　ごみ対策の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「ごみ減量・リサイクルの意識の浸透」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

81.3%
(Ｈ30年度実施)

85.0%

ごみ排出量(家庭系廃棄物) 家庭系ごみの一人1日当たりの排出量
市民一人当たり

579ｇ/日(Ｈ30年度)
市民一人当た
り522ｇ/日

ごみリサイクル率 ごみ排出量に占めるリサイクル量の割合
22.8％
(Ｈ29年度)

28.0%以上

第4章 第8節　緑の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「公園・緑地の充実したまち並みの形
成」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

85.2%
(Ｈ30年度実施)

90.0%

「森林や川など自然環境の保全」の満足
度

〃
84.0%

(Ｈ30年度実施)
85.0%

第5章 第1節　農業の振興

指標名 指標の説明 現状 目標

「活気ある農業の振興」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

65.9%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

認定農業者の新規認定数

認定農業者とは、次の基準を満たす「農業
経営改善計画」を市に提出し、認定を受け
た農業者。
基準①目標年間農業所得440万円以上
基準②目標年間労働時間1,800～2,000時間
※基準については「農業経営基盤の強化の
促進に関する基本構想」に掲載。

- 5人

農業の担い手への農用地の利用集積率
市内における耕地面積のうち、農業の担い
手(認定農業者等)が利用している耕地面積
の割合

60.7％
(Ｈ31年3月末)

95.0%

第5章 第2節　工業の振興・企業誘致

指標名 指標の説明 現状 目標

「地域の経済をけん引する企業の集積」
の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

56.6%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「企業誘致や産業育成などによる市内産
業の拡大」の満足度

〃
60.3%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

第5章 第3節　商業の振興

指標名 指標の説明 現状 目標

「日常の買い物環境の充実」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

59.6%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「品揃えの豊富な小売店の充実」の満足
度

〃
55.4%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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第5章 第4節　雇用と就業環境の充実

指標名 指標の説明 現状 目標

「安定した雇用の場の確保」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

52.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

第5章 第5節　観光の振興・シティセールスの推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「地域資源を有効に活用した観光産業の
振興」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

50.9%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

観光入込客数
余暇、ビジネス、その他の目的のため、観
光地点やイベント等を訪れた人の数

127.6万人
(Ｈ30年度計)

270万人

第5章 第6節　交流・多文化共生の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「国際交流の推進」の満足度
総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

52.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

本市を応援している人数
本市のＳＮＳ登録者数1,547人＋ふるさと
納税年間延べ寄附人数2,565人＋東京北広
島会会員数98人

4,210人
(Ｈ30年度)

10,000人

第6章 第1節　市民参加・協働の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「市民の意見の収集と市政への反映」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

55.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「自主的な市民活動の充実」の満足度 〃
63.6%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

「市民、企業、行政、各種団体との協働
によるまちづくりの推進」の満足度

〃
60.4%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

「町内会・自治会による地域活動の充
実」の満足度

〃
71.9%

(Ｈ30年度実施)
75.0%

第6章 第2節　産学官連携の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「他市町村との交流による広域連携の推
進」の満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

55.1%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「市、地域、大学が連携した活動の充
実」の満足度

〃
58.6%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

第6章 第3節　行財政運営の推進

指標名 指標の説明 現状 目標

「市民の意見の収集と市政への反映」の
満足度

総合計画策定に関し、市で実施した市民意
識調査における「満足」、「やや満足」
「普通」を合算した割合

55.3%
(Ｈ30年度実施)

70.0%

「市政に関する情報発信の充実」の満足
度

〃
66.5%

(Ｈ30年度実施)
70.0%

「公共施設の充実と活用」の満足度 〃
71.5%

(Ｈ30年度実施)
75.0%

※目標年次は、令和7年度(末)です。(人口の目標年次のみ令和12年度末)
※「Ｈ」は「平成」を示し、「Ｒ」は「令和」を示します。
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用語解説 

あ行                      

ＩｏＴ(アイオーティ) 

英語の Internet of Things の略。様々なモノ(建

物、車、電子機器など)をインターネットに接続す

る仕組み。 

 

ＩＣＴ(アイシーティー) 

情報通信技術(Information and Communication 

Technology)の略。コンピュータや情報通信ネット

ワークなどの情報コミュニケーション技術のこと。 

 

アダプテッド・スポーツ 

ルールや用具を障がいの種類や程度に適合

(adapt)することによって、障がいのある人はもち

ろんのこと、幼児から高齢者、体力の低い人であ

っても参加することができるスポーツのこと。 

 

エコミュージアム 

環境問題に関わるエコロジー(生態学)と地方経済

の復興に関わるエコノミー(経済学)の「エコ」と

「ミュージアム」(博物館)を合体させた造語で、

地域全体を屋根のない博物館として捉える考え方。 

 

エコミュージアム構想 

市全体を博物館として捉え、各地に存在する自然

や歴史、産業などの遺産を、行政と市民の協働に

より再発見し、現地で保存・展示することを通し

て、市民のまちを誇りに思う心や郷土愛を醸成し、

魅力ある地域づくりを進める構想。 

 

ＳＮＳ(エスエヌエス) 

英語の Social Networking Service の略。人と人

との社会的な繋がりを促進する様々な機能を提供

する会員制のオンラインサービス。 

 

ＳＤＧｓ(エスディージーズ) 

英語の Sustainable Development Goals(持続可能

な開発目標)の略。2015 年 9 月の国連サミットで

採択された 2030 年までの国際目標であり、持続可

能な世界を実現するための 17のゴール・169 のタ

ーゲットから構成されている。 

 

ＮＰＯ(エヌピーオー) 

英語の Non-Profit Organization の略。営利を目

的としない民間組織。 

 

ＬＧＷＡＮ(エルジーワン) 

インターネットを介さずに市町村間を結ぶ専用ネ

ットワークのこと。 

 

オープンデータ 

二次利用が可能な形式及び条件で公開するデータ

のこと。行政機関は、官民データ活用推進基本法

に基づくオープンデータの公開が求められている。 

 

オール北海道ボールパーク連携協議会 

ボールパークがもたらす価値と機会を幅広く享受

し、活用するために、近隣自治体や関係機関、事業

者等で組織された協議会。 

 

温室効果ガス 

地表から放射される赤外線を吸収して地表の温度

を上昇させるガスの総称で、二酸化炭素、メタン

などがある。 

 

か行                      

学童クラブ 

放課後児童健全育成事業。保護者が労働等により

昼間家庭にいない小学生に、適切な遊びや生活の

場を提供し、健全な育成を図る事業。 

 

学校支援地域本部 

学校を支援するために、学校の求めに応じ地域内

の様々な技能や知識を有する人材の発掘・コーデ

ィネートを行い、学校と地域をつなぐ学校支援活

動を行う組織。学校支援活動は地域学校協働活動

の取組の一つ。 

 

環境マネジメントシステム 

事業者が自主的に環境保全に関する取組を進める

に当たり、環境に関する方針や目標、計画等を定

め、これらの達成に向けて実施していくための体

制、手続等の仕組みのこと。 
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関係人口 

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流

人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わ

る人々のこと。 

 

間伐 

育成段階にある森林において樹木の混み具合に応

じて、育成する樹木の一部を伐採(間引き)し、残

存木の成長を促進する作業。 

 

クラウドファンディング 

群衆(crowd)と資金調達(funding)を組み合わせた

造語で、インターネットを通じて不特定多数の人

から資金を集める方法。 

 

グリーン購入 

商品やサービスを購入する際に、価格、機能、品質

等だけでなく、環境を考慮して、環境に与える影

響ができるだけ少ないものを選んで優先的に購入

すること。 

 

グリーン・ツーリズム 

農山漁村地域などにおいて、農林漁業体験や地域

の自然や文化に触れ、人々との交流を楽しむ滞在

型の余暇活動。 

 

公営企業会計 

地方公共団体の経営する公益的事業(上下水道事

業等)の会計で、企業会計原則に基づき独立採算方

式で行われるもの。 

 

公益活動団体 

営利を目的としない公共の福祉の増進に資する活

動を行う団体。 

 

校務支援システム 

教職員の校務負担軽減や標準化のため導入した、

共同利用型システム。 

 

 

 

 

 

国際交流協議会 

地域に根ざした国際交流事業を推進し、市民レベ

ルの異文化に対する理解などを通してまちづくり

に寄与することを目的とする市民団体。現在は、

平成 3年(1991 年)から続くカナダ・サスカツーン

市との高校生の相互派遣を中心に活動。 

 

国民健康保険の都道府県単位化 

平成 30 年度(2018 年度)から、都道府県が市町村

とともに国民健康保険の運営を担うこととなった。

都道府県は、財政運営の責任主体となり、安定的

な財政運営や効率的な事業運営の確保等、運営の

中心的な役割を担い、制度の安定化を図る。 

 

心の教室相談員 

児童生徒の悩みや不安、ストレス等の解消を図る

ことを目的として、各小中学校に配置している相

談員。 

 

子育て世代包括支援センター 

本市では、子育て世代包括ケアシステム『きたひ

ろすくすくネット』の名称で実施し、妊娠期から

子育て期にわたる支援を、包括的に切れ目なく行

う体制。 

 

子ども家庭総合支援拠点 

子どもと家庭、妊産婦等を対象に、相談対応から

関係機関との連絡調整、継続的支援までを総合的

に行う機関。 

 

子どもサポートセンター 

青少年の非行防止や安全対策等、青少年の健全育

成を主な目的として、教育委員会に設置している

もの。 

 

子どもの権利条例 

子どもの権利に関する基本的な考え方や権利保障

の仕組みを定めた本市の条例。 

 

子どもの貧困 

他と比較して貧困にある 18 歳未満の子どもの存

在や生活状況のこと。 
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子ども 110 番の家 

子どもが誘拐や暴力、痴漢など、何らかの被害に

遭った、又は遭いそうになったと助けを求めてき

たときに、子どもを保護するとともに、警察、学

校、家庭などへ連絡するなどして、地域ぐるみで

子どもたちの安全を守っていくボランティア活動。 

 

コミュニティ 

地域社会や共同体。人々が共通の意識をもって生

活を営む地域または集団など。 

 

コミュニティ・スクール 

学校と保護者、地域住民で構成する「学校運営協

議会」を設置した学校で、地域住民や保護者など

が学校運営に携わることで、地域とともにある学

校づくりを進める仕組み。 

 

さ行                      

在宅当番医制度 

市民の急病に対応するため、早朝や夜間、休日に

医療機関が当番制で外来診療を受け入れる制度の

こと。 

 

サウンディング調査 

地方公共団体が民間事業者に意見や提案などを求

め、民間事業者との対話を通じ、市場性の有無や

実現可能性の把握、民間事業者が有するアイデア

の収集等を行う調査。 

 

自主防災組織 

自治会、町内会等を単位とした地域住民が自主的

に連帯して防災活動を行う任意団体のこと。 

 

シティセールス 

都市の魅力や個性を発掘・育成し、発信すること

により、都市のイメージやブランド力を向上する

取組。 

 

児童館 

児童の遊びを通じて健康の増進や親子活動などに

より情操を豊かにすることを目的とした児童厚生

施設。 

 

市民参加推進会議 

市民参加を推進し、市民参加の制度の実効性を確

保するために設置する審議会。 

 

社会資源 

生活の諸要求の充足や、問題解決の目的に使われ

る各種の施設、制度、機関、知識や技術などの物

的、人的資源の総称。 

 

主伐 

木を収穫し、木材としての利用を目的とした伐採

や、次の世代の樹木の更新を伴う伐採。 

 

障がい者自立支援協議会 

地域における障がいのある人の生活を支えるため、

相談支援事業をはじめとするシステムづくり等に

関して中核的な役割を果たすよう、相談支援事業

者、サービス事業者、関係機関・団体等の参加によ

り市町村が設置するもの。 

 

消防通信指令業務 

119 番通報による火災の通報や救急出動の要請な

どを受信し、必要な部隊を現場に出動させる業務。 

 

森林環境譲与税 

適切な森林の整備等を進めるために、国から市町

村や都道府県に対して譲与されるもの。私有林人

工林面積、林業就業者数及び人口による客観的な

基準を基に算出され、令和元年度(2019 年度)から

譲与が開始された。 

 

森林経営計画 

森林所有者等が作成する伐採、造林、間伐などの

森林施業についての計画。 

 

森林整備計画 

森林法に基づいて市町村が作成する計画。地域の

実情に合わせた森林づくりと適正な森林整備の推

進を目的としており、市町村の森林づくりの方向

性や伐採、造林、間伐など森林施業の標準的な方

法が示されている。 
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水源涵養
かんよう

 

洪水を緩和させる、流量を安定させる、水質を浄

化するなど、森林のもつ水資源を保全する働き。 

 

スクールカウンセラー 

児童生徒の不登校、いじめ等の未然防止等におい

て、心理に関する専門的見地からカウンセリング

やアセスメントを行う専門人材。 

 

スポーツアカデミー 

未来のアスリートを育成するために、幼少期から

小学生までを対象としたスポーツ塾や強化教室。 

 

スマート農業 

ロボット技術や ICT を活用して省力化や高品質生

産を実現する新たな農業。例えば、自動運転トラ

クター等(田植え、耕起、収穫など)、水田センサー

(水田の水位、水温など確認するためのもの)、農

業用ドローン(農薬や肥料の散布、圃場の測量、生

育状況の把握)など。 

 

生活支援コーディネーター 

高齢者の生活支援・介護予防の基盤整備を推進し

ていくことを目的とし、地域において、生活支援

及び介護予防サービスの提供体制の構築に向けた

コーディネート機能を果たす者。 

 

生活習慣病 

成人期後期から老年期にかけてり患率、死亡率が

高くなる慢性疾患(糖尿病、高血圧など)の総称。 

 

成年後見制度 

知的障がい者・精神障がい者・認知症の高齢者な

ど、判断能力が十分でなく、自分自身の権利を守

ることができない成人の財産管理などを支援する

制度。 

 

成年後見センター 

成年後見制度に関する相談や適切な利用の促進、

市民後見人の育成等を行うために、平成 28 年

(2017 年)に市が開設した機関。 

 

 

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0(ソサエティ 5.0) 

サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実

空間)を高度に融合させたシステムにより、経済発

展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会

のこと。例えば、大量な情報の中から必要な情報

だけを AI(人口知能)が判別し、人間に提供するな

ど。 

 

た行                      

地域学校協働活動 

幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子ども

たちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核と

した地域づくり」をめざして、地域と学校が相互

にパートナーとして様々な取組を組み合わせて実

施する活動。 

 

地域共生社会 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「担い手」

という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主

体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が

世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住

民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創

っていく社会。 

 

地域子育て支援センター 

就学前の子どもやその親の交流の場であり、子ど

もたちが自由に遊び関わり合う場。本市に 3 箇所

ある。 

 

地域包括ケアシステム 

介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や

地域で暮らし続けられるように、「医療・介護・介

護予防・生活支援・住まい」の 5つのサービスを、

一体的に受けられる支援体制のこと。 

低炭素社会 

二酸化炭素などの温室効果ガスの排出が少ない社

会。 
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東京北広島会 

首都圏に居住する本市にゆかりのある方々が中心

に集い、平成 29 年(2017 年)12 月に発足。会員相

互の親睦を図るとともに、まちづくりの様々な分

野における首都圏との幅広い人脈やネットワーク

を活用し、本市の発展に寄与することを目的とす

る。 

 

特定外来生物 

外来生物のうち、特に人間の健康や在来種の生態

系などに害を及ぼす、又はその可能性があるとさ

れる生物のこと。 

 

特定健康診査及び特定保健指導 

医療保険者が実施主体となり、40 歳から 74 歳の

被保険者を対象にメタボリックシンドローム(内

臓脂肪症候群)の予防と改善を目的として行う健

康診査及び保健指導のこと。 

 

都市型観光 

都市部である本市の個性や魅力を発揮しながら交

流・集客を促進し、地域資源や集客施設なども活

かす観光のかたち。 

 

図書館フィールドネット 

図書館を拠点に活動するボランティア団体のネッ

トワークのこと。 

 

な行                      

認定農業者 

次の基準を満たす「農業経営改善計画」を市に提

出し、認定を受けた農業者のこと。 

基準①目標年間農業所得 440 万円以上 

基準②目標年間労働時間 1,800～2,000 時間 

※基準については、本市が定める「農業経営基盤

の強化の促進に関する基本構想」に掲載。 

 

農地情報システム 

農地台帳(所有者・借受者の氏名、地域区分等)を

システムに取り込み、農地台帳の情報を地図情報

として地番図及び航空写真に反映するシステムの

こと。 

 

農地中間管理機構 

「高齢化」や「後継者不足」などで耕作を続けるこ

とが難しくなった農地を借り受け、認定農業者等

の担い手に貸し付ける公的機関。 

 

農泊 

農山漁村において日本ならではの伝統的な生活体

験と農村地域の人々との交流を楽しむ滞在(農山

漁村滞在型旅行)。農家民宿だけでなく、古民家を

活用した宿泊施設など、旅行者のニーズに合った

多様な宿泊手段により農山漁村に滞在し魅力を味

わってもらうこと。 

 

ノーマライゼーション 

障がいのある人を特別視するのではなく、障がい

のある人もない人も誰もが個人の尊厳を重んじら

れ、地域の中で同じように生活を営める社会が通

常(ノーマル)の社会であるとする考え方。 

 

は行                      

バイオガス 

有機性廃棄物(草木類、生ごみ等)や下水汚泥、家

畜糞尿などを発酵させて得られる可燃性ガスの総

称。主成分はメタン。 

 

ＰＦＩ(ピーエフアイ) 

英語の Private Finance Initiative の略。公共施

設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営

能力及び技術的能力を活用し、効率的かつ効果的

な公共サービスの提供を図るという手法。 

 

ＰＤＣＡ(ピーディーシーエー)サイクル 

計画 (Plan)→実行 (Do)→評価 (Check)→改善

(Action)の 4 段階を繰り返すことによって、業務

などを継続的に改善すること。 

 

ＰＰＰ(ピーピーピー) 

英語の Public Private Partnership の略。官民連

携事業の総称であり、包括的民間委託、民間事業

者への公有地の貸し出しなどの手段がある。 
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ビッグデータ 

一般的なソフトウェアで扱うことが困難な、巨大

で複雑なデータの集合のこと。市町村では、地域

の特性や年齢層・弱者の分布等を解析し、政策に

生かすことに用いられる。 

 

避難行動要支援者 

要配慮者のうち、災害が発生し、又は発生するお

それがある場合に自ら避難することが困難であっ

て、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特

に支援が必要な人。 

 

病児保育 

医療機関や保育所等に付設された専用スペースな

どで、病気にかかっている子どもや病気から回復

しつつある子どもを一時的に保育すること。 

 

5Ｇ(ファイブジー)(第 5世代移動通信システム) 

英語の 5th Generation の略。携帯電話やスマート

フォンなどの通信に用いられる次世代の通信規格

であり、高速なモバイル通信が可能。 

 

放課後子供教室 

学校の余裕教室などを活用し、地域住民の方の協

力を得て、児童が放課後に学習や体験活動などを

行う教室。地域学校協働活動の中の取組の一つ。 

 

放課後児童支援員 

学童クラブにおいて、児童の育成支援を行う専門

資格を有し、従事する人。 

 

ボールパーク構想 

官民連携プロジェクトとして、新球場を核とした

ボールパークを整備することで、まちづくりの

様々な分野に波及効果を生み出し、持続可能な都

市経営と社会課題の解決を図る構想。 

 

 

 

 

 

 

 

ま行                      

ＭａａＳ(マース) 

英語の Mobility as a Service の略。出発地から

目的地までの移動ニーズに対して最適な移動手段

を包括的に一つのアプリで提供するなど、移動を

単なる手段としてではなく、利用者にとっての一

元的なサービスとして捉える概念。 

 

マイナンバー制度 

国民一人一人に番号を割り振り、社会保障や税に

関する情報を市町村間で連携可能にする制度。 

 

まちなか司書 

子どもたちが読書に親しめるよう地域内の小学校

図書館、保育施設を図書館司書が巡回する事業で

配置された図書館司書の呼称。 

 

まちを好きになる市民大学 

「まるごときたひろ博物館員養成課程」として、

北広島の自然遺産や歴史遺産、エコミュージアム

などについて 2 年間で学ぶ本市独自の講座のこと。 

 

マネジメント・サイクル 

目標を達成するために計画をたて、実行し、評価

して改善していく一連の管理体制。 

 

モビリティ・マネジメント 

「過度に自動車に頼る状態」から、「公共交通や徒

歩などを含めた多様な交通手段を適度に賢く利用

する状態」へと少しずつ変えていく一連の取組。 

 

や行                      

ユニバーサルデザイン 

年齢、性別、身体的能力、言語などの違いにかかわ

らず、全ての人にとって安全・安心で利用しやす

いように建物や製品、サービスなどを計画、設計

する考え方。 
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容積率 

敷地面積に対する建築物の延べ床面積の割合。 

 

要保護児童対策地域協議会 

虐待を受けた子どもをはじめとする要保護児童等

の早期発見と適切な保護を図るため、児童福祉法

に基づき必要な情報交換や支援を行う機関。 

 

ら行                      

連携中枢都市圏 

地方圏において、相当の規模と中核性を備える圏

域の中心都市が、近隣の市町村との連携協約に基

づいて、人口減少・少子高齢社会においても一定

の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するた

めに形成する圏域。本市は、平成 31 年(2019 年)3

月に札幌市と連携協約を締結し、11 市町村で構成

される「さっぽろ連携中枢都市圏」に属している。 

 

六次産業化 

1 次産業としての農林漁業と、2次産業としての製

造業、3 次産業としての小売業等の事業との総合

的かつ一体的な推進を図り、農山漁村の豊かな地

域資源を活用した新たな付加価値を生み出す取組。

(1 次産業+2 次産業+3 次産業＝6次産業) 

 

わ行                      

ワーク・ライフ・バランス 

仕事(ワーク)と私生活(ライフ)の調和を図り、老

若男女だれもが、仕事、家庭生活、地域生活、個人

の自己啓発などさまざまな活動について、自ら希

望するバランスで展開できる状態のこと。 
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